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２   月   定   例   会  

◎  会  期   ８ 日 間  

 

議 事 日 程 

日 次  月  日  曜 議   事   要   項  

１  ２ 月 ７ 日  月
午 前 10時 開 会 、 会 期 の 決 定 、 諸 報 告 、 提 出 議 案 付 議 、 提 案 理 由

説 明 、 議 案 に 対 す る 質 疑 、 広 域 連 合 一 般 に 対 す る 質 問 、 散 会  

２  ２ 月 ８ 日  火

午 前 10時 開 議 、 広 域 連 合 一 般 に 対 す る 質 問 、 議 案 の 委 員 会 付

託 、 散 会  

（ 常 任 委 員 会 ）  

３  ２ 月 ９ 日  水 （ 常 任 委 員 会 ）  

４  ２ 月 10日  木 休    会  

５  ２ 月 11日  金 休    会  

６  ２ 月 12日  土 休    会  

７  ２ 月 13日  日 休    会  

８  ２ 月 14日  月

（ 議 会 運 営 委 員 会 ）  

午 前 10時 開 議 、 委 員 長 報 告 、 質 疑 、 討 論 、 採 決 、 会 議 録 署 名 議

員 の 指 名 、 閉 会  
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◎  ２ 月 定 例 会 付 議 事 件  

 

 △ 広 域 連 合 長 提 出 議 案  

  第 １ 号 議 案   平 成 23年 度 佐 賀 中 部 広 域 連 合 一 般 会 計 予 算  

  第 ２ 号 議 案   平 成 23年 度 佐 賀 中 部 広 域 連 合 介 護 保 険 特 別 会 計 予 算  

  第 ３ 号 議 案   平 成 23年 度 佐 賀 中 部 広 域 連 合 消 防 特 別 会 計 予 算  

  第 ４ 号 議 案   平 成 22年 度 佐 賀 中 部 広 域 連 合 一 般 会 計 補 正 予 算 （ 第 ２ 号 ）  

  第 ５ 号 議 案   平 成 22年 度 佐 賀 中 部 広 域 連 合 介 護 保 険 特 別 会 計 補 正 予 算 （ 第 ２ 号 ）  

  第 ６ 号 議 案   平 成 22年 度 佐 賀 中 部 広 域 連 合 消 防 特 別 会 計 補 正 予 算 （ 第 ２ 号 ）  

  第 ７ 号 議 案   佐 賀 中 部 広 域 連 合 手 数 料 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例  

  第 ８ 号 議 案   佐 賀 中 部 広 域 連 合 火 災 予 防 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例  

  第 ９ 号 議 案   財 産 の 取 得 に つ い て  

 

 △ 報 告 書 等  

  議 決 事 件 の 字 句 及 び 数 字 等 の 整 理 に つ い て  

  介 護 ・ 広 域 委 員 会 審 査 報 告 書  

  消 防 委 員 会 審 査 報 告 書  
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平成23年２月７日（月）   午前10時07分 開会 

 

出  席  議  員 

 

１．吉 浦  啓一郎 

４．野 副  芳 昭 

７．白 倉  和 子 

10．久 米  勝 博 

13．山 本  義 昭 

16．山 下  明 子 

２．諸 泉  定 次 

５．佐 藤  知 美 

８．野 口  保 信 

11．川 崎  直 幸 

14．池 田  正 弘 

17．平 原  嘉 德 

３．松 尾  義 幸 

６．大 隈  正 道 

９．重 松    徹 

12．川原田  裕 明 

15．西 村  嘉 宣 

18．西 岡  義 広 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方自治法第121条による出席者 

 

広 域 連 合 長  秀 島  敏 行 

副 広 域 連 合 長  松 本  茂 幸 

監 査 委 員  松 尾  隼 雄 

事 務 局 長  松 永  政 文 

消防副局長兼総務課長  手 塚  義 満 

認定審査課長兼給付課長  諸 江  啓 二 

予 防 課 長  山 領  政 信 

佐 賀 消 防 署 長  陣 内  能 輝 

 

副 広 域 連 合 長  江里口  秀 次 

副 広 域 連 合 長  古 賀  盛 夫 

会 計 管 理 者  陣 内  康 之 

消 防 局 長  山 田  孝 雄 

総務課長兼業務課長   廣 重  和 也 

消 防 課 長  大 島  豊 樹 

通 信 指 令 課 長  野 田  公 明 

 

 



佐賀中部広域連合 平成23年２月定例会 ２月７日（月） 
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◎ 開  会 

○西岡義広議長 

 おはようございます。ただいまから、佐賀中部

広域連合議会定例会を開会いたします。 

 これより本日の会議を開きます。 

◎ 会期の決定 

○西岡義広議長 

 日程により、会期決定の件を議題といたします。 

 お諮りいたします。本定例会の会期は、本日か

ら２月14日までの８日間といたしたいと思います

が、御異議ございませんか。 

    （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

 異議なしと認めます。よって、本定例会の会期

は８日間と決定いたしました。 

◎ 議事日程 

○西岡義広議長 

 次に、会期中の議事日程は、お手元に配付いた

しております日程表のとおり定めることに御異議

ございませんか。 

    （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

 異議なしと認めます。よって、会期中の議事日

程は、お手元に配付いたしております日程表のと

おり決定いたしました。 

◎ 諸 報 告 

○西岡義広議長 

 次に、日程により、諸報告をいたします。 

 報告の内容につきましては、配付いたしており

ます報告第１号のとおりです。 

 

報告第１号 

諸  報  告 

○例月出納検査の報告について 

 平成22年８月24日から平成23年２月６日までに、

監査委員より例月出納検査の結果について下記の

とおり報告された。 

 その内容は、それぞれ議員各位にその（写）を

送付したとおりである。 

記 

 ９月24日 例月出納検査結果報告について 

      （一般会計・特別会計等の平成22年

      度７月分） 

 10月25日 例月出納検査結果報告について 

      （一般会計・特別会計等の平成22年

      度８月分） 

 11月24日 例月出納検査結果報告について 

      （一般会計・特別会計等の平成22年

      度９月分） 

 12月24日 例月出納検査結果報告について 

      （一般会計・特別会計等の平成22年

      度10月分） 

 １月25日 例月出納検査結果報告について 

      （一般会計・特別会計等の平成22年

      度11月分） 

 

◎ 議案付議 

○西岡義広議長 

 次に、日程により、第１号から第９号議案、以

上の諸議案を一括して議題といたします。 

◎ 提案理由説明 

○西岡義広議長 

 広域連合長から提案理由の説明を求めます。 

○秀島敏行広域連合長 

 おはようございます。本日、ここに佐賀中部広

域連合議会定例会を招集し、平成23年度の予算案

をはじめとする諸議案の御審議をお願いするに当

たり、その概要を御説明申し上げますが、これに

先立ちまして、新年度に向けての私の所信を申し

述べさせていただきます。 

 本広域連合は、介護保険事務を広域で運営する

ため、平成11年２月に設立をいたしました。平成

15年４月に佐賀地区広域市町村圏組合と統合し、

介護保険事務、消防事務、広域行政に係る事務、

併せて３事務の運営を行っております。 

 現在、我々を取り巻く状況は、景気は足踏み状

態にあり、国民生活に密接に関連する雇用情勢も

厳しく、また、慢性的なデフレが続いているもの

となっております。このような状況において、少

子化・高齢化は、進んでいっております。 

 本広域連合におきましては、このような状況に

対応し、その役割及び目的をしっかりと捉えると

ともに、より一層の経費節減に努め、効果的な施

策を実施していく所存であります。 
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 これには、議員各位をはじめとして、住民の皆

様、構成市町や関係機関との連携を密にし、協働

していくことが重要であります。これまでどおり

の御理解、御協力を賜りますようお願い申し上げ

ます。 

 それでは、各事務における施策の方針について

申し述べさせていただきます。 

 まず、介護保険事務につきましては、本広域連

合は、高齢者が尊厳を保持し、その有する能力に

応じた自立した日常生活を営むことができる社会

を実現するため、「介護が必要となっても、その

人らしく暮らし続けることができる地域社会の構

築」ということを基本理念として掲げております。 

 平成23年度は、３年ごとに定める介護保険事業

計画の、第４期の最終年度となります。この事業

計画に定めた理念に基づき、次のような施策を展

開してまいります。 

 まず、地域支援事業の推進を行います。 

 これは、お年寄りの方が、健康であり、生きが

いを持った生活を営むことができるようにするも

のです。このため、介護予防、総合的な相談・支

援、権利擁護などを、地域において担う地域包括

支援センターの、適切な運営に努めてまいります。 

 次に、適正な介護サービスの提供を図ります。 

 公平・的確な認定調査を行い、適正な要介護認

定を推進いたします。そして、より質の高い介護

サービスが提供されるよう、介護サービス事業者

に適切な指導を行い、適正なサービス提供の体制

づくりを推進していきます。 

 最後に、介護保険財政の安定化のため、介護保

険料の収納率の向上を図り、新しく第１号被保険

者となる方、また、保険料の未納がある方に対し

て、個々の状況に応じた適切な納付につながるよ

う努めてまいります。 

 次に、消防事務について、申し述べさせていた

だきます。 

 住民の安全を脅かす災害は、複雑、多様化、ま

た、大規模化する傾向にあります。 

 各種災害から、地域住民の生命、身体、財産を

保護し、住民の負託に応えるため、日々の訓練だ

けではなく、大規模災害を想定する九州ブロック

合同訓練に参加し、災害対応能力のさらなる向上

を目指します。 

 また、昨年４月に、佐賀県内ではじめて発足し

ました国際消防救助隊ですが、多様化する世界の

災害に対応できるように、高度な技術や知識の取

得に努め、ひいては、佐賀広域消防局管内におけ

るあらゆる災害に、迅速かつ確実な救助活動がで

きるよう、訓練を重ねてまいります。 

 次に、災害対応についてですが、まず、本年度

の火災件数は、114件と、昨年度から14件の減少

となっており、引き続いて、火災発生ゼロを目指

して、火災予防活動に取り組む所存であります。 

 次に、本年度の救急出動件数は、11,469件と、

昨年度から692件の増加となっており、これらの

救急需要への対応は、重要な課題となっておりま

す。 

 このため、救急救命士の養成や研修を引き続き

行い、救急隊員の更なるレベルアップを目指しま

す。 

 さらに、住民に対する救命講習の実施、応急手

当の普及啓発を推進するなど、救命率向上に努め

てまいります。 

 次に、火災予防についてですが、住宅用火災警

報器の設置が義務付けられ、既存住宅における経

過措置が、本年５月末までとなっております。早

期に設置いただけるよう普及啓発活動に取り組ん

でまいります。 

 また、不特定多数の方々が利用される施設等の

防火管理体制及び安全対策の指導を徹底してまい

ります。 

 これらの施策により、我々の使命である住民の

安全・安心を守るという目的達成のため、消防行

政を担うものとして災害に対する日々業務に邁進

する所存でございます。 

 それでは、諸議案の概要について御説明申し上

げます。 

 まず、予算関係議案につきまして御説明申し上

げます。 

 予算編成については、厳しい財政状況の中、事

務の見直し等を図り、経費の節減等に努めており

ます。 
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 第１号議案「一般会計予算」は、介護保険事務

及び広域行政に係る事務に関する経費となってお

り、その予算総額は、約９億5,937万円となって

おります。 

 平成22年度当初予算と比較しますと、介護保険

事務関係では、歳入歳出同額で計上しております

施設整備等に係る交付金を除きまして、約3.2パ

ーセントの増、障がい程度区分認定審査会事務関

係で約2.3パーセントの増となっております。 

 以下、歳出予算の主な内容について御説明申し

上げます。 

○ 第４期介護保険事業計画に定めました方向性

に基づき、適正な介護サービスの提供を可能と

するように事務を実施してまいります。 

 また、介護保険事業の円滑な実施を確保するた

めに、 

○ 平成23年度からの第５期の介護保険事業計画

を策定いたします。これは、本広域連合の圏域

におきまして、地域におけるニーズ、高齢者人

口等を勘案し、介護保険の施策や給付量を定め

るものであります。 

 より有効な施策を定めるため、有識者、被保

険者等による策定委員会を設置いたしまして、

計画の策定を行います。 

 また、構成市町の高齢者保健福祉計画と一体

となる必要があることから、その整合を図りま

す。 

 次に、第２号議案「介護保険特別会計予算」は、

予算総額250億6,901万円となっており、平成22年

度の当初予算額に対し、約7.4パーセントの増と

なっております。 

 歳出予算については、各年度のサービスの需要

の見込みや、それを確保するための施策などを定

めた介護保険事業計画に基づき、必要な額を措置

しております。 

 また、第３号議案「消防特別会計」は、予算総

額約37億6,627万円となっており、平成22年度当

初予算額に対し、約５パーセントの減となってお

ります。 

 以下、歳出予算の主な内容について御説明申し

上げます。 

○ まず、防火安全対策の推進を図ります。 

 佐賀県ふるさと雇用再生基金事業を活用し、

住宅防火対策及び小規模施設等の防火安全対策

の推進を行います。住宅用火災警報器の普及促

進を行い、また、小規模施設等に設置される消

防用設備等の適切な維持管理を指導し、施設利

用者の安全・安心を高めていきます。 

○ 次に、各消防署の老朽化しております車両等

につきまして、導入計画に基づいた更新整備を

行います。 

 平成23年度は、救助工作車１台、高規格救急

自動車３台及び事務連絡車１台を更新整備いた

します。 

○ 次に、北部消防署建設事業です。 

 現在の施設は、敷地が狭く、また、老朽化が

進んでおります。このため、防災活動拠点とし

ての機能強化を図るため、移転することとして

おります。 

 第９号議案と関連しますが、建設用地の取得

について議決をいただいた後、平成23年度にお

いては、建築及び設備の設計を行うこととして

おります。 

 次に、平成22年度２月補正予算につきまして御

説明申し上げます。 

 第４号議案「一般会計補正予算（第２号）」は、

補正額8,399万円の減で、補正後の予算総額は約

10億3,323万円となっております。 

 その主な内容といたしましては、地域密着型整

備事業の事業進捗等に伴う減額等のほか、決算見

込み等に伴う補正措置をいたしております。 

 次に、第５号議案「介護保険特別会計補正予算

（第２号）」は、決算見込みによる保険給付費の

増額等について、所要の補正措置を講じておりま

す。 

 最後に、第６号議案「消防特別会計補正予算

（第２号）」は、決算見込みに伴う減額、財源等

の組替え等について、所要の補正措置を講じてお

ります。 

 以上で予算関係議案の説明を終わりますが、細

部につきましては、予算に関する説明書等により

御検討をいただきたいと存じます。 
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 次に条例等の議案につきまして、御説明申し上

げます。 

 第９号議案「財産の取得について」は、先に申

し上げました北部消防署の移転について、その建

設用地の取得を行うものであります。 

 その他の議案については、それぞれ議案の末尾

に提案理由を略記いたしておりますので、それに

より御承知をしていただきたいと思います。 

 以上、御審議をよろしくお願い申し上げます。 

○西岡義広議長 

 以上で提案理由の説明は終わりました。 

◎ 議案に対する質疑 

○西岡義広議長 

 これより、議案に対する質疑に入ります。 

 質疑の通告がありますので、順次発言を許可い

たします。 

○白倉和子議員 

 おはようございます。佐賀市の白倉和子でござ

います。 

 議案質疑といたしまして、第４号議案 平成22

年度佐賀中部広域連合一般会計補正予算（第２

号）ですが、歳出３款民生費、１項介護保険費、

10目事業計画費について質疑をさせていただきま

す。 

 まず、総括といたしまして、1,168万7,000円の

減額補正が今回上程されていますが、昨年の２月

の説明のときとは内容が変わっております。まず

もって減額に至った経緯をお尋ねいたします。 

○廣重和也総務課長兼業務課長 

 おはようございます。今、減額に至った経緯と

理由ということで御質問がありました。議員の質

問にお答えいたします。 

 高齢者要望等実態調査につきましては、介護保

険事業計画を策定する際に、介護保険法第116条

第１項の規定に基づき、「介護保険事業に係る保

険給付の円滑な実施を確保するための基本的な指

針」、これにおきまして要介護者等の実態を把握

するための調査を行っているものであります。 

 これにつきましては、今まで厚生労働省から調

査の方法、その他の標準的な事項は示されており

ませんでした。佐賀県下の介護保険者は独自の方

法で当該調査を行っておりました。第５期介護保

険事業計画に向けた取り組みは、平成21年10月に

佐賀県介護保険制度推進協議会が開催されまして、

佐賀県下において取り組むことが確認されており

ます。国勢調査が平成22年10月に実施されること

により、平成22年７月１日を基準日とすることに

しておりました。その後、担当者会議を開催し、

調査票の設計等の検討を行っておりましたが、平

成22年３月５日の全国介護保険・高齢者保健福祉

担当課長会議の席におきまして、第５期事業計画

を策定するに当たり、介護サービス等提供量見込

みの算出に伴う地域や高齢者の課題等をより的確

に把握するための手法ということで、全国標準的

な手法が示されるということになりました。 

 これにつきましては、全国57の保険者でモデル

事業を実施し、検討を重ねた上で、平成22年秋に

詳細を示すということになりました。この時点で

調査時期を平成22年７月１日以降にずらすことに

決定し、平成23年度における事業計画の策定に間

に合うよう、平成23年２月１日を基準日とする案

を持っておりました。 

 平成22年10月27日に当該調査に係る厚生労働省

主催の会議が開催されまして、その全体像が示さ

れ、詳細が判明したものであります。その後、11

月に佐賀県介護保険制度推進協議会及び担当者会

議を計４回開催し、基準日を平成23年２月１日と

することに決定をいたしております。 

 また、同時に調査票案を決定いたしましたが、

前回の調査項目から経年比較を行う項目や家族へ

の聞き取り項目の追加を検討いたしましたが、調

査項目が多過ぎるため、項目の追加は最小限にお

さめることといたしました。 

 また、調査対象者のうち要介護度を持つ方につ

いて、佐賀県が行っていたときは要支援１から要

介護の５だったものが、厚生労働省が示しました

事業概要の中では要支援１から要介護２までとな

りました。 

 また、一般高齢者に対する調査方法が民生委員

から郵便による方法に変更となり、民生委員及び

介護事業者の委託料の減と郵便料を計上したもの

であります。 
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○白倉和子議員 

 それでは、２回目の質疑をさせていただきます。 

 今回の調査によって平成24年度からの佐賀中部

広域介護事業を進めていくことになるわけですけ

れども、私が見て、数値の把握というのはもちろ

ん重要だとわかるんですけれども、そこに人間的

な要素が欠けているんじゃなかろうかというふう

な観点から質問させていただきます。 

 私たちが２月のときに把握していた内容と若干

違っておりますので質疑させていただきますが、

２回目として何点か続けて質疑いたします。 

 まず１点目、以前のときには民生委員が聞き取

り調査されていて、ある意味、立ち入ったことま

で聞かなくちゃいけないので、トラブルが生じた

というふうなことも聞いておりましたので、郵送

自体には私は賛成なんですが、ただ、回収率が懸

念されます。回収率の予測において、その向上に

向けての考え方はどのようにお持ちでしょうか。

国は87％の回収を見込んでおるようですが、その

辺の考えを１点目にお願いします。 

 ２点目、今回の調査で介護度３から５が外され

ております。これは、いかなる理由をもって外さ

れたのでしょうか。 

 ３点目、施設に入れずに、施設待ちといいます

か、在宅介護をされている方がたくさんおられま

す。かつ、それぞれの御家族の趣旨で在宅介護を

されておられる方がおられます。介護度３から５

の方で在宅介護に関する方はどのような調査をさ

れるんでしょうか。どのように把握されるのか、

お尋ねいたします。 

 ４点目、認知症の方、例えば介護１、２程度の

認知症の方への調査ですが、これは施設で把握す

るというふうになっているんですね。ただ、御家

族でないとなかなか把握できにくい部分というの

は多かろうと思います。そのあたりはどのように

お考えなのか、お尋ねいたします。 

 ５点目、先ほどの４点目とほぼ同じような趣旨

ですが、相談支援体制などを今後第５期の計画の

中で図っていく上で、家族の思い、家族の意見を

問う調査の部分が私は欠けているように思います。

その点についてお尋ねいたします。 

 ６点目、特定高齢者、いわゆる介護予備軍と呼

ばれる方たちの部分の実態調査が重要だと思いま

す。前回、また２月時点で私たちが把握していた

ところでは、特定高齢者というのがしっかり位置

づけてありました。その方たちはどういうふうに

調査されるのでしょうか、お尋ねいたします。 

 ７点目、佐賀県では県下、いわゆる私たちがい

ただいたこのベースでやっているようですけれど

も、独自に調査項目を加えておられる自治体も

多々あります。これは佐賀県統一なのか、また中

部広域連合独自に加えられた特徴的な項目がある

のかどうか、お尋ねいたします。 

 つけ加えて言いますならば、これはすべて一般

財源で賄われ、佐賀中部広域という保険者が調査

を行うものですから、やはり私たちにとってより

有効な調査をしていただきたいという気持ちで、

以上の２回目の質疑をいたします。 

○廣重和也総務課長兼業務課長 

 それでは、全部で７点でしたか、質問がござい

ましたので、順を追ってお答えしたいと思います。 

 まず、第１点目の回収率のことであります。こ

の件につきまして、まず郵便調査による回収率に

ついては、厚生労働省が87％という数字を掲げて

おります。しかも、地域性も勘案する場合がある

ことを考慮いたしまして、佐賀県介護保険制度推

進協議会が実態調査に係る補助業務を委託してお

ります委託業者、３年前に当該業務を委託した業

者に佐賀県下でも同様の数字を見込めるかお尋ね

をいたしましたところ、全国的にどの地域でも高

齢者の回収率は60％を軽く見込めるというような

回答をいただいております。このことによりまし

て、最低でも65％は返却があることを想定いたし

ました。これに従い、前回の実態調査では一般高

齢者について８％の抽出率であったものを、今回、

12％といたしております。 

 回収率の向上につきましては、直接の回収方法

を措置するものではありませんが、行政が行う調

査であることを知っていただき、安心していただ

くこと、かつ協力のお願いという意味合いで、佐

賀県介護保険制度推進協議会ではテレビ、新聞広

報を行い、また、圏域内の構成市町の広報紙にも
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載せ、広報事業を行ったところであります。 

 次に、介護度３以上を外した理由でございます

が、厚生労働省の示した考え方では、要介護２ま

での対象者で調査の目的を達することができると

なっております。これにつきましては、事業計画

が介護保険の施策を定めるものではありますが、

同時に、介護保険の給付量を定めることも大きな

目的の一つとなっております。 

 今回の調査につきましては、介護保険者が第５

期の事業計画を策定するに当たり、介護サービス

等提供量見込みの算出に伴う地域や高齢者の課題

等をより的確に把握するための手法について、厚

生労働省において57の団体によるモデル事業の実

施があり、検討されていたものです。その結果、

要介護３以上の方については、給付量の実績から

推計を行うことで対応ができると判断したもので

あります。 

 次に、これは３番目と５番目にあった質問であ

ると思いますが、家族の意見をどうとらえている

かということでお答えしたいと思います。 

 今回の実態調査では、厚生労働省が示した調査

項目が多大であり、調査対象である高齢者に大き

な負担をかけるため、厚生労働省案から項目を増

設はしておりません。また、高齢者が対象であり、

その家族等が記入補助を行うと想定すると、介護

者を対象とした項目も多数の項目を設定すること

は、これは難しいものがありました。しかし、今

回の調査内容が主に本人の生活環境や能力を問う

項目ばかりであり、介護をしている方への意見聴

取は何らかの形で行うことが必要だと考え、設問

を２問追加しております。 

 また、最後のページに自由な意見の記入欄を設

けており、厚生労働省が示した項目や介護してい

る方の追加項目ではとらえ切れない意見を記入し

ていただけたらと、そういうふうに考えておりま

す。 

 次に、認知症を持つ要介護１、２の方への調査

ということでのお尋ねだったと思います。 

 今回の調査対象となる方で要介護度を持つ認知

症の方については、もし本人の意思が不明瞭であ

り、回答不能であるような認知が発生している場

合は、介護または介助を行っている方がいる場合

であっても、本人の意思を聞き取ることができな

いものと考えられます。このため、サービス利用

者の場合にはケアマネジャー等に調査委託を行っ

ておりますが、「本人の意思が聞き取れない場合

は調査不能で終了してください」と、そういうふ

うに依頼をしております。このため、郵便による

調査であっても、回答ができないような認知症の

方については回答不能であり、返却はないものと

考えております。 

 また、認知症が軽度であり、介護サービスを未

利用である場合は、回答する能力があり、返却が

行われるものと考えております。 

 次に、特定高齢者の調査はどうなるかというお

尋ねでありました。これにつきましてお答えいた

します。 

 特定高齢者が調査の対象から消えておりますが、

調査の対象から外れたわけではありません。一般

高齢者の枠組みの中で調査をしております。 

 まず、特定高齢者の簡単な説明を申し上げます

と、基本チェックリストというものがありまして、

25項目の設問から成り立っております。この25項

目のうち、ある程度のチェックが入りますと、特

定高齢者ということになります。今回の実態調査

にはこの25項目の設問が包含されており、全体を

一般高齢者として調査した後にこの項目をチェッ

クし、特定高齢者という区分に振り分けることと

なります。 

 最後に、佐賀県の項目に独自調査を加えられな

かったかという御質問だったと思います。 

 この質問に対しまして、佐賀県下で定めました

調査項目に佐賀中部広域連合独自の項目を追加で

きなかったということでございますが、繰り返し

になりますが、今回の実態調査では、厚生労働省

が示した調査項目が多大でありまして、調査対象

である高齢者に大きく負担をかけると、そういう

ことで項目を増設することは難しいものがござい

ました。 

○白倉和子議員 

 それでは、３回目の質疑をいたします。 

 ここは議案質疑の場ですので、私の思いを言う
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ところは控えます。 

 ただ、再度の質疑ですけれども、要支援、要介

護１、２までの認知症の方で、御本人が例えば書

くことができるできない、これはいろいろあると

思うんですね。認知を持たれてある方でも普通に

日記を書かれる方もいらっしゃいますし。ただ、

そういった場合に、ヘルパーの方でも把握し切れ

ないような、家族でないとわからない部分という

のが認知症の方には多いかと思うんですが、先ほ

どの２回目の御答弁では、例えば御本人が書けな

かったらもう回収しないというふうな意味なんで

しょうか。それとも、御本人にかわって例えば家

族とか、そういった方が──主に家族が私は適切

だと思うんですが──に書いていただいて、実態

把握をするのかというところをちょっと３回目に

お尋ねいたします。 

 それと、実はこの質問をいたしまして、今回、

この調査方法、調査内容、また調査の対象者が大

きく変わったことも含まれている減額の補正が今

私たちに示されているんですが、既に実態調査が

始まっているのは、これはどういうことか。事業

者による調査は１月19日に説明会をもう既に実施

し、かつテレビ放映、新聞──新聞は私把握して

おりませんが、各家庭にも１月末までにもう郵送

されているということで、２月１日を基準にとい

うことはもうよくわかるんです。早くその期間を

設けて回収したいというのもわかるんですが、今、

この内容も含めたところをいろいろ審議している

中で、もう既に始まっているというところの説明

をしっかりと求めたいと思います。 

○廣重和也総務課長兼業務課長 

 補正予算が提出されているのに事業が先行実施

しているということであったと思います。 

 議員の御指摘のとおり、既に事業を実施してお

ります。その上で補正予算を提出したことにつき

ましては、大変違和感のあることだと思われます。 

 高齢者要望等実態調査につきましては、事業の

実施という大きな枠組みでの承認は議会からいた

だいていたものだと考えております。この枠組み

におきまして承認を受けた予算の額内であり、事

業の実施をさせていただいておりますが、目内流

用等も発生することによりまして、よりよい適正

な事務の執行のために補正予算を今回提出いたし

ました。 

 それから、認知症の軽度の方で本人が書けない

場合はもう返却しなくてもいいか、あるいは本人

にかわりまして、家族の方がこれにかわって記入

し、提出するのかという御質問だったと思います。 

 本人が書けないということであれば、これはも

う返却する必要はございません。ただし、御家族

の方で、認知の度合いがそんなに進んでいない方

がおられると思います。聞き取りをして、かわっ

て手助けをして記入することは一向に構いません

ので、その場合はちゃんとお答えができるようで

あれば記載をしていただいて、うちのほうに返送

していただければと考えております。 

 以上です。 

○白倉和子議員 

 では、より有効な実態調査ができますように、

よろしくお願いします。 

 じゃあ、議案質疑は終わります。 

○松尾義幸議員 

 小城市の松尾義幸です。第４号、第６号議案の

補正予算について質疑を行います。 

 第４号 平成22年度佐賀中部広域連合一般会計

補正予算（第２号）、歳出３款民生費、１項介護

保険費、１目一般管理費、19節の負担金、補助及

び交付金の中で、派遣職員負担金が300万円減額

をされています。これはどうして減額をされたの

か、質疑をします。 

 次に、第６号 平成22年度佐賀中部広域連合消

防特別会計補正予算（第２号）、歳出１款消防費、

１項常備消防費、１目消防局費、２節給料91万

5,000円の減額及び３節職員手当等 期末勤勉手

当2,765万6,000円が減額をされています。これは

どうして減額をされたのか、この点について質疑

を行います。 

○廣重和也総務課長兼業務課長 

 松尾議員の負担金の減額について説明をいたし

ます。 

 平成22年度一般会計、３款民生費、１項介護保

険費、１目一般管理費、19節負担金、補助及び交
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付金につきましては、各構成市町からの派遣職員

人件費返戻金として戻しております。 

 減額する理由は、平成22年度人事院勧告に準じ

て、平成22年12月１日付で各構成市町とも給与改

定が実施されており、それに伴い人件費を当初の

額から減額して請求されております。したがいま

して、負担金の不用額が見込まれますので、広域

連合予算の減額を行ったものであります。 

○手塚義満消防副局長兼総務課長 

 松尾議員の御質問にお答えいたします。 

 給料、手当の減額について説明くださいという

ことでございましたけれども、ここ数年、景気の

低迷が続き、民間企業の給与水準は、より厳しい

経済・雇用情勢の中で給与抑制措置が講じられて

おります。これにより、本年度の人事院の調査結

果におきましても、給料や職員手当等で公務員給

与が民間給与を上回っており、この格差を解消し

て均衡を図ることを勧告されました。 

 今回も国家公務員の給与は勧告どおり改定され

ましたことから、佐賀市におきましても給与水準

の適正化を図るため、国に準じ、所要の改定措置

がとられました。このことにより、佐賀中部広域

連合職員の給与に関する条例において、佐賀市の

職員の例によると規定されている消防局職員の給

与を減額することといたしました。 

○松尾義幸議員 

 ただいま第４号、第６号議案について、補正予

算であるわけですけれども、この減額がいずれも

人事院勧告に基づくものであるという答弁をいた

だきました。 

 そこで、第４号 一般会計補正予算（第２号）

は、19節の負担金、補助及び交付金を減額されて

いるわけですけれども、構成団体と中部広域連合

との間で派遣職員についてどういう給与支払いの

仕組みになっているのか、質疑を行います。 

 また、この300万円の減額は、対象となる職員

は何人で、１人当たり幾らの減額になるのか。そ

して、先ほども実施時期を説明されたわけですけ

れども、改めて、この減額は中部広域連合として

はいつ実施をされたのか、質疑を行います。 

 また、第６号の消防特別会計補正予算（第２

号）は、２節給料、３節職員手当等の減額がそれ

ぞれ91万5,000円と2,765万6,000円となっている

わけですけれども、同じように、消防行政の職員

数、そして１人当たり幾らの減額になるのか、そ

して、いつ減額の実施をされたのか。 

 以上、２回目の質疑を行います。 

○廣重和也総務課長兼業務課長 

 先ほど松尾議員の御質問で、派遣職員の給与支

払いの仕組み、それから、現在の職員数と１人当

たりの減額額と支払い実施時期ということだった

と思います。 

 佐賀中部広域連合の経費につきましては、佐賀

中部広域連合規約第15条及び佐賀中部広域連合関

係市町負担金規則に基づき、構成市町より負担金

を徴しております。 

 しかし、佐賀広域連合事務局内41名の派遣職員

給与等につきましては、派遣元の条例に基づき、

各構成市町より支給されております。派遣職員に

係る人件費については、四半期ごとに各構成市町

から職員に支払った実費総額を連合に請求してい

ただいております。派遣職員負担金として人件費

を支払っております。 

 派遣職員人件費は、通常、４月の人事異動、各

職員の手当関係の異動及び人事院勧告による給与

改定等による変動が大きく、毎年すべての状況を

踏まえて２月定例会に補正予算議案を上程してお

ります。 

 構成市町からの人件費データから計算しますと、

減額された額は１人当たり平均で約９万円となり

ます。 

 給与改定の実施時期は、構成の４市１町とも平

成22年12月１日付であります。それに伴い、派遣

職員人件費は四半期ごとに構成市町から請求を受

けておりますので、12月第３期の請求分から減額

しての請求となっております。 

○手塚義満消防副局長兼総務課長 

 松尾議員の御質問にお答えいたします。 

 私ども消防職員は、現在345名でございます。

減額された金額は、職員１人当たり平均約８万

3,000円となっております。 

 次に、減額につきましては、一応実施をしてお
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ります。 

 その時期につきましては、佐賀中部広域連合職

員の給与に関する条例で「佐賀市の職員の例によ

る」としている佐賀市に準じ、平成22年12月１日

付としております。 

 以上です。 

○松尾義幸議員 

 ３回目の質疑を行います。 

 ただいま一般会計補正予算（第２号）で、構成

団体からの派遣職員１人当たり９万円、消防特別

会計補正予算（第２号）の給与、期末勤勉手当合

わせてだと思いますけれども、職員345人で１人

当たり８万3,000円の引き下げということでした。 

 改めて質疑を行います。 

 消防職員の減額は議会に諮らずに既に12月１日

実施をされていますけれども、改めてその根拠に

ついて説明を求めます。 

○手塚義満消防副局長兼総務課長 

 お答えいたします。 

 給与につきましては、佐賀中部広域連合職員の

給与に関する条例の規定により、「佐賀市の職員

の例による」とされております。 

 この取り扱いにつきましては、平成12年の佐賀

広域消防局発足当初から関係市町村との協議を経

て定められているものでございます。 

 この条例の第５条に給料、第15条に職員手当等

について、それぞれ「佐賀市の職員の例による」

と規定され、これに基づき、職員の給与を支給し

ております。 

 今回の人事院勧告により、給料が平均で約

0.1％の減、期末勤勉手当が0.2月分の減とされま

したことから、佐賀市において平成22年の佐賀市

議会11月定例会に諮られ、所要の条例改定措置が

とられておりましたので、これに準じ、消防局職

員におきましても減額をしたところでございます。 

○佐藤知美議員 

 私は、第４号議案 平成22年度佐賀中部広域連

合一般会計補正予算（第２号）、歳出３款民生費、

１項介護保険費、10目事業計画費1,168万7,000円

の減額についてお尋ねします。 

 これは、高齢者要望等実態調査をこれまで民生

委員の聞き取りでやっていたものを郵送による調

査に切りかえをするということによる減額ですけ

れども、経過については白倉議員の質疑の中で答

弁されましたのでわかりました。 

 この聞き取りから郵送による調査に切りかえを

する、それに対する内部の検討、どういうふうな

検討をされたのか、お尋ねをします。 

○廣重和也総務課長兼業務課長 

 佐藤議員の御質問にお答えいたします。 

 第４期事業計画策定時に実施した高齢者要望等

実態調査における一般高齢者の回収率ですが、一

般高齢者６万813名について約８％の方を抽出し、

4,900人の高齢者を対象として民生委員の方に訪

問調査をしていただいております。4,804件の回

収があり、回収率は98％となっておりました。 

 また昨年度、厚生労働省モデル事業で実施しま

した調査では郵便送付による調査となっておりま

して、その回収率が87％という数字となっており

ます。 

 回収率を見込むに当たり、さきの御質疑でも御

答弁させていただきましたように、委託業者等へ

の聞き取りなどにより、少なくとも65％の回収率

は見込めるものとして、抽出率を12％とすれば前

回並みの回答数になり、前回の実態調査より回収

率が低下し、65％になったとしても、前回並みの

意見聴取は行えるものと判断をしたものでありま

す。 

 また、要介護３以上の方について、厚生労働省

はモデル事業を実施した上で、要介護３以上の方

については介護保険給付の実績を推計することで

事業計画策定を可能だと判断しており、本広域連

合においても要介護３以上を対象外としたもので

あります。 

○佐藤知美議員 

 まず、抽出率についてお尋ねします。 

 最初に、４期目の実態調査の折の数字が報告さ

れました。これは４期の計画書の中にも載ってい

ますけれども、一般高齢者調査、回収率は98％で

すよね、先ほど答弁されたように。ところが、第

２号被保険者調査、これは郵送による調査でした。

それは、回収率わずか44.4％ですよ。 
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 私が言いたいのは、本当に実態調査をしようと

思えば、郵便調査で十分に実態がわかるかと、回

収率は低いじゃないかと、ここが一番懸念される

わけですよね。そうであるならば、これまで４期

でやってきたように聞き取りをして、十分に高齢

者の実態を、そして先ほどあったように、在宅で

介護されている人たちの家族のそういう思い、そ

ういったものも含めて聞き取り調査をすべきでは

ないかというふうに思うんですけど、いかがです

か、この抽出率。 

 それともう１点、介護度３から５は給付量で推

定をするから調査対象から外れているというふう

になっていますけれども、これこそ、先ほど言わ

れたように給付量という数字だけ、そこから推計

をする。しかし、本当、この介護保険というのは

そういう数字的なもので見るのではなくて、さっ

き言われたように、人間と人間というね、まさに

生きたものがそこにあるわけですから、そういっ

た実態を本当につかむのが調査の趣旨ではないで

すか。 

 この２点、お尋ねします。 

○廣重和也総務課長兼業務課長 

 郵送による抽出率はこれでいいかという御質問

が１つあったと思います。まず、そこのほうから

御回答したいと思います。 

 国のほうで昨年57のモデル事業を実施し、これ

はすべて郵送による調査をしております。その回

収率が87％ということで、国のほうはこれぐらい

回収率があれば有効というふうに判断をしており

ますので、うちのほうも国に準じて郵送のほうに

切りかえをいたしました。 

 ただ、先ほど申し上げましたように、郵送した

場合に、前回、８％の抽出率の確保をやはりとら

なければならないなというふうに考えまして、今

回は抽出率を12％に上げて前回並みの回収を見込

んだものであります。ですから、郵送にかえても

その分は確保できるというふうに判断をいたしま

した。 

 次の質問でありますが、昨年10月の全国会議で

厚生労働省は今回の調査に対する考え方を、これ

までの「どんなサービスを利用したいかを高齢者

自身に尋ねる調査」、それでは、地域の課題やそ

の地域の高齢者のニーズを的確に把握することは

難しいと示しております。 

 全国57団体のモデル事業を踏まえた上で事業計

画で定めるべき給付量の推計、適切な介護サービ

ス等の基盤整備や地域支援事業、市町村特別給付、

保健福祉事業等の構築などのためには、利用意向

の有無ではなく、潜在的なニーズを分析すること

が有効であるというふうに位置づけております。 

 厚生労働省の示した考え方では、要介護２まで

の対象者で調査の目的を達することができるとい

うふうになっております。これにつきましては、

事業計画が介護保険の施策を定めるものではあり

ますが、同時に介護保険の給付量を定めると、こ

れも大きな目的としているところでございます。 

 今回の調査方法については、各介護保険者が第

５期の事業計画を策定するに当たり、介護サービ

ス等提供量見込みの算出に伴う地域や高齢者の課

題等をより的確に把握するための手法について検

討をされたものです。厚生労働省の考え方が57の

団体のモデル事業を踏まえた上だったこと、そし

て、要介護３以上の方が介護保険給付ありきの状

況であることなどから、要介護３以上の方につい

ては給付量の実績から推計を行うことで対応がで

きるというふうに判断をいたしたものであります。 

○佐藤知美議員 

 最後ですけれども、私は抽出率がどうしても気

になるわけですよね。──抽出率じゃなくて回収

率の問題ですけれども。今、廣重課長の答弁では、

抽出率を８％から12％に広げたと。だから、前回

並みの回収ができるんだと、数字的にはですね。

率は下がるけれども、件数は前回並みになるとい

うふうに答弁されましたけれども、私はそれはね、

実態調査というものは、すべての機会に回収率を

上げようという努力をしますよね。どんな調査で

もそれがベースになるわけですから。しかし、こ

れまで98％回収率があったものをね、国は85％だ

と今出していると。答弁では65％、前回の委託業

者に回収率の話をしてみたら、65％はできるんだ

というふうなことですけれども、これは実態調査

という回収率を上げ、皆さんの声を計画に生かし
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ていくということになるならば、回収率を当然上

げようとすることを努力すべきではないですか。 

 しかも、前回の項目で家族への聞き取りを検討

したが──内部検討ですよね。家族への聞き取り

を検討したが、項目が多くなるので外したと。私

はこれもまた逆だと思いますよ。在宅で介護をし

ている、こういった人たちの家族の思いがここに

あるわけですから、そういうものが生かされた本

当の実態調査になるべきだと思いますけど、いか

がですか。 

○廣重和也総務課長兼業務課長 

 郵便による調査より、前回は民生委員でしたが、

回収を行ったほうが回収率は向上することは事実

だと考えております。 

 しかし、実態調査の趣旨からいえば、単に回収

率を上げるだけではなく、どれだけの意見を回収

するかということであり、今回については、その

対象となる抽出数をふやしたことで目的を達した

ものと考えております。 

 また、今回の実態調査は、原則として本人のニ

ーズをとらえ、介護者の意見が直接反映される部

分はありません。しかし、佐賀県においては介護

者のニーズをとらえる設問を２問加えておるため、

この項目の集計結果については、今後、事業計画

策定委員会にお示ししたいと考えております。 

 厚生労働省の示した項目が70項目を超えており

まして、選択肢まで合わせますと設問が約90を超

えます。御家族の協力により記入する場合は、ま

ず本人の調査項目を記入するだけで御家族に対し

て相当の負担となります。このため、その御家族

に対する質問項目を第４期の項目数ほどふやすこ

とは適当ではないというふうに考えまして、最小

限に追加をいたしたものであります。 

○山下明子議員 

 佐賀市の山下明子でございます。それでは、通

告しております項目について質疑を行います。 

 まず、第５号議案 平成22年度佐賀中部広域連

合介護保険特別会計補正予算（第２号）の歳出１

款保険給付費、１項保険給付費、１目介護サービ

ス等諸費の中の夜間対応型訪問介護について、こ

れは皆さんお持ちだと思いますので、資料で見た

ほうがいいと思いますが、資料の９ページのとこ

ろにございます項目の中で、夜間対応型訪問介護

が当初予算で102万1,000円ついていたものが、実

績ゼロで全額102万1,000円が減額となっておりま

す。その理由について。 

 そして、次に第２号議案 平成23年度佐賀中部

広域連合介護保険特別会計予算、歳出１款保険給

付費、１項保険給付費、１目介護サービス等諸費、

これも夜間対応型訪問介護についてなんですが、

先ほど申し上げましたように、実績ゼロで全額減

額になっているということに連なって、資料の28

ページにあります項目の中では、ついには予算を

計上していないということで予算ゼロとなってお

ります。これについて、これまでは予算を計上さ

れておりましたから、今回計上されていないとい

うことについて理由を述べていただきたいと思い

ます。 

 次に、６目の特定入所者介護サービス等費、こ

れは資料でいけば27ページの説明に基づいて質疑

をいたしますけれども、27ページの中で、特定入

所者介護サービス等費は低所得者の施設利用に対

する給付であるということでありますが、前年に

比べて373万2,000円減らしましたよということに

なっております。この理由について述べてくださ

い。 

 次に、歳出２款地域支援事業費、１項介護予防

事業費、１目介護予防特定高齢者施策事業費の中

の訪問型介護予防事業、これは資料でいきますと

30ページでございます。30ページの中で、訪問型

介護予防事業が前年に比べて減額されております。

22年度は152万2,000円だったのが23年度では63万

9,000円と減らされておりますが、その理由につ

いて述べてください。 

 同じく歳出２款地域支援事業費、２項包括的支

援事業費・任意事業費の中で、２目任意事業費が

ございます。これは項目２つございますが、家族

介護支援事業費、これは用品支給、いわゆる紙お

むつの支給についてはふえておりますけれども、

その上の家族介護支援事業だけ書かれている分に

ついては、83万3,000円だったのが新年度は62万

2,000円と減らされております。これについても
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説明をお願いいたします。 

 さらに、配食サービス等活用ネットワーク事業、

これが1,979万7,000円から1,710万6,000円と268

万円減らされております。これについての説明も

お願いいたします。 

 以上、１回目の質疑といたします。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 それでは、お答えします。 

 夜間対応型訪問介護の予算につきまして、平成

22年度の補正予算で全額を減額した件、それに関

連して、平成23年度予算において、その予算を計

上していない件は関連しておりますので、あわせ

てお答えしたいと思います。 

 地域密着型サービスにつきましては、毎年度、

地域密着型サービスの設置希望に係る公募を実施

してきましたけど、これまで夜間対応型訪問介護

についての応募はなく、佐賀中部広域連合管内に

は事業所の参入があっていない状況となっていま

す。 

 今回、平成22年度補正予算において、予算額

102万1,000円を全額減額補正するようお願いして

おりますのは、現時点で夜間対応型訪問介護事業

者の参入がなく、サービス受給者がいなかったた

め、今後の保険給付の見込みがないことから減額

をするものであります。 

 また、平成23年度当初予算において予算計上し

ていない理由についてですけど、今年１月に行い

ました平成23年度における地域密着型サービスの

設置希望事業者の公募におきまして、夜間対応型

訪問介護への事業者からの応募はございませんで

した。このことから、平成23年度においてもサー

ビス受給者がなく、保険給付の見込みがないとい

うことから予算を計上していないものであります。 

 次に、特定入所者介護サービス費の平成23年度

当初予算が前年度比で373万2,000円の減額となっ

ている件についてお答えいたします。 

 今回、特定入所者介護サービス費に係る平成23

年度当初予算が前年度比で373万2,000円の減額と

なっておりますのは、平成22年度予算は平成21年

度の４月から10月までの実績の１人当たりの最大

単価をもとに月額給付費を見込んで算出し、それ

に12倍をして見込んでおりました。 

 しかし、平成22年度予算につきましては、今回、

1,472万円の減額補正をお願いしているように、

予算に残が出るような状況となりましたことから、

平成23年度予算におきましては、平成22年９月の

サービス利用に係る平均給付費をもとにして月額

給付費を算出して、それに12倍をして年間を見込

んだということで、このように積算方法の違いに

よって平成23年度予算が平成22年度予算と比較し

て373万2,000円少なくなりましたが、平成23年度

当初予算を平成22年度の補正後である決算見込み

と比較すれば、1,098万8,000円の増額というか、

伸びになっております。 

 あと「訪問型介護予防事業の減額理由ですが、

国の示す介護予防事業の円滑な実施を図るための

指針」では、二次予防に係る事業は対象者ごとの

状況に関する課題分析等に基づく集団的な事業を

内容として、対象者が当該事業を実施する事業所

に通所して実施する形態を中心とするとされてい

ます。通所型の介護予防事業は、高齢者に外出の

機会を提供し、高齢者の孤立を防止するとともに

参加者同士のコミュニケーションが生まれるなど、

うつ、認知症、閉じこもりなどのおそれのある高

齢者に対しても効果が期待できます。このような

理由から、本連合といたしても通所型を中心に介

護予防事業の推進に取り組んでおります。 

 また、ほとんどの通所型介護予防プログラムは

参加者の送迎にも対応しており、二次予防事業の

対象者に対しては通所型介護予防事業への参加を

勧奨しています。 

 訪問型介護予防事業の当初予算についてですけ

ど、構成市町によっては保健師等が二次予防事業

の対象者宅を訪問して相談指導や通所型介護予防

事業への参加を勧奨する事業を実施しており、平

成22年度は当該事業を訪問という大きなくくりで

とらえて、訪問型介護予防事業として予算を計上

していました。 

 しかし、訪問の目的が通所型介護予防事業の参

加を勧奨するだけというような場合は、地域支援

事業の実施要綱では訪問型には該当しないという

ことから、平成23年度は訪問型介護予防事業から



佐賀中部広域連合 平成23年２月定例会 ２月７日（月） 

 

 

- 20 - 

把握事業のほうへ組み替えたことが、逆に訪問型

介護予防事業の当初予算が前年度と比較して減と

なった次第です。 

 なお、地域包括支援センターでも介護予防ケア

マネジメント業務の中で必要に応じて二次予防事

業の対象者宅を訪問して介護予防の取り組みを紹

介したり、相談指導とか、通所型の介護予防事業

への参加を呼びかけているとともに、高齢者の実

態把握に努めているところです。 

 あと家族介護支援事業の減額理由についてのお

答えですが、特にその中で、佐賀市では高齢者が

在宅生活を継続するために介護の方法、介護予防、

それに介護者の健康づくり等に関する知識とか技

術を習得させるということで、高齢者の在宅福祉

の向上を図ることを目的とした家族介護教室を開

催されています。 

 当該事業は、社会福祉法人等に委託して実施し

ていますけど、委託料とは別に消耗品等の事務費

も計上をしておりました。しかし、23年度の予算

作成では、22年度の受託法人と協議した結果、テ

キスト代等の消耗品等については委託料の中で賄

えるということでしたので、消耗品等に係る部分

の予算を減額したということで事業費のほうが減

っていますが、事業そのものの減額ではございま

せん。 

 なお、平成23年度も市内15カ所で家族介護教室

を開催する予定です。 

 あと配食サービス等活用ネットワーク事業の減

額理由でしたけど、当該事業は、任意事業の「地

域資源を活用したネットワーク形成に資する事

業」として、配食サービスを活用して高齢者の状

況を定期的に把握するとともに必要に応じて地域

包括支援センター等に報告する事業で、対象者の

安否確認を目的としているものです。 

 当該事業を実施するに当たり、構成市町におい

て食数の増減とか、サービスの継続等で対象者の

実態把握を行っております。そういったモニタリ

ングの結果、他のサービス等で安否確認ができる

という場合、例えば、訪問介護とか通所介護とか、

そういった介護サービス等の利用日については介

護サービス等で安否確認ができることから、当該

事業の趣旨に沿って事業の対象から除外されてお

ります。 

 平成22年度にモニタリングを実施した構成市町

のうち、２つの構成市町において平成22年度の事

業の実績で減少しておりますので、これらの構成

市においては予算を積算して、その結果、平成23

年度の予算額が対前年度予算より減額となってお

ります。 

 その他のモニタリングは実施しておりませんけ

ど、平成21年度の決算額、それに平成22年度の決

算見込み額から来年度の見込み額を算出した結果、

23年度の予算額が減少した構成市町村もあります。

以上が配食サービス等活用ネットワーク事業の予

算が減になった理由です。 

 以上です。 

○山下明子議員 

 では、２回目伺いますが、おおよその予算との

関係での説明はわかりましたが、２つの項目でち

ょっと伺います。 

 夜間対応型訪問介護なんですけれども、実績ゼ

ロで全額減額されまして、ただ、これまで実績が

なかなか伸びなかったにしろ、あるかもしれない

ということで当初では計上されていたわけですね。

今回はもうなかったということで計上されていな

いということなんですが、途中であった場合、対

応するというおつもりがあるのかどうか、その対

応ができるかどうかについて伺いたいと思います。 

 それから、配食サービスに関しては、実績に基

づいての減額とあわせて、モニタリングをして２

つの構成市が見直しをしたということだったんで

すが、それはどこなのか、お示しください。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 それでは、２点お尋ねでしたので、お答えいた

します。 

 もしそういった事業所が出てきたときに対応で

きるかということでしたけど、今御質疑あったと

おり、平成23年度の当初予算では夜間対応型訪問

介護の予算は計上しておりません。しかし、万一

平成23年度内に事業所の参入があってサービス受

給者が出てこられた場合は、地域密着型サービス

の中になりますので、当然、既決予算の中で対応
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できるということですので、対応できます。その

結果、地域密着型というのは節になりますけど、

その分がオーバーするということになれば、当然

８月とか２月とか、また23年度議会がありますの

で、その議会の中で足りなくなれば補正という形

になりますけど、そういったことで年度中途から

事業者の参入があっても適切に対応できるものと

思っております。 

 あと、どこがモニタリングをしたかということ

だったんですが、モニタリングした構成市町は、

佐賀市、小城市、多久市、３市であります。 

○山下明子議員 

 夜間対応型については、途中でもし事業者が手

を挙げれば対応できるということでしたので、そ

れはそれでいいと思いますが、最後の配食サービ

スに関してのモニタリング、たしか２市と言われ

たと思ったんですが、３市だったんですね。佐賀、

小城、多久ということなんですが、これはちょっ

とモニタリングの中身がもしわかればということ

と、それから、そのやりとりは連合として、そこ

のモニタリングをされるというときにですね、要

するに利用者としては利用数が減ることになるわ

けですから、そういうことも含めて広域連合とし

て、この件に関して協議がなされたかどうかにつ

いてお答えください。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 まず、モニタリングしたところは、さっき申し

上げた佐賀市、小城市、多久市で、モニタリング

の結果、減ったところは佐賀市、小城市になって

います。 

 モニタリングの内容とおっしゃいましたが、モ

ニタリングの調査票は、さっきお答えの中でも申

し上げたんですが、減らすのが目的じゃなくて、

例えば、家族とか近隣とのネットワークはどうな

っていますかとか、栄養状態を見たり、あと介護

保険の活用はどうなっているのかとか、あと配食

サービスのスケジュールを何曜から何曜までの昼、

夜、どこが欲しいかとか、そういった調査票をも

ってモニタリングを行って、結果的にその中で他

のサービスを使っていたりという部分で、それか

ら希望される曜日とか、昼、夜の食とか、そうい

った中でモニタリングをしていく中で、たまたま

さっき申し上げた安否確認のほうもということで

の趣旨でやっている部分もありましたので、その

分で該当しない部分が──該当というか、この地

域支援事業に該当しない部分が減ったということ

になっています。 

○山下明子議員 

 あとはまた一般質問でも聞いていきたいと思い

ます。ありがとうございました。 

○西岡義広議長 

 以上で通告による質疑は終わりました。 

 これをもって質疑は終結いたします。 

◎ 広域連合一般に対する質問 

○西岡義広議長 

 次に、日程により、広域連合一般に対する質問

を開始いたします。 

 質問の通告がありますので、順次発言を許可い

たします。 

○白倉和子議員 

 佐賀市の白倉和子です。通告しております大き

く３項目、介護行政について、そして佐賀中部広

域連合の庁舎について、それともう１つ、消防行

政について、多岐にわたって質問させていただき

ます。 

 まず、介護行政についてですが、社会全体で支

えるという介護保険制度が平成12年にスタートし

てから10年を経過いたしました。ちょうど制度が

導入されるころに私は議員になり、介護保険制度

の中でこの自治体の保険料は幾らになるのか、ま

た、それだけの充足したサービスが提供できるの

だろうかという、そのような質問を重ねてまいり

ましたので、平成11年、12年は大変に思い出に残

っております。 

 佐賀県内の要介護認定者は、制度発足の２万

4,000人から2009年には３万7,000人と1.54倍にふ

えました。65歳以上の１号被保険者が払う月額保

険料も、初年度の全国平均でいいますと、2,911

円が今では4,160円、40歳から64歳の現役世代の

保険料も3,944円と初年度から倍増しております。

この佐賀中部広域連合では、介護保険料基準が１

号被保険者で毎月4,292円、これは基準額ですが、
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年額５万1,504円と全国平均を上回っている現状

です。 

 介護サービスを必要とされる方がふえる中、介

護サービスの質と量の整備は大丈夫なのかと心配

もあるところであります。しかし、現制度におい

て施設などのサービスを充実させる一方、保険料

も高くするのか、あるいは逆にサービスも保険料

も抑えるのかなど、いろいろ判断が問われるのが

この介護保険制度が地方分権に対する試金石とも

言われておりましたゆえんでございます。 

 そこで、介護保険事業計画、この基礎について

ですが、現在は第４期佐賀中部広域連合介護保険

事業計画に沿って事業を進めているところです。

来年の平成24年４月からは第５期の計画に入りま

すので、ことし１年かけて作成されていくわけで

す。計画というからには、これまでの検証の上に

立った今後の計画が必要かと思われます。 

 そこで、１回目の質問として、第５期佐賀中部

広域連合介護保険事業計画の策定に当たり、23年

度までの事業計画の進捗状況と達成状況と申しま

しょうか──と今後の課題をどうとらえておられ

るのかをお尋ねいたします。 

 介護の２点目として、高齢化に伴い、認知症は

社会的問題になりました。思い起こせば「認知

症」という言葉や、いわゆる「痴呆」という言葉

も使われていなかった38年前に有吉佐和子が書い

た「恍惚の人」は、先見性に富んだ作品だと改め

て驚かされます。 

 認知症対応型のグループホームについては、佐

賀中部広域連合の管轄の全体において25人ほどの

あきがあり、これは希望の地域などがありますの

で、それに対して入所希望者は170名弱といった

のが現在の状況です。 

 そこで、管轄内の認知症になられた方、要支援、

要介護の人数をまずもってお尋ねいたします。及

びその認知症の方、そしてその家族、これは心の

ケアも含めますが──への対応は行政としてどの

ような方策をとられておられるのか、お尋ねいた

します。 

 介護の３点目ですが、介護予防事業と社会福祉

協議会との連携についてお尋ねいたします。 

 これからの福祉事業はますます多種多様な対応

が必要とされており、中部広域から介護予防事業

を委託される市町においてもいろいろな状況を把

握しておかなければいけません。ついては、自由

度の高い民間的要素を兼ねた社会福祉協議会に委

託できるものについては委託し、なおかつ、連携

をとることにより中部広域連合内の責務が明確に

なり、効果、効率的な中身の濃い福祉サービスが

提供できるのではないかと考えますが、現在、社

会福祉協議会との連携はどのように図られておら

れるのか、お尋ねいたします。 

 介護のこれ以降については一問一答で質問させ

ていただきます。 

 次に、大きな２点目、佐賀中部広域連合の庁舎

についてお尋ねいたします。 

 現在、賃借契約で使用している松原にある民間

ビルの年間契約料と以前から懸案であった庁舎移

転計画についてお尋ねいたします。 

 ３点目は、消防行政についてです。 

 防火用水の確保と消火栓の状態は、消火活動に

おいて重要なことは言うまでもありません。その

管理はおのおのの自治体や地域消防団などにゆだ

ねられているのですが、佐賀中部広域連合の管轄

内に──消防の場合は佐賀市、多久市、小城市が

管轄になりますが、消防水利の防火水槽、これは

大きさによっても消防局の設置責任があると思い

ます。その防火水槽と、それと河川などの自然防

火水利及び消火栓は管轄内に何カ所あるのでしょ

うか。それと、構成市の佐賀市、多久市、小城市、

それぞれ市ごとにお答えいただきます。また、そ

の設置は自治体、消防局のどちらで行うのかを改

めてお伺いいたします。 

 以上、総括質問といたします。 

○廣重和也総務課長兼業務課長 

 白倉議員の御質問にお答えいたします。 

 第４期介護保険事業計画において、現時点にお

ける問題点や大きな見込み違い点などの反省点と

いうものは、大きく２つほどございます。 

 まず１つ目は、要支援、要介護の認定者数が事

業計画で見込みました数値より大きく上回ったこ

とであります。第４期の期間の見込みについては、
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男女別に年齢を40歳から64歳、65歳から74歳、75

歳から84歳、85歳以上の４区分に分け、それぞれ

の人口推計値に対し、要介護度を軽度、中度、重

度にそれぞれの出現率を乗じたものを合計して全

体値を推計いたしております。 

 なお、出現率は平成18年から平成20年の実績を

平均したものを用いております。この数値が平成

22年10月現在で推計値１万4,322名に対し、実数

が１万4,704名、382名の増となっております。 

 また、現在の伸び率で想定いたしますと、こと

しの10月においては事業計画推計値１万4,562名

に対し１万5,624名となり、その差1,062名となり

ます。この原因といたしましては、第４期の開始

時に地域包括支援センターを16カ所ほど増設した

ことが大きく影響をしております。 

 認定申請については、本人申請以外に代行申請

が認められておりますので、この代行申請につい

て、地域包括支援センターが代行する数が大幅に

伸びております。これについては、平成20年度ま

での６カ所から22カ所と大きく設置数が増加した

ことにより、きめ細やかな地域への配慮ができる

ようになり、介護サービスが必要な人の掘り起こ

しが進んだものと思われます。 

 認定者数の見込みが介護サービスの総給付量に

大きく影響し、また、保険料に大きくはね返るも

のでありますが、第４期については基金の残高が

ありましたので、保険料にはね返ることも幸いな

く、ある意味うれしい誤算になっております。 

 次に２つ目ですが、地域密着型サービスの整備

が事業計画に定めます目標値と乖離していること

であります。 

 認知症対応型共同生活介護については、ほぼ達

成をしております。このほかに夜間対応型訪問介

護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅

介護については、目標値を下回ったものとなって

おります。これにつきましては、議会の一般質問

等でもお答えしてきましたように、事業者の採算

がとりにくいこと、利用者から見た使い勝手の悪

さなどが影響しているものと考えております。影

響する建設費などの初期投資ができるだけ少なく

なるよう、国、県の補助金制度を利用いたしまし

て、事業者を公募する際にも周知しておりますが、

結果として、その参入数は伸びていない状況とな

っております。 

 また、課題点や問題点とは若干違ってきますが、

効果が上がっているものがございます。地域支援

事業における包括的支援事業です。この事業を担

う地域包括支援センターについては、第４期の開

始と同時に16カ所の増設を行い、それぞれの地域

に根差した活動を行っています。このことが認定

者数の予想外の増加を生み、また、広域連合全体

で見た相談件数も大きく伸びているものとなって

おります。これら以外につきましては、ほぼ計画

どおりの進捗だと考えております。 

 それから、今後の課題ということで御質問があ

ったと思いますが、第５期の事業計画策定に向け

た今後の課題でありますが、現時点では国の方針

がわかっておりませんので、すべてについてお答

えできませんが、事業計画を策定するに当たりま

して、留意点とか、課題としては幾つかございま

す。 

 １つは、介護従事者処遇改善臨時特例交付金、

これによります第４期の保険料の軽減効果という

のがあります。そのはね返りの分です。 

 それから、２点目に介護給付費の準備基金の取

り崩しによる第４期保険料の軽減効果、第５期は

いかほど見込めるかということ。それから、第４

期から第５期についての自然増、人口を含めまし

た自然増がございます。これらの各種要因を勘案

いたしまして、精緻な事務量の見込みを行うこと

が重要ではないかと考えております。 

 このほかにも、国の基本指針にもありますよう

に、県との広域的調整との整合性を図ると。その

ためにも県との意見を十分交換することも重要だ

と考えております。 

 次に、庁舎関係でございますが、まず、事務局

庁舎のこれまでの経緯を申し上げます。 

 平成11年７月に佐賀市大財別館の完成に伴い、

その２階と３階に連合事務所が入居をいたしまし

た。その後、市町村合併によりまして、佐賀市の

事務スペースが不足するということになったため、

平成17年９月に佐賀市大財別館から現庁舎に移転
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し、今に至っております。 

 現庁舎の状況を申し上げますと、旧明治生命佐

賀支社の４階建てのビルを駐車場の敷地とともに

民間の企業から賃借をしております。契約期間は

平成21年４月１日から平成24年３月31日までの３

カ年となっております。 

 現庁舎の費用はどれくらいかかっているか質問

があったと思いますが、当初は平成17年９月から

平成21年３月までの契約でありまして、その間の

家賃は、空調やエレベーターなどの保守費を含み

まして月額184万1,000円でありました。その後、

３年間の契約更新を行い、平成21年４月以降は月

額100万円になっております。また、平成17年９

月に現庁舎へ移転してから平成23年度末までの費

用を合計いたしますと、約１億1,516万円という

ふうになります。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 それでは、認知症の方や家族への対応という中

で、認知症の方の数値等をお尋ねになりましたけ

ど、要介護認定は、介護が必要な状態であるかど

うか、また、どの程度介護を必要とするかどうか

を認定調査や主治医意見書から客観的に評価する

ものです。また、症状の重さで要介護度が変わる

ものではなく、どのくらい介護が必要かというこ

とが判定されておりますので、ここでは、認定を

受けている方の中で、主治医意見書の欄に何らか

の援助が必要な認知度レベルというのがあるんで

すが、そのレベルⅡということ以上との記載があ

る部分の認定者をお答えいたしたいと思います。 

 なお、認知症レベルⅡランク以上の判断基準は、

日常生活に支障を来すような症状・行動や、意思

疎通の困難さが多少見られてもだれかが注意して

いれば自立できる状態ということになっておりま

す。 

 平成22年11月末現在のⅡランク以上の認定者数

を介護度別に申し上げますと、要支援１で514人、

要支援２で541人、要介護１で2,098人、要介護２

で 1,576人、要介護３で 1,690人、要介護４で

1,483人、要介護５で1,250人、合計で9,152人と

なっております。 

 あと社協との連携ということでのお尋ねがあり

ました。介護予防事業と社会福祉協議会との連携

についてですが、本広域連合では、地域支援事業

のうち、地域資源の活用とか個々の高齢者の状況

把握が必要な事業は構成市町に委託をして事業を

実施しています。本広域連合からの委託によって

構成市町で実施している介護予防事業は、二次予

防事業では通所型介護予防事業とか訪問型介護予

防事業などがあり、一次予防事業では運動教室等

の介護予防教室とかフォローアップ教室などがあ

ります。 

 また、被保険者に対して地域の実情に応じて必

要な支援を行うことを目的とする任意事業につき

ましても、構成市町への委託によって事業を実施

しています。 

 構成市町におきましては、介護予防プログラム

や各種介護教室等を地域の社会福祉法人など各市

町が適当と認めている事業所に委託して実施して

おりますけど、介護予防プログラムや高齢者ふれ

あいサロン事業などの介護予防事業や任意事業の

一部を各市町の実情に応じて社会福祉協議会に委

託して実施しています。 

 また、吉野ヶ里町地域包括支援センターでは、

吉野ヶ里町社会福祉協議会から専門職の派遣を受

けてセンターを運営しています。そして、本広域

連合も小城市南部地域包括支援センターの設置を

小城市社会福祉協議会に委託しています。このよ

うに、本広域連合では介護予防事業を社会福祉協

議会に委託するなど社会福祉協議会との連携を図

り、介護予防事業とか包括的支援事業、それに任

意事業ですね、そういった地域支援事業を実施し

ております。 

 以上です。 

○大島豊樹消防課長 

 消防局の大島でございます。議員の御質問にお

答えをいたします。 

 議員の御質問の消火栓、防火水槽、そして河川

などの自然水利の数は、消防庁告示で定められて

いる消防水利の基準に基づいた消防水利について

把握をいたしております。この基準には、消防に

必要な最小限度の水利について定められておりま

して、常時貯水量が40トン以上、または取水可能
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水量が毎分１トン以上で、かつ連続40分以上の給

水能力を有するものでなければならないとされて

います。これに適合いたします水利として消防局

が把握をいたしております消火栓につきましては、

それぞれ構成市でいいますと、佐賀市で2,102基、

多久市が282基、小城市は572基でございます。 

 防火水槽の数ですが、これも佐賀市は445基、

多久市は239基、小城市は120基となっています。 

 なお、河川などの自然水利につきましては、消

防庁告示で定められている消防水利の基準に適合

いたしているものはないものと認識をいたしてお

ります。 

 次に、消火栓や防火水槽の設置はどこがするの

かという御質問ですけれども、これは法に基づき

まして、それぞれ佐賀市、多久市、小城市で設置

されています。また、設置された消火栓や防火水

槽につきましては、佐賀市、多久市、小城市とも

に各管轄の消防署へ設置の連絡を受けております。 

 以上でございます。 

○西岡義広議長 

 これより休憩いたしますが、本会議は12時57分

に予鈴いたします。 

 しばらく休憩いたします。 

午前11時58分 休 憩   
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○西岡義広議長 

 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 広域連合一般に対する質問を続行いたします。 

○白倉和子議員 

 それでは、午前中に引き続きまして一般質問を

続けてまいります。一問一答の順序を消防行政に

ついてのほうから先に進めさせていただきます。

よろしくお願いいたします。 

 先ほど総括質問の御答弁の中で、広域連合管轄

内の各市が管轄しております消火栓、防火水槽、

自然水利等の報告をいただきました。それで、一

問一答の１回目ですが、これはちょっと改めて聞

くんですが、消防水利の管理に関しては、後々の

消火活動に差しさわりがないように管理する部分

の責任というのはどこが管理されておられるんで

しょうか。 

○大島豊樹消防課長 

 議員の御質問にお答えをいたします。 

 消防水利の管理についてのお尋ねでございます

けれども、この管理につきましても、消防法第20

条第２項に「消防に必要な水利施設は、当該市町

村がこれを設置し、維持し及び管理するものとす

る。」というふうに示されております。先ほどの

設置と同様に、それぞれ佐賀市、多久市、小城市

のほうで管理をされております。 

○白倉和子議員 

 とはいいましても、例えば、防火用の水利、ク

リークなんかで行き詰まりでよどんでいるところ

や水量の少ないところとか、のり面の崩壊が激し

いというふうなところがあって、これについて実

はお聞きするのは、広域消防の──消防のほうで

すね──に管轄地区住民の生命、身体及び財産を

守り、住民が安心して暮らせる地域づくりを進め

るため、消防団はもとより、関係市や関係機関と

の綿密な連携の強化を図るとか、こういう言葉が

ちょっとたびたび出てくるんですね。その中で設

置者管理責任、これは市にあるということは重々

承知なんですが、その上に立って、そういった有

事の際に役に立つのかどうかと懸念する箇所が私

には見受けられるんですが、防火水利について市

と消防局はどのようにかかわっておられるのか。

いわゆるそこを確認する責務というのは恐らく消

防局にあろうかと思うんですが、その辺の答弁を

お願いいたします。 

○大島豊樹消防課長 

 ただいまの御質問ですけれども、消防局といた

しましては、消火栓や防火水槽につきましては消

防活動に欠かせないものであり、その状況を把握

するため、それぞれ各消防署で随時、地水利の調

査を実施しております。これによって機能障害や

損傷などがある場合につきましては、速やかにそ

れぞれ構成の各市の担当者へ連絡をいたしまして

改善をお願いしているところでございます。なお、

議員御指摘の河川や自然水利などにつきましても、

地水利調査は随時実施をいたしております。 

○白倉和子議員 

 そうしましたら、自治体も合併を重ねてきまし

たので、合併前に自治会や消防団でも整備されて

いた消防水利については局ではどのように対応さ

れておられるのか、お伺いいたします。 

○大島豊樹消防課長 

 ただいまも申しましたように地水利調査として

そういう状況を確認しておりますけれども、使用

できる、できないの確認をやっているところでご

ざいます。消防法30条に緊急水利というのがござ

いますけれども、これにつきましては、所有者、

管理者がどなたであろうとも承諾を得ないで使用

できるという法律がございますので、それによっ

て使える水利については使っておりますし、もし

使えない場合であれば直近の消火栓なり防火水槽

なりで消火活動を行っております。 

○白倉和子議員 

 これはちょっと参考のためにお尋ねしますが、

例えば、消火栓なんかで直径の小さい消火栓が隣

接して２つある場合に両方同時に使ったら圧が低

くなるとか、それとか自然水利の中で行き詰まっ

たところで有事の際に吸い上げることは恐らくち

ょっと難しいんじゃないかなというふうな、どろ

どろしたと言ったらちょっと言い方は語弊がある

かもしれませんが、そういうところが私には見受

けられるんですが、そういうのも含めて指導、調

査等々されているんでしょうか。 
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○大島豊樹消防課長 

 先ほど申しましたように、使えるか使えないか

の確認はやっておりますけれども、もしそういう

ことであれば、消防のほうでそれを処理するとい

うことはやっておりません。先ほど申しましたよ

うに、もしそういうところでも使わなければなら

ない状態になれば、当然河川に入りまして、スコ

ップなりで使える状態にして水利を確保するとい

うことはございますけれども、こちらのほうで随

時そういうしゅんせつあたりはやっておりません。 

○白倉和子議員 

 ということは、自治体に連絡するということと

考えていいんですか、一般住民は。 

○大島豊樹消防課長 

 先ほど述べましたように、消火栓や防火水槽に

つきましては、それぞれ行政各構成市に連絡をし

て改善をしてもらっておりますけれども、消防と

いたしましては、例えば、河川や自然水利をそれ

ぞれ構成各市で消防の用に供される設備として設

置されているものであれば、当然、私たちも構成

各市には連絡をして改善をお願いするというふう

に思います。 

○白倉和子議員 

 その消防水利の施設とか維持管理は、市で──自

治体といいますかね、それぞれの自治体が行うも

のということは承知しておりますが、広域計画の

消防力の充実強化という観点から、例えば、設置

とか維持とか管理も含めて消防局と自治体とのな

お強い連携が必要ではないかとつくづく私は思う

んですが、その辺のところの今後も含めた力強い

お考えを。というのが、そこのところを例えば見

たり、それと先ほど１回目の答弁でもありました

けれども、そういった数の中で自治体と連携をと

りながらいろいろとある意味指導していくような

立場に私はあると思うんですね。それもうたって

あると思うんですよ。ですから、そういうことは

局のほうで把握して自治体と連携をとってしっか

りやっていただく。自治体自体も気づかないこと

がありますので、気づかない箇所等々も含めて、

そういう活動も消防局の中に入っているというふ

うにちょっと解釈していいんですか。 

○大島豊樹消防課長 

 先ほども申しましたように、火災消火時には当

然、自然水利等も有効な消火の手段ですので、議

員おっしゃられるように、水利につきましては今

後ともそれぞれの構成市と連携をとりながら十分

対応していきたいというふうに思っております。 

○白倉和子議員 

 ありがとうございました。自治体によっては、

例えば、行政がすぐ──消火栓一つをとっても管

理するところと、それと消防団が管理して見て回

ってくださっているとか、いろんな部分が、御努

力があります。それと同時に、広域消防局のほう

でもいろんなところを点検とかされるということ

を言われておりますので、その辺のところを速や

かに自治体に対して連携をとっていただきたいと

いうことをお願いいたしまして、次の質問に入り

ます。消防のほう、ありがとうございました。 

 そうしましたら、介護のほうについてに移らせ

ていただきますが、第４期の事業計画と第５期に

向けてというところで、総括のほうで答弁いただ

きました。次回、第５期改定に向けた視点や問題

点、議論すべき課題についてもしっかりと議論を

していただきたいと思います。これはちょっと

個々にはきょうの場合は控えますが、まだ第５期

の全体像が見えておりませんので、第４期におい

ての具体的な反省点等々も含めてお聞きできれば

なおよかったんですが、それでは24年、ちょうど

１年後ですね──から始まるのが第５期計画です

から、ことしの12月までにはある程度のものを示

してこられるわけですね。審議会なども含めて策

定に至るプロセスのほうをお尋ねいたします。 

○廣重和也総務課長兼業務課長 

 第５期事業計画の策定につきましては、第４期

の事業計画の策定と同様の方法により策定するこ

とを予定しております。第４期の策定委員会につ

きましては、第１回目を６月に、最終を翌年の１

月に開催し、合計６回の開催となっております。

また、分科会をその間に２回開催をしております。 

 策定委員につきましては、第３期に在任してお

られました介護保険運営協議会の委員の方々に御

就任いただいております。介護保険運営協議会の
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委員の皆様全員に御就任いただきました理由とい

たしまして、第３期の事業実績や施策の内容など

を報告し、説明をさせていただいており、第３期

中の事業や施策等、その問題点について熟知して

おられ、第４期事業計画の策定に対する審議をよ

り深くしていただけるということを想定しており

ました。実際に大変思慮深い御審議をいただいて

おります。第５期の策定委員会につきましても、

そのメンバー、開催等につきまして、第４期と同

様の手法をとることを予定しております。 

○白倉和子議員 

 もう少し詳しく作成のプロセスをお願いいたし

ます。というのが、例えば、議会との関連はどの

ようになるのか。例えば、12月ごろに原案ができ

るんでしょうかね。議論する余地があるのか、こ

れは一応諮問を受けて連合長が私たちに示される

ものですから、その辺のスケジュールの部分をお

願いいたします。 

○廣重和也総務課長兼業務課長 

 議会に対しての報告でございますが、第４期の

事業計画策定時には８月定例会と２月定例会の際

に御報告をさせていただいております。また、議

会全体ではございませんが、事業計画策定委員会

につきまして傍聴可能となっておりまして、策定

委員会の開催を行う際には議員の皆様に御案内の

通知を差し上げております。第５期の事業計画策

定に際しましても同様の報告はさせていただきた

いと考えております。８月定例会の際には策定委

員会に提出しました資料を用いて、また２月定例

会の際には同年の１月に開催した策定委員会で決

定した事業計画の素案を用いて報告をさせていた

だいております。 

○白倉和子議員 

 そうしましたら、議会からの意見を反映させる

というタイミングはないんですね。ちょっと確認

なんですが、８月の時点で委員会に示した部分と

同じ部分が私たちにも示されて、行政に対して諮

問されたその素案を２月議会に、２月議会ですか

ら、ちょうど今ですよね。そのときに議会にお示

しになると。議会からの意見を反映させるという

タイミングはないと考えて──今までの部分も含

めてですね、第５期の部分もとらないと解釈して

いいんですか。 

○廣重和也総務課長兼業務課長 

 先ほど議会からの意見がないかという御質問で

あったかと思います。介護保険の事業計画につき

ましては、市町村の基本構想や広域連合の広域計

画とは違いまして、議決事件とはなっておりませ

ん。事業計画に基づいた給付に関する予算や、３

年間の総給付量により算定される保険料率を規定

する条例等についてお諮りをすることになります。 

 審議会等に諮問し、答申をいただくような事業

計画のようなものを、方針がまだ未決定の段階で

議会から御意見をいただきまして、それを反映さ

せるということは審議会における混乱を招くとい

うことになるために好ましくないと思っておりま

す。議会にお諮りした段階で適切な御意見等をい

ただけたらというふうに考えております。 

○白倉和子議員 

 審議会という意味合いというのは、私たちも議

員をしておりますから重々存じております。それ

と、議決事項でその案件があるかないかと、これ

も重々存じております。ただ、議員からの意見を

聞くと混乱を招くという言い方にはちょっと若干

私は好ましくない表現だなと思うんですが、なら

ばちょっと言い方を変えまして、例えば、議会

に──素案ができ上がっていくわけですね、いわ

ゆる２月までの間に。それを示す回数というのは

せめてふやせないものなんでしょうか。もちろん

私たちが傍聴可能ですから、傍聴に行って皆さん

の意見を傍聴するというのは、それはいいんです

が、執行部の考え方なら、なお議員が傍聴に行け

ばプレッシャーをかけるんじゃありませんか。だ

から、回数的にふやせないのか、それとも初めて

示されて議会は単なる追認機関という考えでいい

のかどうか、ちょっとお願いいたします。 

○廣重和也総務課長兼業務課長 

 第４期におきましては、最終案の前の報告が８

月の定例会だけでしたので、今回、第５期につき

ましては策定委員会の開催のたびに資料の送付を

させていただきたいと考えております。 

○白倉和子議員 
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 ちょっと実はストンと落ちないものがあるんで

すけれども、中部広域連合議会が年２回というふ

うに今のところ定められておりますので、その中

で資料を出していただきながら、それぞれがそれ

ぞれの部分で──今の答弁によるとですね、あと

１年いろんな流れがありますので、今後も議論し

ていきたいと思いますが、今までよりも多く示し

ていただけるという答弁をいただきました。それ

で、今後これに関してはまたいろいろ議論させて

いただきたいと思います。 

 それで、認知症の方及び家族への対応ですが、

例えば、先ほど総括のときにいろいろな回答をい

ただきました。具体的に言いましたら、例えば、

認知症の家族というのは本当に心の支えといいま

すか、介護されるほうもするほうも本当いろんな

大変な状態があるわけですけれども、今、民間で

認知症の人と家族の会、これは私の知人も一生懸

命ボランティアでやっているんですけれども、同

じ経験がある人がいろんなアドバイスをするとか、

こういったようないろんなさまざまなボランティ

アグループがあるんですね。行政からのアドバイ

スとはまた違った、同じ立場でのアドバイスが聞

けるというふうに好評なんですけれども、こうい

った民間グループと実際に困っておられる、相談

に来られる方とを結びつけるというふうな役割と

いうのはなさらないんですか。というのは、多分

に個人情報的なものがありますので、こういうの

がありますよという紹介を行政がするような方法

が私は一番いいと思うんですけれども、そういう

ふうなお考えはちょっとないのかどうか、お尋ね

いたします。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 それでは、認知症の方とか家族の会とかとの連

携とか対応についてのお尋ねでしたけど、本広域

連合では介護が必要となっても、その人らしく暮

らし続けることができる地域社会の構築を基本理

念として掲げ、介護保険事業を推進しています。

高齢者が要介護状態になっても、みずからの意思

でその人らしい生活を営むことを可能とするため

には、高齢者の尊厳を支えるケアを確立すること

が重要です。中でも、今後、認知症高齢者が増加

すると言われており、その対応が急務となってい

ます。 

 本広域連合では、県が行う認知症キャラバンメ

イト養成講座等との連携をとりながら、多くの

人々に認知症が正しく理解され、また認知症の方

が安心して暮らせる地域がつくられていくよう、

認知症高齢者やその家族を見守る認知症サポータ

ーなどの養成等人材育成に努めており、介護予防

事業における地域介護予防活動支援事業として認

知症サポーターを養成するための講座を各構成市

町で実施しています。また、通所型介護予防事業

では認知症予防・支援に関するプログラムを、介

護予防普及啓発事業では物忘れ相談室や認知症予

防教室等を構成市町で実施しています。 

 このように介護予防事業におきましては、認知

症を有する人や、その家族への支援等を行ってい

ます。また、認知症関連、さっき議員おっしゃっ

た家族の会とかを含めてですが──に特化した支

援は特に実施しておりませんけど、本広域連合が

設置しております介護保険運営協議会には認知症

の人と家族の会佐賀支部から委員を選出して出し

ていただいて、同協議会におきます議論の中でさ

まざまな意見をいただいているところです。そし

て、本広域連合が毎年開催しています「明日の介

護を考える講演会」において、認知症を有する人、

そして認知症を有する人を支える人をテーマとし

た講演会を実施するなど、認知症高齢者やその家

族への支援のあり方など認知症に関する知識の普

及啓発に努めているところです。 

 以上です。 

○白倉和子議員 

 認知症の方や家族の方への支援というふうな中

での、ちょっと一つこれは提案したいんですけれ

ども、静岡──静岡だったですね、静岡県が一目

でわかる介護中のカードというので「認知症介護

中」というふうなこれくらいのカードをつくった

んですね。今デザインを選考している最中みたい

で、2010年度、昨年予算化されて、ことしの４月

から静岡県では実施するそうですけれども、身体

介護の方は比較的第三者が見てわかりやすいんで

すが、認知症介護の方はなかなかわかりにくいと。 
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 それで、男性が女性の介護をしていて、お手洗

いとか、そのほかいろんな部分でなかなか入りに

くい部分があると、トイレの付き添いなんかです

ね。実は、私の実の姉も兄の介護で非常にそうい

う点困っていたり、また一般的にそういう声もよ

く聞きます。そういったときにそれをつける、つ

けない、使用する、使用しないは御本人の自由で

あって、そういったときのためにちょっとそのと

きだけでもつけて、私は今、認知症介護中ですと

いうことを周りの人に理解してもらえるような、

そういうものづくり、シールづくりというのを静

岡が今、全国で初めてしようと思っているんです

けれども、佐賀中部広域管轄内でもこういうのが

あったら非常にうれしいなと多くの人から実は聞

くんですね。そんなに費用もかからないし、堂々

と男性トイレに入ったり、女性トイレに入ったり、

下着売り場なんかも含めてですね、そういうふう

な御検討はいただけないものでしょうか。ちょっ

と具体的例としてお尋ねいたします。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 それでは、今、具体的にお話があった静岡県の

介護中のカードというですかね──の件でしたけ

ど、先ほどおっしゃったように、私たちがニーズ

をもし把握するとした場合は、先ほどおっしゃっ

た家族の会とかいう会の人たちにまず聞いてみた

りする必要も当然あるとは思います。そういうニ

ーズをまずそういう団体の人たちに聞いて行うと

いうことで、さっきおっしゃったように、非常に

やっぱり女性のトイレに男性が介護をする場合に

ついていったりということは非常に考えられると

思いますので、この認知症介護中というカードに

ついては、特に佐賀中部広域管内は隣の鳥栖地区、

杵藤地区というふうに狭いエリアの中で隣接して

いる部分もあります。そこで、ばらばらで行うと

いうのも、やはり隣の圏域等に行かれる方は当然

あると思いますので、中部広域は当然ですが、佐

賀県内でもやはり統一したようなものがあったほ

うがいいというふうに感じますので、県内の他の

保険者とも中部広域が会長になった推進協議会等

も持っておりますので、研究したいと思っていま

す。 

○白倉和子議員 

 利用者等々のお声も聞いていただいて、ぜひ検

討をよろしくお願いいたします。 

 それと、通告しております在宅介護ネットワー

クについてお尋ねいたします。 

 在宅介護ネットワークって、今、中部広域の中

ででも在宅介護という言葉が一つ今後の方向性と

いう中に位置づけられているんですけれども、実

はこれは紹介をまずしたいんですが、「かわそえ

ネットワーク」という福祉連携の組織がありまし

て、これは平成７年に発足された部分なんですね。

これからの高齢化に向けて保健、医療、福祉、行

政、私たち議員の有志も含めて平成７年に発足さ

れたんですけれども、参加者が内科、歯科、整形

外科、薬剤師、施設の方々、ケアマネジャー、ヘ

ルパー、民生委員、首長、担当課長、どなたでも

だれでも参加できるというふうな間口の広い民間

主導の会議を平成７年から重ねてきました。 

 月１回に１時間の会議を重ねているんですけれ

ども、例えば、ヘルパーさんがある在宅のところ

に介護に行って、褥瘡が見つかったらすぐに内科

の先生に連絡して、どうも褥瘡らしいですとか、

口の中がかみ合わせが悪くなったといったら、す

ぐ歯科の先生が連携したりとか、施設から出たと

きに、施設から出て近くの内科医にすぐ連携がと

れるとか、非常に有効な「かわそえネットワー

ク」という地域介護ネットワークというのがある

んですが、そういったものの立ち上げに関して、

今、広域管轄内はどのような動きをされておられ

るのか、把握されている部分がありましたらお願

いいたします。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 それでは、ネットワークで把握している分をと

いうことですので、お答えしたいと思います。 

 本広域連合では、各地域に設置する地域包括支

援センターを核として、地域における包括的・継

続的なケアを実現するために、医療機関を含めた

関係機関との連携体制の構築に向けて、その推進

に努めています。各地域包括支援センターによっ

て取り組み状況は若干異なるわけですが、構成市

町直営の地域包括支援センター等を中心に関係機
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関とのネットワークの構築に向けた取り組みを実

施しています。 

 まずは小城市の例です。小城市では、北部地区

で高齢者安心ネットワークが構築されています。

おたっしゃ本舗小城北を中心に、民生委員、医療

機関、介護支援事業所などの団体協力機関、それ

に民間協力機関、それに公共協力機関などと連携

をして、地域の高齢者を支援するネットワークを

構築しています。 

 多久市では、つながりネットワークにより、高

齢者支援に関する職種が医療、福祉の垣根にとら

われない連携を図っております。 

 佐賀市においては、地域連携づくり協議会を設

置して、地域ネットワークの構築に向けて具体的

な取り組みを開始しておられます。 

 また、神埼市、吉野ヶ里町におきましても、地

域ケア会議などを開催して情報の共有や問題解決

のためのケース検討など関係機関との連携を図っ

ておられます。 

 以上です。 

○白倉和子議員 

 それぞれのところでそれぞれにいろんな立ち上

げが準備されているというのは、非常に私はうれ

しいなと思います。 

 それで、今ここで質問させていただく一つの趣

旨として、例えば、そういったいろんなネットワ

ークを、あくまで地域の顔が見えるというふうな

活動が大事ですので、個々に幾つかはもちろん必

要なんです。それを中部広域連合で束ねられるよ

うな組織になればいいなと、かねがね思っている

んですね。中部広域連合体として一つのネットワ

ークの情報の共有とか、研修会なんかを通じた人

材育成とか、今後のそれぞれの地域介護福祉の発

展に中部広域連合体が活躍していけるというか、

役割を担っていただけるような部分が大きいかと

思うんですが、そのあたりのお考えを聞かせてい

ただきたいと思います。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 先ほど議員おっしゃったように、やはり旧川副

町で15年前からやられていたのが、今言われてい

るような地域包括ケアというんですかね、医療、

福祉、介護のネットワークだと思います。 

 私たち広域連合としましても、まずは高齢者が

生活を営むために、それぞれの地域における地域

資源を活用したネットワークづくりについて、先

ほど言われた、まず地域ごとに包括支援センター

を中心に推進しておりますけど──連合全体でと

いう話です。現在は地域包括支援センターによっ

て取り組み状況が違うんですが、それでも１つず

つ推進していくという部分もあり、さっき議員お

っしゃったように、研修会等で各地域ごとがお互

いを高め合うためにも、先進的に行っている地域

包括支援センターの職員さんたちが他の構成市町

とか他の地域包括支援センターの職員さんたちに

対して研修会等でその取り組みを紹介するなど、

連携をとりながら研修会を行ったり、お互いに講

師で呼び合ったりというのを現時点でもやってお

ります。そういったネットワークづくりを進めて

おります。 

 今後も本広域連合と構成市町や各22カ所の地域

包括支援センターが連携をとりながら、構成市町

の枠を超えて、情報の共有を図ったりお互いに職

員の研修を行ったりということで支援体制を推進

していきたいと思っております。 

○諸泉定次議員 

 小城市の諸泉です。通告に従い順次質問をいた

します。 

 まず第１点目です。消防行政について、救急救

命士の採用状況と今後の課題について質問いたし

ます。 

 今日、消防行政は、火災、災害、そして救急と、

市民の生命、財産を守る極めて大事な任務を担っ

ています。特に地球温暖化による気候変動と核家

族化にあって、救急出動はふえることはあっても

減ることはない状況となっております。高齢化の

進行とともに救急出動はふえ続ける傾向にあり、

救急救命士の役割と人員確保は喫緊の課題です。 

 昨年８月議会で西村議員の質問に、救急救命士

は75名が在職と。ただし、２名の病院研修での出

向や日勤者や管理職職員など、通常出動しない職

員が14名で、実働隊員は59名ということでありま

した。また、研修者が修了課程になりますと61名
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の実働隊員という答弁でありました。 

 さらに、広域消防局では11台の救急車配備で、

１台の救急車に２名の救急救命士の乗車を目標と

している中で、目標数にはまだ達していないとい

うことでありました。 

 こうした状況の中で、聞けば、今年度の救急救

命士の採用はゼロであるということであります。

確かに今年度予算では３名の養成計画となってお

ります。しかし、消防士を養成するとなれば、そ

の間、人員も減りますし費用もかかります。人命

に関することであり、非常に心配をしているとこ

ろであります。 

 そこでお尋ねしますが、救急搬送での昨年度の

出動件数はどれぐらいであったか。また、実際の

救急実働隊員は何人なのか。救急救命士は何人い

るのか。そして、実際の救急救命士の乗車人員は

何人なのか。最後に、救急救命士枠での採用は、

これまでの実績と、今後どのように確保されるの

か。 

 以上、総括質問として、あとは一問一答で行い

たいと思います。 

 次に、介護行政について質問します。 

 まず第１点目は、違反事業者への指導・監督の

現状についてお尋ねします。 

 これは、昨年９月に佐賀市内の介護施設で働い

ておられた方からの相談がきっかけであります。

聞けば、その経営者は４カ所の施設を運営してい

て、看護師をたらい回しにしている。国の基準を

満たしていない。しかも、ばれないように出勤簿

は二重につけている。こういう状況でありました。

今日、異業種からの参入で福祉を食い物にする事

業主もいます。相談は極めて具体的な話でありま

して、こうしたことから、私は９月９日に広域連

合に実態調査を依頼したところであります。それ

がどうなっておるのか。 

 こうした中で、今日、政府も介護については一

つの産業ととらえ、異業種からの参入を促してい

ます。そうであれば、きちっとした監視体制も必

要であります。これまで良心的に一生懸命介護サ

ービスの提供をしている事業者がある反面、異業

種からの参入者で利益追求の余り基準に違反して

いる事業者に対して、どのように指導し改善を図

られているのか。一部の悪徳事業者によって介護

サービスの公平性が失われては、何のための介護

サービスかとなります。これについて、過去の事

例とあわせ答弁をお願いいたします。 

 ２点目は、要介護者について、ケアマネジャー

が民間の事業者の方で複数施設があるにもかかわ

らず、どうしても自分のところの施設に入所、あ

るいは利用させる傾向があると聞きます。つまり、

偏った介護サービス事業者への選定で利用者に紹

介していないのか、公平性はどのように確保され

ているかについて質問します。 

 最後に、勉強会でも指摘されましたけれども、

増加する介護認定者に対してどのように対応され

るのか。増加の背景と今後の見込みについてどの

ように対処されるつもりなのか。 

 認定者はふえ、サービスを受けることはとても

いいことですが、問題は財政です。このままふえ

続けたのでは財政がもちません。どのように元気

老人をふやしていくかは大きな課題であります。

構成組織といいますか、構成市町と連携してどの

ような元気老人をふやす方策を考えておられるの

かを質問し、私の総括質問といたします。 

○手塚義満消防副局長兼総務課長 

 ただいまの諸泉議員の救急救命士の採用状況と

今後の課題という趣旨の中で、６点ばかりお尋ね

がございましたので、まず総括としてお答えいた

します。 

 平成22年度の出動件数は１万1,469件でござい

ます。昨年と比較いたしまして692件の増加でご

ざいます。 

 次に、救急実働隊の数は11隊でございます。 

 また、救急救命士の数は総数で75名でございま

して、管理職や日勤者の救急救命士を除くと65名

となります。 

 救急救命士の乗車人員は「消防力の整備指針」

により、基本的には１台の救急車に対して１名以

上となっております。 

 最後でございますが、救急救命士枠の採用状況

について少し詳しくお答えいたします。 

 救急救命士の採用につきましては、救急救命士
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国家試験制度の改正に伴い、救命士研修所の受け

入れ人数が減少し、佐賀広域消防局での救急救命

士の養成が困難になったこと、また団塊の世代の

大量退職に伴い救急救命士の減少も懸念されたこ

とから、平成18年度の職員採用試験から救急救命

士枠を設け、救急救命士免許取得者を別枠で採用

することで、救急救命士の確保と救急体制の充実

強化を図ることとしております。 

 この救急救命士の採用の状況でございますけれ

ども、平成18年度が２名の受験者に対し採用ゼロ

名、平成19年度が３名の受験者に対し２名、平成

20年度が７名の受験者に対し２名、平成21年度が

４名の受験者に対しゼロ名、平成22年度が２名の

受験者に対しゼロ名となっております。 

 なお、救急救命士枠以外の大卒、高卒枠で採用

した職員の中には救命士受験資格を有する者がお

りまして、採用決定後に救急救命士試験に合格し、

資格を有した者もおりまして、現在は救急救命士

として活動しております。 

 以上でございます。 

○廣重和也総務課長兼業務課長 

 異業種からの参入者で利益追求の余り基準違反

を犯している介護サービス事業所があると聞くと。

そういった事業所に対してどのように指導をし、

事業所の改善が図られているかというような御質

問内容だったかと思います。 

 平成23年１月１日現在、佐賀中部広域連合が所

管する事業所は、ケアマネジャーが所属する居宅

介護支援事業所が107カ所、訪問介護、通所介護

事業所など居宅サービス事業所が304カ所、グル

ープホームなど地域密着型サービス事業所が88カ

所、計499カ所の事業所があります。 

 介護サービス事業所に対する指導の方法といた

しましては、まず集団指導や実地指導、書面監査

といったものがあります。 

 まず集団指導ですが、年に１回、介護サービス

事業所に対し制度改正の内容や人員、設備、運営

に関する基準や介護報酬に関する基準などの説明

を行っております。 

 次に、書面監査についてですが、これは株式会

社や有限会社などの営利法人に対して書面による

監査を行うものです。 

 実地指導につきましては、利用者にとってより

よいケアの実現のため、介護保険法第23条に基づ

き、おおよそ３年に一度の割合で介護サービス事

業所に実地で適切なサービスを行っていくための

育成を目的とした指導を行っています。 

 実地指導の内容としては、利用者に対する適切

な介護職員の配置や、必要な資格を有する職員の

配置がなされているかなどの人員基準に関するこ

と、それから、食堂及び機能訓練室の必要な広さ

が確保されているかなどの設備基準に関すること

を確認しております。 

 また、居宅サービス計画に基づく適切なサービ

スの提供が行われているかなどの運営基準に関す

ることを項目として、実地に確認を行っておりま

す。 

 平成21年度の実地指導数といたしましては、

178カ所に実地指導を行いました。実地指導にお

いて、不適切な請求を行い返還したもの、返還金

はないが人員基準違反に該当するもの、恒常的に

個別介護計画が作成されていない事業所など、ほ

かと比較して著しく不適正な事業所としての違反

件数は29件となっております。当該事案に係る過

誤返還額としては、488万5,326円となっています。 

 次に、ケアマネジャーの介護事業所紹介におい

て、特定の事業所に集中して紹介されていないか

という御質問にお答えいたします。 

 まず、利用者の居宅サービス計画、いわゆるケ

アプランが決定するまでのフローを御説明いたし

ます。 

 利用者と居宅介護支援事業所との利用計画が結

ばれますと、まず、その居宅介護支援事業所のケ

アマネジャーが最初に利用者の状態確認や心身の

状態評価でありますアセスメント及び利用者の家

族の介護サービスの希望などの聞き取りを行いま

す。次に、アセスメントの内容を踏まえた上で居

宅サービス計画の原案を作成いたします。次に、

その原案をもとに利用者やその家族及びサービス

提供事業所、ケアマネジャーが参加するサービス

担当者会議が行われ、その後、利用者や家族への

介護サービスの説明、同意を書面で得まして、居
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宅サービス計画が確定をいたします。 

 ケアマネジャーは、この過程の中で、利用者に

よるサービスの選択がなされるような、特定の居

宅サービス事業者に偏ることなく、利用者が居住

する地域の居宅サービス事業者に関するサービス

の内容、利用料の情報を適正に利用者またはその

家族に対して提供することとなっております。 

 このケアマネジャーが行います居宅サービス事

業者の情報提供につきましては、広域連合は適正

にその業務が行われているものと考えております。

と申しますのは、ケアプランを作成する居宅介護

支援事業所は、毎年度２回、３月１日から８月末

までの期間及び９月１日から２月末までの期間に

おけるその事業所において作成された居宅サービ

ス計画のうち、訪問介護、通所介護または福祉用

具貸与、それぞれについて最も紹介件数の多い法

人を位置づけた居宅サービス計画の数の占める割

合を計算し、訪問介護、通所介護または福祉用具

貸与のいずれかについて90％を超えた場合には、

適用期間をそれぞれ10月１日から３月31日まで６

カ月間及び４月１日から９月30日までの６カ月間、

居宅介護支援費について特定事業所集中減算とし

て減じることになっております。 

 簡単に申しますと、特定の介護サービス事業所

の割合が90％を超えますと、次の半期においては、

その居宅介護支援事業所はケアプラン作成に係る

収入である居宅介護支援費、これがすべて減算に

かかるということになります。 

 例を挙げてお伝えいたしますと、例えば、要介

護２の利用者のケアプランについて１万円の収入

があるとした場合、これが特定事業所集中減算を

いたしまして2,000円は減じます。8,000円の収入

となるものです。 

 なお、例外的に、90％を超えても、判定期間の

１カ月当たりの平均居宅サービス計画件数が20件

未満であるなど事業所が小規模である場合や、サ

ービスの質が高いことによる利用者の希望を勘案

した場合などにより特定事業所に集中していると

認めた場合は、正当な理由があるということで減

算は行わないものがあります。 

 佐賀中部広域連合圏域においては、この減算を

行った居宅介護支援事業者の数は平成21年度前期

は１件、21年度後期は２件、22年度前期は２件と

なっております。こういった減算措置が講じられ

ることがあるため、適正な範囲のもと、ケアマネ

ジャーから利用者やその家族にサービス事業所の

情報が提供されているものと考えております。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 それでは、２項目めの増加する介護認定者の対

策という中で、見込みと背景ということでしたの

でお答えしたいと思いますが、第４期事業計画で

は、平成26年度までの認定者数の推計を出してお

りました。その推計方法は、男女別、それに年齢

を４区分に分けて、40歳から64歳、65歳から74歳、

75歳から84歳、それと85歳以上ということで、人

口の推計値に対して各年度の男女別、それと要介

護度別ということで、要介護は要支援１から要介

護５ありますけど、それを３つに区分して、いわ

ゆる要介護１よりも軽いほうですね。それと要介

護２と３、あと要介護４と５というふうに３つの

区分に分けて、出現率、これは平成18年から平成

20年、各年の９月の平均値ということで積算をす

ることにより算出をして、それらを合計して全体

値を推計いたしておりました。 

 事業計画における認定者数の推計に当たっては、

制度改正とかによって急激に認定者が変わるとい

うことは要因が特にありませんでしたので、それ

までの高齢者の増加に伴って増加するものとして、

いわゆる自然増というような形で見込んでおりま

した。しかし、平成22年１月ぐらいから申請が急

増したわけですけど、伴って認定者が増加いたし

ておりました。 

 増加している新規の申請について分析をいたし

たところ、地域包括支援センターによる代行申請

の部分が大きく伸びておりました。このうち地域

包括支援センターの設置に変更なかった部分です

ね、平成21年まで変更なかったところというのは

多久市と小城市、吉野ヶ里町でしたけど──につ

いては、伸びは例年どおりの伸びでした。しかし、

設置箇所数をふやした佐賀市と神埼市両方からの

代行申請数が大きく伸びていました。 

 地域包括支援センターは、平成21年４月にそれ
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まで10カ所であったものを22カ所にふやして、地

域に根差した介護や健康に関する総合相談窓口と

して設置箇所の充実を図っております。 

 地域包括支援センターでは、高齢者の皆様が可

能な限り住みなれた自宅や地域で生活できるよう

にということで、必要な介護サービスやその他保

健福祉サービスなどの相談に応じており、本広域

連合では、地域包括支援センターがより身近で親

しみやすいものになるように公募をいたしました

「おたっしゃ本舗」という愛称で呼んでいただい

ております。 

 地域包括支援センターの日ごろの活動とか、私

たち本広域連合が広報等を行って高齢者の皆様に

も地域包括支援センターの認知度が徐々に高まっ

ていって利用していただいている結果が新規の申

請にもあらわれたのではないかと思っておるとこ

ろです。 

 認定者の見込みについてですけど、平成23年度

末の認定者数の見込みについては、平成22年のデ

ータを参考として増加率を設定して、１万6,250

人と推計いたしております。 

 事業計画では、先ほど申し上げたとおり、各年

の９月の認定者数の推計をいたしております。平

成22年９月は１万4,322人と推計しておりました

けど、実績では１万4,704人と、推計値より382人

が超過いたしております。また、平成22年12月末

の認定者数は実績で１万4,810人となっており、

これは平成24年９月の推計値の１万4,795人とほ

とんど同じ数字になっております。平成22年11月

と12月の認定者数は約１万4,810人となっており、

11月と12月はほぼ横ばいということになりました

けど、昨年の平成22年１月からの増加傾向は、こ

れまでの増加率とか発生率とは全然様子が違った

ということもありますので、第５期事業計画とか

の策定の折には、今後の認定者数の推移を見なが

らまた推計を行っていかなくてはならないと思っ

ているところです。 

○諸泉定次議員 

 それでは、一問一答に入りたいと思います。 

 まず、消防行政についてお尋ねします。 

 先ほど手塚副局長の説明で概要はつかめました。

しかしながら、今日の大量退職で救命士の不足は

ないのか。先ほどの説明でも、平成21年度は採用

ゼロ、平成22年度も採用ゼロ。ゼロ、ゼロとなっ

ております。そういう状況の中で、ことし３名の

消防士を養成せざるを得ないというところになっ

ているんではないかというふうに私は思っており

ますけれども、救急救命士はきちっと確保されて

いるのかどうか、まず質問します。 

○大島豊樹消防課長 

 ただいまの議員の御質問は、救急救命士の現在

人員として不足はないのかというお尋ねですけれ

ども、まず、現在の救急救命士の人員についてお

答えをいたします。 

 本年の１月現在で、救急救命士の数は75名とな

っております。先ほども副局長が申し上げました

けど。ただ、この中には管理職を初め、本部職員

として救急を事務的にサポートする救急救命士が

10名おります。ですので、実際に現場で活動して

いる救急救命士は65名ということになります。 

 議員御質問の救急救命士の不足はないかという

ことですけれども、国が示しております「消防力

の整備指針」におきましては、救急車１台に対し

３名を乗車させ、うち１名以上を救急救命士とす

ることとされております。現在、11台の救急車を

稼働させておりますので、「消防力の整備指針」

に照らし合わせた場合には不足はございません。 

○諸泉定次議員 

 不足はないということでございます。しかしな

がら、広域消防のほうでは２名乗車ということを

目標ということでされております。そういったこ

とからいえば、素人判断といえども、２名乗車の

ほうが素早くいろんなことに対応できるんではな

いかというふうに思います。やっぱり救急救命士

が１名だけの場合と２名の場合ということでは随

分違うというふうに思いますけれども、現状とし

て１名乗車ということも当然あり得ているのかど

うか、そして、そうしたときの困難な課題とかい

うのはなかったかどうかお尋ねします。 

○大島豊樹消防課長 

 議員の御指摘のように、66名を目標として養成

をしております。ただ、時折１名乗車も確かにあ
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っております。消防局におきましては、救命率の

向上を目指すために、１台の救急車に２名の救急

救命士を乗車させることを目標にしております。

現在、11台の救急車を稼働しておりますので、２

名の救急救命士の乗車をさせることを目標とした

場合、66名が必要ということになりますけれども、

実際、現場で活動している救急救命士は65名です

ので、ほぼ満足はしているというふうに認識して

おりますけれども、ただ、研修とか入校、病気休

暇、こういうものもございますので、２名乗車が

できないことも発生をいたしておるのは事実でご

ざいます。 

○諸泉定次議員 

 そこで、私は非常に人命に関することというこ

とで気にしているんですけれども、ことし３名救

命士の養成ということで計画されております。そ

こで、この養成について毎年養成されているのか、

３名の養成というのは今回初めてなのか、消防士

からの救急救命士の養成という計画というのはど

のようになっているのか、お尋ねしたいと思いま

す。 

○大島豊樹消防課長 

 議員も御承知のとおり、国内では団塊世代の大

量退職というのも始まっております。本局も同様

でございまして、今後５年間で16名と、確実に救

急救命士の資格を持っている職員が退職をいたし

ます。 

 このような近未来の構図を打開する施策として、

来年度からですけれども、現在１名の派遣をして

おります救急救命九州研修所に２名の受け入れを

お願いしているところでございます。また、さら

に広島市の研修所へも１名の受け入れをお願いし、

救急救命士の不足を解消できるよう考えていると

ころでございます。この３名については、今後継

続したいというふうに思っております。 

 また、救急救命士枠での採用につきましても、

流動的ではございますけれども続けていくことと

しており、住民サービスや救命率の低下にならな

いよう推し進めてまいりたいと考えているところ

でございます。 

○諸泉定次議員 

 わかりました。そこで、この救急救命士の養成

に伴い、消防士の中からその分だけの人員を引き

抜かれるということになると思うんですけれども、

そうなりますと他の職員の負担もふえるというふ

うに思いますけれども、どのように対処されるつ

もりなのか。そのことで本来の業務に支障を来さ

ないようにどのようにされるのか、お尋ねしたい

と思います。 

○手塚義満消防副局長兼総務課長 

 お答えいたします。 

 議員御指摘のとおり、救急救命士養成所研修は

約７カ月ございます。長期にわたりますので、こ

の間はほかの職員にカバーしてもらうことになり

ますが、来年予定している３名の研修者の所属を

分散し、各所属の人員のバランスをとることで職

員の負担軽減を図るとともに、他の職員の協力を

得ながら対応していきたいと考えております。 

○諸泉定次議員 

 そうしますと、バランスをとるというのは同じ

部署の者をごそっと抜くということではなくて、

それぞれ部署のところから抜くということと、７

カ月間の研修というのはかなり長期ですよね。交

錯する、要するに２人が抜けるとか、そういうこ

とはないのかどうかお尋ねしたいと思います。 

○手塚義満消防副局長兼総務課長 

 研修期間は同一でございますので、所属をばら

ばらにするということでございます。 

○諸泉定次議員 

 わかりました。 

 そこで、こういうふうな形で消防士さんを養成

するということはもちろん大切なことと思います

けれども、あわせて救急救命士の採用枠を確保す

るということと、たまたまかもしれませんけれど

も、平成21年度、22年度と立て続けに採用が結果

的にはゼロであったということでありますけれど

も、こうした専門学校などとのネットワークを通

じたアプローチというのはどのようにされている

のかですね。 

 昨年８月のときもちょっと聞きましたけれども、

知識や免許を持っていても体力が不足するとかい

うのを聞きました。したがって、救急救命士の役
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割、任務内容などが正しくそういう専門学校等々

に伝わっているのかどうかですね。体力も大きな

要素であると、そして、非常にやりがいのある仕

事であるということなどが正しく伝えられている

のか。そうした連携が必要というふうに思われま

すけれども、そういったところについてはどのよ

うに対応されているのかお尋ねしたいと思います。 

○手塚義満消防副局長兼総務課長 

 救急救命士の採用が少ない要因の一つとして、

先ほど述べました採用状況にも見られますように、

受験者数も少ないというようなことが挙げられま

す。このことにつきましては当初から十分認識し

ておりますことから、救急救命士を養成する専門

学校に採用情報を積極的に提供するとともに、採

用案内、申込書などを送付することで受験者の増

加を図ってきました。 

 なお、九州では救急救命士学科がある専門学校

は３校程度と非常に少のうございます。それで、

関西、関東方面の専門学校への採用案内等の送付

も行っている状況ではございます。また最近では、

医療関係や体育系の大学、これらの大学におきま

しても救急救命士専門の学科を新設されておりま

して、この学生を対象とした採用情報の提供及び

採用案内等の送付も行ってはおります。 

 次に、専門学校との連携ということでございま

したけれども、採用案内を送付する時期になりま

すと、各学校の就職担当者のほうからも問い合わ

せが多数ございまして、その際には情報交換を行

うほか、救急救命士の資格のみではなく、学科及

び体力が重要であることを十分説明はしておりま

すし、学生の受験に対する意識づけをお願いして

いるというところではございます。しかしながら、

現状では受験者の増加が見られないことから、今

後も引き続き救急救命士を養成している専門学校

などの関係機関に採用に関する情報提供、また情

報交換を行い、受験者数をふやすことで、少しで

も多くの採用による救急救命士の確保を目指し、

努力していきたいと考えております。 

○諸泉定次議員 

 いろいろ努力されているというふうに思います。

ぜひ今後も、人命救助の最前線で頑張っておられ

る救急救命士についてはさらなる充実をお願いし

て、消防行政に対する一問一答を終わりたいと思

います。 

 次に、介護行政について一問一答に移ります。 

 先ほど廣重課長や諸江課長からもお聞きしまし

た。違反事業所ということでありますけれども、

この管内の499事業所、分けて調査しているとい

うことでありますけれども、実際、先ほどお話が

あった違反、それも内容はいろいろあると思いま

すけれども、それについてどのように指導され、

そういうことが起きないようにされているのか、

まず、それについてどのような取り組みをされて

いるのかお尋ねしたいと思います。 

○廣重和也総務課長兼業務課長 

 指導はどのようにされているかという御質問だ

ったと思いますが、通常的な指導としては、法に

基づく指導を行っております。それは、総括の中

でもお答えはしておりますが、「介護保険施設等

の指導監督について」という国の通知文書があり

ます。その中で集団指導と実地指導、それから監

査指針に基づく監査、あとは書面の監査ですね。

これは営利法人関係の監査です。ほかには、介護

給付の適正化推進事業に基づくケアプランチェッ

クとか、そういった指導も行っております。 

 指導だけではなく、事業所の苦情通報等もござ

います。苦情通報がされたときはどう対応するか

ということになりますが、まず、その事実の確認

を行います。それから、利用者やその家族及び同

じ事業所を利用している方などにお話を伺いまし

て、その情報をもたらした周辺状況を確認いたし

ます。情報として緊急性が高いものや重要なもの

である場合は、事業所に直接出向き、内容の確認

を行っているところでございます。 

○諸泉定次議員 

 そこで、苦情等についてもそのようにされてい

るということであります。聞けば、499事業所、

３年ごとに分けて調査されているということをお

聞きしておりますけれども、もともと違反があっ

てはいけないわけですから、そういった意味から

いえば、広域連合として全部を調査するというこ

とではなくて、私が考えるのは、ここは非常に優
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良な事業所と、それから、ここはちょっとグレー

なところとか、そういうところはずっとやってお

られるわけですから、大体把握できているんでは

ないかというふうに思うわけですね。そうであれ

ば、限られた人員で限られた事業所を調査すると

いうことであるならば、もう少しそこら辺は、ち

ょっと疑問に感じるところとか、ありていに言え

ば優良事業所の指導というか、そこら辺は少し置

いておいてでも、そうでないところにもう少し指

導監督を強めて公平公正なサービスが提供される

ように、そのように集中してもいいんではないか

というふうに考えるわけですけれども、そのとこ

ろについてはどのように考えられていますか。 

○廣重和也総務課長兼業務課長 

 限られた人員でございますので、限られた人員

と時間、広域連合職員の数から、事業者の指導に

は効率化、より高い効果が求められるのは承知し

ております。現在でも効率的、また効果的な事業

所の指導を心がけております。 

 今後は、社会福祉法人や医療法人などで他のお

手本となるような優良な運営をされている事業所

について、今までは３年に一度という実地指導の

サイクルを、ある程度スパンを長くとると、そう

いうふうにして不適切な介護サービス事業運営を

行う事業所について、期間を短期間に狭めまして

次の実地指導を行うと。つまり、優良な事業所は

３年に一度という固定観念ではなく、スパンを長

くし、不適切な事業所については２年、１年、あ

るいは半年置き、そういった感じで指導を行うよ

うに心がけます。実地指導を行うことや、また、

同じ法人の他の事業所を実地指導して訪問する。

複数の事業所を抱えておられるところは、ほかの

事業所も回って、その辺の勤務実態をつかんでい

きたいと。必要に応じて弾力的かつ恒常的な、効

果的に実地指導を行っていきたいと考えておりま

す。 

 それから、実地指導については、事前の連絡を

行わない事業所指導についてですが、今はあらか

じめ文書等の作成等について、準備期間というこ

とで事前に連絡をしております。それで、それを

行わないで急な訪問によって介護サービスを提供

している職員を拘束すると、利用者のサービスに

影響を与える場合もあります。事前に連絡するこ

となく訪問するというのは、今は通常は行ってお

りません。しかしながら、緊急性が高い事案、そ

れから重要な事案については、事前に連絡を行わ

ず、指導のための訪問を行っている場合が、これ

はあります。 

 今後につきましては、よりよい介護サービスを

行っていただくための指導を行い、不適正な介護

事業所については厳正に対処し、指導を強化して

いくようにしていきたいと考えております。 

○諸泉定次議員 

 ぜひ頑張っていただきたいと思います。という

のも、先ほど総括質問の中で言いましたように、

たまたま９月に相談を受けまして、非常に悪質で

あったということで、こういうところは飛び込み

で──いや、いつもいつもせろというわけじゃな

いですよ。こういう悪質なところは何カ所も持っ

ておられて、話を聞けば、看護師さんとかずっと

回して、そのときの調査が事前にあれば、もう体

裁だけつけるという話を聞きましたので、そうい

う悪質なところはいきなり入って、どうかという

ことでしなきゃ、なかなか改善されんじゃないか

ということで、そういうことでこういう質問をさ

せていただいております。 

 そこで、先ほどお話を聞きましたので、ぜひそ

ういう公平性、みんなで負担しているわけですか

ら、きちっとされるように指導していただきたい

ということと、こういう調査をする場合、何を一

番重点的にされているのかということなんです。

私なんかはやっぱり人員配置ですね、こういうと

ころが、もちろん受け入れることもありますけれ

ども、こういう違反の摘発のときに何を一番重視

されて調査されているのか、それについてお尋ね

します。 

○廣重和也総務課長兼業務課長 

 調査をするときに何を一番重視されているかと

いう御質問ですが、お答えいたします。 

 介護サービスは、介護職員、看護職員、その他

必要な従業者によって、入浴、排せつ、食事等の

介護、それから機能訓練並びに看護及び療養上の
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管理などのサービスが提供される性格上、こうい

った介護従事者が欠けているということは、サー

ビスの質が確保されない直接の原因であります。

利用者に対する適正な人員配置や、また、介護福

祉士等の資格の有無などを正確に確認しておりま

す。 

 それから、同一法人による事業所間の二重の配

置、これが結構問題でありまして、それについて

個々の別々の事業所の勤務の実績、勤務予定表な

どを提出させまして、突き合わせをして確認して

いるところでございます。 

○諸泉定次議員 

 よくわかりました。ぜひやっていただきたいと

思いますけど、最後にもう１回聞きますけれども、

この違反事業者で改善指導を出す。出しても従わ

ない事業者に対しては、どのような毅然とした態

度をされているのか、それをお尋ねしたいと思い

ます。 

○廣重和也総務課長兼業務課長 

 従わない事業者にはどういうふうに対応されて

いるかということですが、実地指導につきまして

は、よりよいケアの実現のための指導であります。

不当・違法な状態が継続し、改善が望めない事業

所に対しましては、介護保険法第76条に基づく監

査を実施しております。 

 同条項は、介護サービス事業所の指定基準違反

等の確認のために、必要に応じて事業所に立ち入

り、設備もしくは帳簿書類、その他の物件を検査

する権限を自治体に付与されているものでありま

す。監査は、介護サービス事業所の指定の取り消

しを含め、改善勧告、改善命令など、必要に応じ

た行政指導並びに行政処分を行うこととなります。 

 広域連合の監査の実施件数といたしまして、平

成20年度に２件、21年度はありませんで、22年度

現在１件となっております。 

 以上です。 

○諸泉定次議員 

 それじゃ、ケアマネジャーのことについてお尋

ねしますけれども、特定の事業所に集中して紹介

され、90％を超えたらだめだということでござい

ました。返還金もあっているということで今御説

明があったわけですけれども、こうしたところで

ケアマネジャーの資質向上、返還まで出てきてい

るということでありますので、この資質向上につ

いてどのように広域連合として取り組んでおられ

るのか、お尋ねしたいと思います。 

○廣重和也総務課長兼業務課長 

 ケアマネジャーの資質向上にどういうことで取

り組んでいるかという御質問内容です。 

 平成19年度から、介護支援専門員を対象とした

モチベーションアップのための研修会を毎年開催

しており、今年度におきましては、２回の研修会

の開催を考えているところです。 

 このうち１回は、直面する課題にいかに取り組

むかのグループ討議、実践的なグループ討議を含

む研修を計画しています。これは３月に実施をい

たします。また、平成21年度からは、厚労省の通

知によりますケアプランの点検事業を行っており

ます。これは、居宅介護支援事業所のケアプラン

が自立支援に資する適切なプランになっているか

検証確認をするもので、基本となる項目に介護支

援専門員と一緒になって双方向で意見を出し合い、

介護支援専門員の気づきを促すとともに、健全な

給付の実施を支援する事業であります。 

 ケアプラン点検事業の実施件数といたしまして

は、居宅介護支援事業所107カ所事業所のうち、

21年度に12事業所、22年度１月末までに25事業所

を行ってきたところであります。 

○諸泉定次議員 

 よくわかりました。みんなで負担する介護制度

であります。よりよい充実したものとなるように、

公平公正さを期して頑張っていただくということ

をお願いして、私の質問を終わります。 

○松尾義幸議員 

 小城市の松尾義幸です。 

 2012年度の介護保険制度改定に向けて。 

 厚労省において、社会保障審議会介護保険部会

が2010年11月19日に最終報告書の素案を示しまし

た。佐賀中部広域連合においては、2012年から始

まる第５期介護保険事業計画を策定するため、新

年度予算において策定委員会を設置するための予

算も提案をされています。 
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 素案における主な改定論議のポイントについて、

４点質問を行います。 

 １点目は、要支援者や軽度の要介護者の切り捨

てについてです。 

 要支援１、２の要支援者や軽度の要介護者の人

を保険サービスの対象外にしようとする仕組みが

盛り込まれています。ヘルパーが来られなくなっ

たら困る、今も我慢しているのにと、心配の声が

出ています。 

 ２点目は、施設に入居している人の施設居住費

の値上げについてです。 

 多床室の場合、現在は光熱水費が徴収されてい

ますが、これに加えて、施設の減価償却費に相当

する居住費を月5,000円程度徴収するというもの

です。 

 ３点目は、年間所得200万円以上の高齢者の利

用料負担を現在の１割から２割に引き上げようと

していることです。 

 ４点目は、保険料アップか、利用料アップか、

給付削減かの選択肢をとるのではなく、公費負担

をふやすことが介護保険の解決の道ではないかと

考えます。 

 以上について、佐賀中部広域連合の見解につい

て質問をいたします。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 それでは、松尾議員の御質問にお答えいたしま

す。 

 社会保障審議会介護保険部会での審議を取りま

とめた介護保険制度の見直しに関する意見の中で

は賛否両論の意見がありましたが、それを受けた

平成23年１月21日の全国厚生労働関係部局長会議

資料、私たちのほうに説明があった部分ですが、

介護保険制度の見直しの項目の中に、多床室の施

設居住費の室料徴収、年間所得200万円以上の高

齢者の負担引き上げ、公費負担の引き上げについ

て記載がされておりませんでした。 

 また、議員がおっしゃった制度について、部局

長会議の資料の中に、保険者の判断による予防給

付と生活支援サービスとの総合的な実施を可能と

するという記載がされておりました。現在、開会

されている通常国会のほうへ介護保険等の一部改

正法案を提出するということにされており、平成

24年４月施行を予定されているようです。 

○松尾義幸議員 

 ただいま課長のほうから、素案に対して全国部

局長会議資料に基づいて答弁をいただきました。 

 一問一答方式に移ります。 

 １点目の軽度者の切り捨てについてであるわけ

ですけれども、先ほど保険者の判断によるという

ことで答弁をいただいたわけですけれども、私は、

具体的にどういう症状がある人を切り捨てようと

考えているのかと。表現は十分じゃないかもわか

りませんけれども、要するに保険サービス外に置

こうとしているということについてです。 

 わかりやすく、40歳から64歳までの第２号被保

険者で16の特定疾患にかかっている人で介護を必

要とする人は、認定を受け介護保険を利用されて

いるわけですけれども、佐賀中部広域連合で第２

号被保険者の認定を受けている人は何人で、その

中で何人が介護保険を利用されているのか、これ

が１点です。 

 ２点目に、要支援１、２の認定者は何人おられ、

実際に介護保険を利用されている人は要支援１、

２のうちで何人か。以上について質問をいたしま

す。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 まず、第２号被保険者の40歳から64歳までの認

定者は何人かということでしたけど、いわゆる第

２号被保険者は、議員おっしゃったように特定疾

病と言われる16の病気、いわゆる老化を原因とす

る病気ということで定められておりますけど、そ

の中での総数は、11月で出したところ427人の方

がいらっしゃいました。そのうち要支援１が44名

で要支援２が69名ですので、113名となります。 

 そのうち何人が利用されているかということま

でお聞きだったと思いますけど、要支援１、２の

認定を受けられ、実際介護サービスを受けられて

いる方は、同じく平成22年11月時点で75名いらっ

しゃいます。 

 以上です。 

○松尾義幸議員 

 ただいま私が第２号被保険者について聞きまし
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たのは、具体的に症状がどういう症状であるとい

うのがわかりやすいという意味で聞いております

ので、御承知いただきたいというふうに思います。 

 先ほど答弁いただきましたように、第２号被保

険者は老化が原因とされる病気、特定疾患によっ

て介護の支援を受けることができるわけですけれ

ども、ただいま認定者が427人いらっしゃって、

私はここで軽度者のことについて質疑をしており

ますので、うち要支援１と２の人が113人いる中

で、具体的に介護の利用をされている人が75人と

先ほど答弁いただいたわけですけれども、かなり

の人がいらっしゃるという認識を私、持ちました。 

 既に資料をいただいておりまして、この75人の

中で一番多い、16疾患の中で49人が脳血管疾患の

方が要支援１、要支援２でサービスを受けられて

いるということになるわけですけれども、脳梗塞

や脳出血、あるいはクモ膜下出血などの症状から

手足の麻痺や感覚の低下、あるいはろれつがよく

回らないというふうな構音障がいなどを抱えてい

る人たちです。 

 今回の介護保険の厚労省の改定では自治体の判

断ということが入っておりますけれども、本人の

能力をできる限り活用して自立を目指す制度の趣

旨と強調をしながら、要支援者を介護給付から外

し、自治体任せのサービスに移そうと考えている

ようです。中部広域連合として、この厚労省の考

え方について、どのように受けとめられているか

質疑いたします。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 先ほど議員がおっしゃられたように、要支援と

かいう部分について、総合的な支援等できるとい

うことだったんですが、一律に市町村へ求められ

ている部分ではないということで、判断もできる

ということになっています。保険者の選択があっ

て、その選択の詳細も現在のところわかっていな

い状態です。議員がおっしゃるように、例えば、

それを保険者のほうに求められるということにな

っても、私たちが現時点でどういった状態で進め

ていくかというのは具体的にわからない部分があ

りますので、国の情報等もやっぱり見ながら行か

なくてはならないと思うということで、お答えさ

せていただきたいと思います。 

○松尾義幸議員 

 軽度者の切り捨てを厚労省は考えているという

ことを私申し上げたわけですけれども、要するに

要支援１、２、それから、要介護者で軽度の人と

いう受けとめにもなるわけですけれども、受け皿

を、少額の報酬で賄う有償ボランティア等の取り

組みをモデルケースとして考えているという状況

にあります。 

 紹介をしますと、東京都武蔵野市の財団法人武

蔵野市福祉公社による有償在宅福祉サービス、こ

こでは、基本利用料月１万円で介護士などが月１

回訪問をするわけですけれども、家事援助は別途

１時間850円徴収をするということで、現在、家

事援助の利用者は55世帯、稼働する有償ボランテ

ィアは28人になっています。 

 そうした点から、現在はホームヘルパーで行っ

ている生活支援を、ヘルパーのなり手もないのに

報酬の安い有償ボランティアにするとか、あるい

は見守りで行うとか、そういう取り組みが具体的

にモデルとして出されていて、武蔵野市福祉公社

の課長さんは「モデルにされて迷惑をしている」

というふうに言われているわけですけれども、今

申し上げましたように、そうした有償ボランティ

アなどヘルパーの資格を持ってない人も生活援助

の担い手と考えているようです。 

 これから第５期介護保険事業計画を佐賀中部広

域連合でも計画していくわけですけれども、そう

した自治体の判断、あるいは保険者の判断という

ことにはなっていっているわけですけれども、こ

うした考え方が今度の素案の中に含まれていると

いうことを私は申し上げたいわけです。 

 認知症や精神疾患の方には、専門的配慮や技術

を持ったホームヘルパーの援助が不可欠ではない

かと思います。また、要支援者を地域支援事業に

移した場合、地域支援事業のサービスの枠がさら

に広がっていかなければサービスの水準は保てな

いと思うわけですけれども、有償ボランティアの

受け皿、そうした点については、先ほど課長は詳

細がわからないということであったわけですけれ

ども、保険者の判断ということも含めながら、既
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に厚労省はこういった状況を進めていこうとして

いるわけですので、以上について質疑を行います。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 先ほど議員が例示をされた有償ボランティアと

いうことも含めてですが、一律に全国にそれを押

しつけようとしているかということは、まだ現時

点ではわかりませんが、そういうことはないので

はないかと私たちも思っているところです。 

 国のほうの中央社保協というところに、厚労省

が１月７日に「介護保険制度見直しに関する意

見」とか「介護保険法等の一部を改正する法律案

のポイント」等の内容について、厚生労働省の老

健局がレクチャーをしたときの報告書があったわ

けですが、「「保険者判断による予防給付と生活

支援サービスの総合化」とあるが、地域支援事業

と予防給付を一体化させる法改正なのか。また、

その範囲と具体的な手続きについてはどのように

構想しているのか。財源的に予防給付費と地域支

援事業費をどのように整合させるのか」という質

問に対して、厚生労働省は、「予防サービスと配

食・見守り等を一体的にサービス実施し、非該当

者であってもうけられるようにするためのもので

ある。そういう趣旨にそって、どういう制度にす

るかは検討中。サービスを縮小するという趣旨で

はない。介護保険部会では給付と負担のありかた

の議論があったが、財政を削減するという項目と

は位置付けていない。保険者判断ということで、

サービスを総合化することによって充実させると

いう趣旨。 

 個々の利用者の状態像と意向を踏まえて保険者

が判断する。総合サービスを導入したところが一

律に予防給付を減らすということではない。 

 地域支援事業は給付費の３％上限を外すのかに

ついては、現時点では具体的には応えられないが、

一律に減らすことは考えていない。総合サービス

が「できても引き続き予防給付で」という自治体

も出てくるだろう。実際総合化に手を挙げられる

市町村はそんなにないのではないかと考えてい

る。」と、厚労省のほうが答えています。 

 このように、詳細については国のほうで検討中

であり、どのような制度になるかはまだはっきり

してない部分がありますので、何とも言えません。

しかし、先ほど厚労省の説明という中で申し上げ

たとおりに、個々の利用者の状態像と意向を踏ま

えて保険者が判断するということですので、利用

者にとって有利なほうを選択できる制度ではない

かということも考えているところです。 

 今後、詳細が明らかになり次第検討することに

なりますけど、予防給付は先ほど議員おっしゃっ

たように、要支援１、要支援２の人たちがケアプ

ランに基づき受けられている適切なサービスであ

り、適切なサービスを受けることによって住みな

れた地域で暮らせる期間が長くなると思いますの

で、本広域連合としては、現時点では予防給付と

生活支援サービスの総合化を導入するというのは

予定としてありません。 

○松尾義幸議員 

 中部広域連合の見解は一定理解をいたしました。

そこで、ホームヘルパーの位置づけであるわけで

すけれども、先ほど紹介をいたしました武蔵野市

の福祉公社の場合は有償ボランティアという位置

づけがあるわけですけれども、繰り返しになりま

すが、ヘルパーの資格がなくてもできるというこ

とであるわけですけれども、私は、ホームヘルパ

ーは、生活援助は単なる家事とは違って、調理や

掃除という行為を通じて、その人本来の生き方や

生活の目標が復元できるように援助していく専門

職の対人格労働だというふうに認識をしています。

これについては、既に聞き取りのときに資料等を

差し上げたわけですけれども、そういう認識を持

っておりますので、いかにホームヘルパーの人た

ちが対人的にかかわってその人の能力を引き出す

という点も含めてやられているかということを、

私は改めて認識をしなければいけないというふう

に思っています。そういう点からしても、有償ボ

ランティアということがモデル的にされておると

いう点について、私は非常に軽度者を地域支援事

業に移行させていこうという取り組みについて不

安を持っているところです。 

 そこで、平成21年度決算で、佐賀中部広域連合

で介護給付費総額に対する地域支援事業費、先ほ

ど私、枠は３％ということを申し上げましたけれ
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ども、その比率は幾らになっているのか質疑を行

います。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 各年度予算は事業計画等に対して３％組んでい

るというのは予算のときも申したかと思いますけ

ど、さっき議員おっしゃったように、決算では今

21年度分が出ておりますので、21年度決算という

ことでお答えさせていただきます。 

 21年度の保険給付費の決算の総額は217億5,068

万6,981円です。地域支援事業の決算額ですが、

５億7,623万5,607円です。割合からすると2.65％

という決算になっております。 

 以上です。 

○松尾義幸議員 

 今、介護給付費総額に対する地域支援事業費の

率を出していただいたわけですけれども、軽度者

の切り捨ての考え方からいきますと、この状況が

進行していけば、政令で定められている介護給付

費の３％以内ではおさまらなくて、現在でも要支

援１、２の介護給付費は同給付費全体の5.9％、

3,570億円──これは全体でですね、全国で。こ

ういうふうになっているらしいですけれども、要

支援者へのサービスを地域支援事業に組み込むな

らば、上限を９％程度にしなければサービス水準

は維持できないということを述べているところも

あるわけです。そうした点からしても、やはり先

ほど中部広域連合としては見解をいただいたわけ

ですけれども、そういう状況もあるということも

申し上げておきたいと思います。 

 続けて、３点目の年間所得200万円以上の高齢

者の利用負担引き上げ、これについては、先ほど

説明をいただきました１月21日の全国の部局長会

議の資料には、年間所得200万円以上の人たちの

利用負担は上がっていないということですけれど

も、厚労省がこういう考え方を持っていますので

お聞きしますけれども、佐賀中部広域連合では現

在の認定者は何人で、そのうち200万円以上の高

齢者は何人おられますか。質疑します。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 私たち中部広域連合では所得階層区分に応じて

求めていますので、所得200万円以上というのを

収入段階の第７段階ということで、第７段階の方

は本人に住民税が課税されており、前年度の合計

所得金額が200万円以上の人ということになって

おりますので、その方々の人数ということで、第

７段階の人は認定者１万4,377人のうち873人とい

うふうになっています。 

○松尾義幸議員 

 はい、わかりました。873人の人たちがそうい

う厚労省の当初の素案の考え方では１割から２割

負担という状況が生まれるというふうなことであ

ったわけですけれども、しかし、現在の段階では

そういう記載はないということですので、それは

了解をしたいと思います。 

 ４点目の公費負担の件ですけれども、これも触

れられてないということですけれども、私が入手

しました「介護保険制度の見直しに向け、さらに

議論が必要な論点について」というものが今回の

介護保険改定について出ているわけですけれども、

その中で「公費負担の引き上げについて」という

のがございまして、その中で「公費負担割合を引

き上げることについて、どう考えるか。」という

ことで論点が出ておりまして、その中に「公費負

担割合を５割から６割に引き上げ」ということが

明記をされているわけですけれども、この５割か

ら６割にふやす考え方が、先ほど申し上げました

ように、介護保険部会で論議をされています。中

部広域連合の見解も伺いたいと思います。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 公費負担の変更ということですが、介護保険の

中で、公費負担の変更には法の改正が必要になっ

ています。しかし、先ほど申し上げたとおりに、

今回の法改正には公費負担の割合について法改正

案のほうに上がっておりませんでしたので、見送

られる可能性が高いと思いますけど、今後の国の

社会保障審議会の審議を注視していきたいと思っ

ているところです。 

○松尾義幸議員 

 公費負担については、介護保険は国が責任を持

って公費負担を５割から６割にすると。いずれは

７割５分まで持っていくべきだと考えております。

中部広域連合でも、要望等を国に出す場合には公
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費負担の引き上げ、特に国の負担を引き上げるこ

とについて要望等されるよう要請をしまして、私

の一般質問を終わります。 

○西岡義広議長 

 これより休憩いたしますが、本会議は午後３時

15分に予鈴いたします。 

 しばらく休憩いたします。 

午後２時58分 休 憩   
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平成23年２月７日（月）   午後３時17分 再開 

 

出  席  議  員 
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○西岡義広議長 

 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 広域連合一般に対する質問を続行いたします。 

○佐藤知美議員 

 神埼市の佐藤です。一般質問を行います。きょ

う最後で大変お疲れと思いますが、ぜひよろしく

お願いいたします。 

 私の今回の一般質問は、第５期の介護保険計画

策定についてお尋ねをいたします。 

 厚生労働省においては、来年の介護保険制度改

定に向けて審議会開催など作業が進められている

段階です。現在開かれています通常国会に関連法

案が提出される予定になっていますが、佐賀中部

広域連合の第５期計画策定については、第４期の

計画における問題点や反省点を生かして、被保険

者にとって利用しやすい制度にしていくことが求

められていると思います。 

 第４期計画は、第５期計画の最終年度、平成26

年に目標を設定し、そこに至る中間計画として策

定をされていますが、２年経過した中で、問題点

や、あるいは数量の見込み違いなどの反省点、こ

ういった問題について総括的に質問をいたします。 

○廣重和也総務課長兼業務課長 

 第４期計画の現時点における問題点、大きな見

込み違い等の反省点というふうに言われておりま

す。さきの白倉議員の一般質問と同じ内容となり

ますので、簡潔にお答えしたいと思います。 

 第４期介護保険事業計画において、現時点にお

ける問題点や大きな見込み違いなどの反省点とい

うものですが、先ほどの答弁と重なってしまいま

すが、大きく２点あります。 

 まず１つは、要支援、要介護の認定者数が事業

計画で見込みました数値より大きく上回ったこと

であります。この原因といたしまして、第４期の

開始時に地域包括支援センターを増設したことが

大きく影響をしております。 

 次に、地域密着型サービスの整備が事業計画に

定める目標値と乖離していることであります。 

 認知症対応型共同生活介護については、ほぼ達

成しておりますが、ほかの夜間対応型訪問介護、

認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護

については目標値を下回ったものとなっており、

事業所の参入は伸びていない状況となっておりま

す。 

 また、効果が上がっているものとして、地域支

援事業における包括的支援事業があり、地域包括

支援センターの第４期の16カ所の増設は相当の効

果を上げているものとなっております。これら以

外につきましては、ほぼ計画どおりの進捗だと考

えております。 

○佐藤知美議員 

 問題点、反省点について１点だけお尋ねをしま

す。 

 ２つ目の課題として出された地域密着型サービ

スが大きく計画から乖離をしているという問題で

すけれども、一つは事業所の参入がおくれている

ということが理由になっていますけれども、一つ

は事業所任せになっていないかという問題です。

例えば、夜間訪問サービスとか、そういった事業

所がなかなか参入をしてこない、だからできない

んだという答弁になっていますけれども、そうい

う事業所に対する働きかけ、こういったものはな

されているかどうか、まず１点お尋ねをします。 

○松永政文事務局長 

 それでは、佐藤議員の地域密着型の施設整備が

なぜ計画どおり進んでいないのかという御質問で

ございますけれども、22年度は緊急基盤整備とか

地域密着型についても補助制度なんかを国のほう

は設けております。グループホームにつきまして

は、計画どおり第４期進む予定でございますけれ

ども、小規模多機能でございますとか夜間の訪問

介護、ここら辺が進んでいないというのは、事業

所も民間事業所でございますので、ある程度採算

面も考えておられると思います。 

 夜間訪問型につきましては、やはり１人月額１

万円の報酬といたしますと、20人抱えておりまし

て月20万円と。いろいろな諸経費等を引きますと、

30人ぐらいは抱えないと採算が合わないというよ

うなところで、夜間訪問型のサービスを開始した

場合に採算がとれるのかというようなことが御心

配だと思います。 

 また、小規模多機能につきましても、定数が25
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名でございまして、通所とかも数が決まっており

ます。泊まりも１日９名までというような、厳し

い基準といいますかね、そういったのがあります

ので、民間事業所としては、そこら辺の採算が合

うかどうかということで慎重になって、私どもが

公募いたしましても手を挙げられないというふう

に思っております。 

○佐藤知美議員 

 今もそういった計画と乖離している事業につい

ては、できるように努力をされているというふう

に思いますけれども、さらに強く努力をしていた

だきたいというふうに要望しておきます。 

 それで、計画改定の中で一番やはり問題になっ

てくるのは、保険料の問題ですよね。保険料が幾

らになるのかということが被保険者にとっては一

番関心事です。 

 第４期のときには介護報酬の引き上げがありま

して、それに対する国の臨時特別交付金、それか

ら、中部広域連合の基金を活用して第３期と同じ

ように保険料を抑えるという努力が払われました。

３期と同じように保険料を抑えるという中で、基

金の取り崩しが12億円から13億円というお金が使

われているわけですけれども、私はそういった第

４期でなされたような保険料の据え置き、これを

当然すべきだというふうに思っているんですけれ

ども、今、国が素案の中で厚労省が示している数

字というのは、保険料が5,000円を超えるんじゃ

ないかというふうに言われていますよね。そうす

ると、全国の広域連合、あるいは市や町や村では、

5,000円になったらもう負担の限界を超えるとい

うふうな声も自治体から出されているわけですよ。

もしそういった状況になったときに、どういうふ

うに対応するか。 

 私はさっき言ったように、第４期でなされたよ

うな基金の繰り入れ、あるいは今回も国の厚労省

の素案の中で介護報酬の引き上げがされるような

報道もされていますけれども、それがもしされた

場合には、同じように臨時交付金が国から出され

ると思いますけれども、そういったものも活用し

て抑えるべきだというふうに思うんですけれども、

いかがでしょうか。 

○廣重和也総務課長兼業務課長 

 まず、来春の第５期に向けた現在開会中の国会

に提出されている法改正案では、次の６点が示さ

れております。 

 第１に医療と介護の連携強化。２つ目に高齢者

の住まいの整備や施設サービスの充実。３番目に

認知症対策。４番目に保険者が果たすべき役割の

強化。５番目に介護人材の確保とサービスの質の

向上。最後に介護保険料の急激な上昇の緩和。 

 最後に挙げました急激な上昇の緩和という点で

は、各都道府県に積み上げられた財政安定化基金

を取り崩して保険料の軽減に充てるよう厚生労働

省が想定をしております。しかし、公費負担割合

の増率などは措置されておらず、第４期だけの特

例であります介護従事者処遇改善臨時特例交付金、

これがなくなりますと、第３期において積み上げ

ていた給付費基金の残高減と高齢者人口増加によ

る給付費の自然増などで保険料は上昇するものと

考えております。 

 ただし、法整備を要しないほかの財源措置につ

いては示されておらず、給付費に大きく影響する

介護報酬の額も、過去の例でいきますと約１年後

に示されるため、その上昇幅がどれくらいになる

かはわかっておりません。 

 また、サービス負担割合については法改正が行

われないため、現在の１割負担が持続するものと

思われますが、こちらについても、介護報酬額が

示されないと実際の負担増というのはわからない

のが実情であります。 

○佐藤知美議員 

 今の答弁からいくと、財政安定化基金の取り崩

し、一つはそれがあるわけですけれども、基金は

今、残高幾らになっていますか。それを活用した

場合に、それを活用して第４期の今の保険料を据

え置くということが可能なのかどうなのか、お尋

ねをします。 

○廣重和也総務課長兼業務課長 

 財政安定化基金についてお答えいたします。 

 これは国、県、市町村が３分の１ずつ持ち出し

て財政の安定化に資するための基金をしておりま

す。県の造成額が現在21億9,600万円ほどござい



佐賀中部広域連合 平成23年２月定例会 ２月７日（月） 

 

 

- 49 - 

ます。このうち広域連合の拠出額というのが、平

成12年から平成17年までの６年間拠出をして、現

在額が２億8,517万円というふうになっておりま

す。これを全部取り崩すというのは、介護保険運

営の財政の安定上、これはならないだろうと思っ

ておりまして、取り崩すのは市町村負担分、つま

り広域連合が拠出した額の２億8,500万円ぐらい

だろうというふうに考えております。これはまだ、

あくまでも我々の考えの段階です。 

 前回の第４期の際に介護報酬が３％引き上げら

れました。その分で臨時特例交付金が国から交付

されております。この分を１億6,730万円ほど、

平成21年、平成22年、平成23年と均等に予算的に

は分けておりますが、これが大体保険料額として

一人頭100円未満の額だったと思います。済みま

せん、正確には覚えておりません。ですから、連

合が拠出した財安の基金を取り崩しても、１億6,000

万円に対して今度は２億8,000万円ということで

すから、一人頭200円でもなればなというふうに

考えておるところです。 

 以上です。 

○佐藤知美議員 

 今の答弁を聞く限りでは、国の何らかの措置が

なければ、うちの単独では保険料を据え置くとい

うことは不可能だという状況ですよね。 

 そうすると、今でも私ども市町村でよくアンケ

ートをとりますけれども、以前は国保税の負担が

重いというのが第１に挙がっていました。今それ

が少しずつ逆転をし始めているんですよね。もち

ろん今でも高いですよ、国保税は。それから年金

の問題。そして、介護保険料が今１番、２番に挙

がってきているんですよ。介護保険料の負担が重

い、サービス料の負担が重いという、そういった

住民の意向が出てきているわけですよね。 

 そういったときに、次の第５期の改定の折、今

4,292円の保険料が仮に5,000円近くになったとす

るならば、本当に冒頭で言ったように、構成広域

連合や、あるいは各市町村が言っているように、

自治体自身が負担の限界を超えるというふうな状

況になるのではないかと思われます。これこそ国

が何らかの負担措置をやっていかないことには、

単独ではできない。そういう保険料を本当に次の

改定で被保険者に対して示すことができるのか。 

 だから、これから国が審議会あるいは法案づく

りの中でどういうふうな方向づけをしてくるのか

非常に注目をしますし、被保険者の人たちも十分

関心を持って見てくるだろうというふうに思いま

す。だから、私は当然、国の財政措置があって保

険料の据え置きをすべきだという観点です。 

 次にお尋ねをしますけれども、第５期の計画に

向けて第４期の計画を生かしていくということが

必要なわけですけれども、資料の49ページに「要

介護（要支援）認定者数（平成22年 12月末現

在）」というのが示されています。これを第４期

の計画の平成22年の数字と照らし合わせてみます

と、例えば、要支援１、平成22年12月末の実績は

2,126人です。計画は2,556人ということで、430

人少ないという実態。要支援２については、2,033

人の実数に対して計画は1,691人、プラス342人多

いと。それから、要介護１については、実数が3,234

人に対しまして計画は2,764人で、プラス470人と

いう状況です。要介護２、要介護３は、それぞれ

計画値よりも現数がマイナスになっています。 

 ところが、要介護４、要介護５については、そ

れぞれ計画よりも現数が、要介護４はプラス93人、

要介護５はプラス131人ということで、計画値よ

りも数字が大きくなっています。これをどう見る

かということなんですよね。これを第５期にどう

生かしていくか。 

 もちろん、この１年でまた数字が経過しますけ

れども、例えば、要支援２、要介護１が非常に計

画値よりも合わせると750名近く多いわけですよ

ね。こういったとき、これを見ると、介護予防サ

ービスがもっともっと手当をすべきだというふう

な感じを私は受けます。 

 それから、要介護４、要介護５の数字が計画よ

りも大きくなっているという問題については、こ

れは施設整備ですよね。私はそういうことをこの

「要介護（要支援）認定者数」からそういうふう

に思うわけですし、これを第５期に生かすべきだ

というふうに思っています。 

 それと、もう１点ですけれども、第４期の計画
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の中で、介護保険施設の入所申込者の待機状況が

示されています。 

 これは平成20年５月現在ですけれども、介護老

人福祉施設入所申込者1,363人のうち、介護度３

から５までの重度者の待機者が合計799人です。

申込者数の58.63％、これが３から５の人たちで

す。それから、介護老人保健施設入所申込者236

人のうち要介護３から５までの方が118名、ちょ

うど半分、50％です。待機者の中にもこういうふ

うに重度化が進んできているという数字がここに

示されておるわけですよね。 

 それと、さっき言ったように、平成22年12月末

現在の認定者数でも、介護予防サービスの充実、

そして施設整備が求められているというふうに私

は思うんですけれども、こういった数字、今の現

状と計画、どういうふうに判断をされるか、お尋

ねをします。 

○松永政文事務局長 

 ただいまの第４期の事業計画の推計の認定者、

要支援１、２並びに要介護４、５の方が計画値よ

りも多いということは、私どもも現在の認定者数

の分布で承知をいたしております。 

 この理由といたしましては、要支援１並びに要

介護１、ここにつきましては、先ほどからの答弁

でもお答えをいたしておりますように、地域包括

支援センターが22年度、２年目に入ったというこ

とで、地域に入っていきまして、民生委員とか自

治会の方々との協議の場なんかも持ちまして、閉

じこもりがちな人の情報を手に入れまして、そう

いった方々に介護サービスを勧めていると。その

成果ではなかろうかというふうに思います。実際

1,000人ぐらい認定者数ふえておりますけれども、

そのうちの８割ぐらいが包括経由でふえておりま

す。このことは短期的には給付費の増加を招くわ

けでございますけれども、介護度が軽いうちに介

護サービスを受けられて、自立支援の期間がその

方にとって長くなるという意味では、一つの介護

保険制度の成果ではなかろうかというふうに思っ

ているところでございます。 

 それと、もう１つ、要介護度が重い４、５の方

ですね、これはほとんど寝たきりの状態の方にな

るかと思いますけれども、これも若干ふえており

ますけれども、これは自然増といいますか、そう

いった範囲内でふえてきているというふうに思い

ます。 

 したがいまして、第５期に向けてどう対応して

いくかということになりますと、軽度の方につき

ましては、特定高齢者とかそういったことを言わ

れましても、自分は元気だから、まだ介護予防と

か、そういったことをする必要がないという認識

の方がまだまだ多いと思います。しかし、そうい

った方々にも今のうちから介護予防教室に通えば

元気な期間が長くなるというようなことにつきま

しては、いろんな資料等を使って今後啓発を図っ

ていく必要があると。こういった事業に参加すれ

ば健康な期間が何年延びますよとか、そういった

ことを具体的に言って啓発を図っていきたいとい

うふうに思っております。 

 それと、要介護４、５の方が多いということに

つきましては、特に認知症の方が４、５の状態に

なりますと、家庭での介護というのが非常に困難

になってくるかと思います。したがいまして、こ

れは私ども事務局だけで第５期に向けてどうこう

ということは言えませんけれども、第５期の事業

計画策定委員会にもそういったことは御説明をい

たしまして、グループホームにつきましては、少

しでも増床が図れればというふうに考えておりま

す。 

 それと、そのほかの４、５の方につきましては、

県が指定をしております介護３施設になろうかと

思いますけれども、そこら辺につきましても、県

とのやりとりの中で、ふえてきているということ

は伝えていきたいというふうに思います。 

○佐藤知美議員 

 要支援２、要介護１、これがふえたのは包括支

援センターの働きが非常に大きいということが答

弁でなされました。包括支援センターがもっと軌

道に乗り、そして認知をされていけば、介護予防

サービスも、さっき言われたように給付費はふえ

ますけれども、サービス利用がふえてくるという

ふうに私も思っています。だから、市町に置かれ

ています包括支援センター、これがもっと活動で
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きるような条件づくり、環境づくりというものも、

私はまた必要じゃないかというふうに思っていま

す。 

 次に移りますけれども、議案質疑の中で高齢者

要望等実態調査について質疑を行ったわけですけ

れども、この第４期計画の中に高齢者要望等実態

調査の基礎資料をどのように生かされて具体化さ

れたのか、お尋ねをします。 

○廣重和也総務課長兼業務課長 

 高齢者要望等実態調査の結果を第４期にどうい

うふうに生かされたかという御質問だったと思い

ます。 

 第４期事業計画に向けた実態調査は、佐賀県下

の介護保険者で作成したオリジナルの調査票であ

り、独自の調査項目を設定していました。この調

査項目の回答についてクロス集計したものを資料

として事業計画策定委員会に示しております。 

 また、その際には、この項目が第３期事業計画

策定時にも使用したものであったために、経年比

較を行いまして、調査時の状況だけではなく、第

３期事業計画の策定時と第４期事業計画の策定時

との差異を示しております。 

 このような形で作成した資料を、項目ごとに策

定委員会全体で説明を行いました。また、分科会

においても再度資料として提出し、活発な議論は、

居住型の施設の拡充や地域包括支援センターの取

り組みなどの意見として総括をされました。 

 以上です。 

○佐藤知美議員 

 数値的なものについてはそれでいいとは思うん

ですけれども、一番私が関心を持って、質疑もし

ていますし、中心になるのは、介護をされている

方の声なんですよね。本当に介護をしていく上で

納得できるような制度・体制になっているかと。

ここをいつも問題にし、その改善を求めているわ

けですけれども、今度の高齢者要望等実態調査を

見てみると、第４期では県のオリジナルで要支援

１から要介護５まですべて抽出して行いましたよ

ね。 

 今回は、非常に問題だと私が思っているのは、

回収率のこともそうですけれども、要介護３から

５の方が対象外になったということなんですよね。 

 その理由としては、給付費で数量を図ることが

できるからと、あるいは、認知症の方に聞いても

もちろん答えることができないでしょうし、そう

いった部分はわかるわけですけれども、国の一律

の調査項目、これで本当に──全国的な介護保険

であったにしても、佐賀県、あるいはこの中部広

域連合内の地域性とか、あるいは所得の格差も違

うし、そういった独自性があるわけですよね。だ

から、第４期の実態調査の折には県でオリジナル

をつくったわけでしょう。 

 だから、私は本当は厚労省一本の調査項目では

なくて、やはり独自の項目を設けて、利用する人

たちが利用しやすいように計画を改善していくと

いうことが本当に求められているというふうに思

うんですよ。 

 それで、今回の要介護３から５の人たちのそう

いった実態、それは数字的にはわかるでしょう。

給付費から換算すれば出てくるかもしれませんけ

れども、本当にその人たちが求めている制度、そ

ういったものをつかもうと思うならば、こういっ

た重度の人たち、それを見ている家族の方たち、

それこそ必要な調査ではないですか。そう思いま

すけれども、いかがですか。 

○廣重和也総務課長兼業務課長 

 要介護３以上の方については、介護保険給付を

受けている方が約86％となっております。また、

その給付額においても、平均月額が21万円を超え

るものであり、介護保険給付を前提として生活を

営んでいるものと考えられます。 

 厚生労働省においても、こういった状況を踏ま

えて、モデル事業を実施した上で、要介護３以上

の方については介護保険給付の実績を推計するこ

とだけで事業計画策定を可能だと判断されたもの

と考えております。御家族の意見も大切だと考え

ますが、まずは介護サービスの充実、適正化が必

要なものと考えられます。 

 以上です。 

○佐藤知美議員 

 そういう状況だからいつも言うんですよ、保険

料あって介護なしと。今度の改定でもし保険料が
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上がれば、さらにそういう気持ちが強くなります

よ。 

 前の広域連合の議会の折にも私も言ったんです

けれども、私自身も自分の母を２年間介護しまし

た。私の連れ合いのお母さんも今まだ介護中です。

ほぼ20年近くの介護状況が続いていますけれども

ね。 

 結婚した当初は、私の母親は車に乗せて行けば

看板を見て読んでいました。少しはしゃべってい

ました。しかし、今は手足も動かない、しゃべり

もしない。全くただ生きているだけ、心臓が動い

ているだけという状況ですよ。それでも人ですよ。

そういった状況を──一度は施設に入れましたけ

れども、施設が合わなくて、義理の姉が自分で見

るからということで引き受けて、ヘルパーの免許

も取って、そしてずっと介護をしてくれています。

本当に感謝にたえないわけですけれども、そうい

った状況の中で介護をしている人たちの気持ち、

そこを考えるのが本当の制度じゃないですか。確

かに保険ですから、給付もあるし保険料負担もあ

ります。それはわかるわけですけれども、本当に

生きた制度にしていくためには、そういったとこ

ろに視点を置くべきだというのが私の一貫した主

張です。 

 神埼市内にも知り合いの方が奥さんの介護をさ

れていますけれども、この方も一度は施設に入っ

たんですよね。しかし、施設が合わなかった。そ

れで、お見舞いに行った折に、その御主人が──

もう年配ですね、両方とも。御主人が、こういう

ところには置いておきたくないと。自分が長く連

れ添った奥さんですからね。それで、自分が責任

を持って家で面倒を見るからということで、若夫

婦の了解も得て今生活されています。しかし、そ

れでも、御主人は精一杯やっていらっしゃるんで

すけれども、やはり朝は若奥さんがトイレの掃除

をしたり、そういう後の始末をほとんどしてある

んですよね、仕事も行きながら。 

 だから、ここにいる何十人かの人たちが、私も

含めて、いつ介護状態に陥るかわかりませんよ。

そういったときに家族の人たちが安心して介護制

度を使って施設に入れることができるというふう

な、そういった制度であってほしいということを

一貫して言っているわけです。 

 だから、今度の実態調査においても、私から言

わせれば、これは厚労省が本当に機械的ですよ。

一律に調査項目を使って、はい、これでしてくだ

さいと。要介護３から５については給付費で推計

できるから、特別にとらなくていいよというふう

な方向性、これは何回言っても重複することにな

りますから、これ以上言いませんけれどもね。し

かし、私が今言ったような家族介護の実態、老老

化がまさに進んでいますよね。 

 だから、最後にお尋ねをしますけれども、本当

の介護制度、私が言っているように、介護をされ

ている方々にとって利用しやすく、そして納得で

きるような制度であってほしい。保険料あって介

護なしと言われるような制度であってはならない

というのが持論ですけれども、このことについて、

課長の思いをお聞きします。 

○廣重和也総務課長兼業務課長 

 今思いをと言われましたので、率直な考え方を

述べさせていただきます。 

 今回の第５期の事業計画の策定に当たりまして、

充実強化というのが一番出ております。それは地

域包括ケアの実現であります。高齢者の方が要介

護状態になっても、可能な限り住みなれた地域に

おいて継続して生活できますよう、介護、予防、

医療、それから住まいとか、そういったものを

──生活支援ですか、それらを一体的に提供して

いく、これが地域包括ケアの理念であります。で

すから、今回の第５期は、充実強化というのは地

域包括ケアの実現ということで、私はそういうふ

うに考えております。 

 そこで、今回の高齢者要望等実態調査の具体的

な課題の把握というのが、日常生活圏域、つまり、

こちらで言えば地域包括の管内、中学校区単位で

あります。中学校区単位でどこにどのような支援

を必要としている人がいるか、どの程度生活して

おられるか、それらを的確に把握するため、今回、

国がモデルで実施した日常生活圏のニーズ調査、

この手法を用いて事業計画をつくるということが

示されたわけです。 
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 ですから、今までは国は実態調査については、

こういうふうにしなさいとか、そういうものは示

しておりませんでした。ですから、要望等実態調

査もしないでつくられた団体もあると聞いており

ます。当佐賀県においては、ずっと高齢者要望実

態調査をやってきましたが、それはあくまでもニ

ーズ調査という形でしたので、要望のニーズでし

たので、今回からは地域包括ケアの推進をする前

提として、日常生活圏域の中でどういった人たち

がいるかというのを的確につかむ、そのための調

査でありますので、これをしっかりやって、そし

て、そこから出た数値、データ等をもとに事業計

画をしっかりつくっていきたいというのが、私の

今の率直な考えであります。 

○佐藤知美議員 

 いずれにしても、第５期計画策定については、

そういった思いですね、それから、これから上が

ってくる実態調査の数字、基礎資料ですけどね、

そういったものが十分に反映をし生かされるよう

な、さっき質問したような数字も含めてですね、

計画されるように望みます。 

 それと、保険料の問題ですけれども、保険料に

ついては、さっきから言っていたように、国の財

政措置がなければ、これはとてもじゃないけれど

も上げざるを得ないという状況は私もわかります

けれども、しかし、そうであるならば、今の段階

において、佐賀県下の７保険者ですか、それが一

つになって国への財政措置を要望すべきだという

ふうに思います。この点についてはいかがですか。

ぜひ要望していただきたいんですけれども。 

○廣重和也総務課長兼業務課長 

 確かに今、佐藤議員がおっしゃるように、上が

る要因はたくさんありますが、下げる要因という

のが今は見当たりません。そういうことで、財政

負担を変更しない限りは、このままでは、いわゆ

る5,000円の壁がどうのこうのと言われるように

なってしまいますので、そこのところは国、県の

ほうにきちんと要望していきたいと考えておりま

す。 

◎ 散  会 

○西岡義広議長 

 本日の会議はこれで終了いたします。 

 あしたは午前10時に再開いたします。 

 本日はこれをもって散会いたします。 

午後３時58分 散 会   
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○西岡義広議長 

 おはようございます。これより本日の会議を開

きます。 

 日程により、きのうに引き続き、広域連合一般

に対する質問を続行いたします。 

○山下明子議員 

 おはようございます。それでは、通告しており

ます項目で一般質問を行います。なお、４項目め

にしております独居者あるいは介護者に対する支

援というところを総括として扱わせていただきま

す。 

 在宅で安心して必要な介護が受けられるように、

制度・体制などの整備拡充を求めて質問をいたし

ますが、この間、私どもは日本共産党佐賀市議会

として、住民アンケートに取り組んでまいりまし

た。秋から取り組んで、今も配っているわけです

が、今も返送されてきておりまして、今、1,070

通を超えて返送をされております。 

 昨日も佐藤議員の質問の中で紹介されましたが、

暮らしの中で政治に望むこととして、１位が生活

できる年金の保障、２位が介護保険料・利用料の

負担軽減、３位と４位が国保税の負担軽減と雇

用・失業対策の強化などとなっております。自由

記入欄にも思いがいっぱいつづられております。

特に、その中でも介護保険に関連するものを紹介

しますと、こんな声がございました。 

 高齢者が悲鳴を上げている日常を御存じなので

しょうか。少ない年金から１万1,000円余りの介

護保険料、所得税２万円、地方税1,000円と、毎

回３万2,000円余りの天引きをされた年金で、ど

うして生活したらよいのでしょう。死ぬまで働か

ざるを得ない高齢者のことを考えてほしい。67歳、

女性。 

 認知症、要介護の主人を介護し、現在は入院中、

入院は３カ月で退院となる。老人施設はお金を出

せば入所できるのですが、17万円から20万円もか

かれば、普通の年金生活者では到底無理。１人で

介護も難しく、子供は職をやめて介護を手伝って

くれていますが、安心した老後を送れるように、

公共の施設、特老を望んでいます。77歳、女性。 

 祖母が介護が必要だが、老人ホームとかは一、

二年待ちが普通で、ずっと待っている状態です。

困っています。35歳、女性。 

 独身で、母親の介護のために仕事をやめなくて

はならず、今は貯金を取り崩している状態。先が

見えない。43歳、女性。 

 ホームヘルパーさんの時間をもう30分ぐらい、

できたら延ばしてほしい。老人ホームはもう少し

ふやし、低料金で入居できるようにしてほしい。

81歳、男性、年金生活。 

 老人ホームの費用が高過ぎる。毎月15万円も払

っていたのでは自分が生活できない。51歳、男性、

会社員。 

 介護料金は軽減してほしいが、事業所収入が少

なくなると介護する人がなくなる。ヘルパーが軽

視され過ぎている。43歳、女性。 

 介護のパートですが、給料が安い、毎月国民年

金を払っているが、年々高くなっており、正直大

変。41歳、女性。 

 また、アンケートとは別に、相談を寄せられた

73歳のひとり暮らしの男性は、脳血管疾患などの

障がいもあって発作を起こしやすく、この半年に

６回も救急車で運ばれたり、少し歩くのにも体が

きつくてタクシーを使わざるを得ないのに、これ

が要支援２で、ヘルパーが週３回、デイケアが週

２回というのが限度額いっぱい。本当はいつ発作

が起きるか不安で、ヘルパーさんに週５日は来て

ほしいと訴えておられます。 

 これはまさに中部広域連合管内の佐賀市民の声

であり、介護保険が、介護を社会的に支えるとい

う呼び声で始まったにもかかわらず、10年たって

制度的にほころびが見えてきていることをあらわ

しているのではないでしょうか。 

 昨日の質問の中でも、第５期介護保険事業計画

に向かう佐賀中部広域連合の取り組みについて問

われておりましたが、改めてこれらの声を正面か

ら受けとめて、何が求められていると思うか、ま

ず、総括で伺います。これは大きい視点ですから、

個別の課長というよりも局長の答弁を求めて、総

括質問といたします。 

○松永政文事務局長 

 おはようございます。それでは、山下議員の総
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括の御質問にお答えをいたします。 

 今、具体的なアンケートの声をお聞きいたしま

して、私も胸にくるものがございます。議員おっ

しゃいましたように、この介護保険制度、2000年

にスタートしたわけでございまして、ことし11年

目に入っております。2000年当時も、介護を家庭

で支えるのにはもう限界に来ているぞというよう

なことで、社会で支えようということでスタート

した制度なわけでございますけれども、11年たっ

た今現在もそのような方がいらっしゃるというこ

とは、非常に残念に思います。 

 しかし、片方で昨年末、国の──これは厚生労

働省でございますけれども──が行いました介護

保険制度に関する国民の皆様からの意見募集とい

うものを行っております。その結果によりますと、

介護保険制度を評価するという声が全体の約６割

あっているということでございます。2000年にこ

の介護保険制度がスタートいたしましたときには、

認定者の数が全国で約150万人いらっしゃったわ

けでございますけれども、10年を過ぎました今現

在、直近のデータによりますと、認定者数が400

万人を超えているというような数になっておりま

す。また、給付費のベースで見ましても、スター

ト当初は年間で、これは全国レベルですけれども、

約3.2兆円の給付費だったのが、今現在では約7.9

兆円になっているということで、今後ですね、

2025年、今から十四、五年後になりますけれども、

昭和23年から24年ぐらいに生まれたいわゆる団塊

の世代が介護が一番必要になってくる75歳に達し

ます2025年には、その給付費の総額も全国レベル

では20兆円ぐらいになるだろうと、7.9兆円が20

兆円ぐらいにさらに伸びるだろうというふうに見

込まれているところでございます。 

 このようなことから、介護保険制度は現在の日

本の高齢化社会におきまして、一定の役割を果た

してきたというふうに思います。私どもがまちを

歩きましても、介護の事業所の送迎のバスとか、

また、おたっしゃ本舗の車なんかも普通に目にす

るようになっております。そして、さらに今後こ

の介護保険制度が果たします役割というのは、ま

すます重要になってくるというふうに思っており

ます。 

 しかし、片方で、議員が今お話しになられまし

たような方がいらっしゃるということも事実でご

ざいます。その理由といたしましては、二、三点

ちょっと申し上げたいと思いますけれども、当初

想定していたよりも独居、あるいは老人だけの世

帯が予想以上にふえたというようなこともあろう

かと思います。 

 そして、２点目といたしましては、住民の皆様

方の介護保険に対しますニーズがより高くなって

きているというようなこともあると思います。 

 それに３点目といたしましては、この介護保険

制度は、スタート当初から措置ではなくて保険制

度ですね、事業所と契約して、必要なサービスを

住民の皆様が選ぶというような保険制度としてス

タートしたというようなことなどがあろうかと思

います。 

 このようなことを考えますと、介護保険制度は

法に基づく制度ではありますけれども、その時代

時代に合った制度となるように、今後も柔軟に対

応していく必要があると思います。 

 また、かつて、今の日本の長寿社会というのは

人類が体験したことのないスピードで超高齢化社

会を迎えているというふうに言われておりますけ

れども、これを乗り越えていくためには、介護だ

けではなくて医療、福祉、あるいは地域の皆様方

との協働ということも今後必要になってくると思

います。 

 いずれにいたしましても、せっかくの長寿世界

一、男性が79歳、女性が86歳ですかね、それに65

歳以上の方の平均余命を足しますと、さらに４歳

プラスしますと、男性が83歳、女性が90歳になろ

うかという、この長寿世界一と言われるこの時代

を、長寿を喜べる社会にするということで、私ど

もも介護の分野でできることを、住民の皆様方の

視点に立ちまして今後も推進をしていきたいとい

うふうに思っております。 

 以上です。 

○山下明子議員 

 長寿世界一ということが喜べるようにというこ

とで、法に基づく制度ではあっても、実態に合っ
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て、時代に合った制度になっていくようにという

ことで言われました。そういう立場で、柔軟にと

いうことで発想もしていただきながら、今からち

ょっと個別のやりとりをしていきたいと思います

ので、よろしくお願いいたします。 

 まず初めに、独居の方たちにとって大変必要だ

と思われるのが、夜間の訪問介護の整備拡充とい

う点ではないかと思います。 

 昨日の議案質疑の中で、夜間対応型訪問介護に

ついては予算が削られていたわけなんですが、実

際には事業所ごとに夜間に訪問をしているという

形もございます。その点で、広域連合管内におい

て、夜間における訪問介護を必要としている高齢

者のニーズをつかんでおられるのかどうか、そこ

をまず伺いたいと思います。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 それでは、ただいまの夜間の訪問介護のニーズ

をつかんでいるかということについてお答えいた

したいと思います。 

 夜間における訪問介護サービスにつきましては、

地域密着型サービスの夜間対応型訪問介護と、通

常の訪問介護事業者による夜間のサービス提供に

よるものが２つございます。利用者に夜間におけ

る訪問介護のニーズがある場合には、通常の訪問

介護事業者が夜間帯におけるサービスを提供して

いるということから、当該サービスを必要とする

方については、ケアマネジャーがケアプランに位

置づけて適切に利用されているものと思っており

ます。よって、サービスに係るニーズ調査は実施

しておりません。 

 なお、地域密着型サービスの夜間対応型訪問介

護については、昨日申し上げましたように、現在、

佐賀中部広域連合管内にあっては、まだ事業者の

参入があっておりません。その理由としては、通

常の夜間介護事業所の夜間帯におけるサービス提

供で賄えているということで、夜間対応型訪問介

護に係るニーズが少ない部分があるのではないか

と思われます。 

 このように、夜間対応型訪問介護の事業者は現

在ございませんが、夜間の訪問介護に係る利用者

のニーズに対しましては、通常の訪問介護事業者

の夜間におけるサービス提供によって、対応でき

ているものではないかと思っております。 

○山下明子議員 

 はっきり言って、そのためのニーズはつかめて

いないと。高齢者要望等実態調査は今もう既に動

き始めているようですけれども、これを見ていて

も、きのうのやりとりでもありましたように、要

望等実態調査とは言いながら、前回までは確かに

要望を聞いていたと。今回は要望というよりも本

人の実態をつかむことに力を入れているというこ

とでありましたが、実際、どんなことを要望しま

すかという欄はないわけですよね。家族向けのと

ころだけありますけれども、本人が何を要望する

かというのはないわけですね。 

 それで、今言われました事業所の夜間の訪問を

しているところ、これは広域連合内でできるとこ

ろがどれだけあって、実際しているところがどれ

だけあるのか、その利用状況について示していた

だきたいと思います。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 それでは、今お尋ねの、夜間における訪問介護

を実施している事業所とその利用状況についてお

答えいたしたいと思います。 

 佐賀中部広域連合管内における訪問介護事業者

は、全部で72事業者ございます。深夜22時から朝

６時までの時間帯に対応できる事業者は、そのう

ち61事業者となっております。その利用状況とい

たしましては、平成17年度は事業者数は16です。

利用者は延べ131名。18年は事業者は14、利用者

は延べ82名。19年は事業者は21、利用者は延べ98

名。20年は事業者は14、利用者は104名ですね。

そして昨年度、21年度は事業者は13、利用者数は

延べ110名となっております。 

 以上です。 

○山下明子議員 

 今、61事業所が対応可能だということですが、

直近では13事業所ですね。それで、利用者が延べ

で110人ということなわけですけれども、こうい

うことで、結局ここで吸収されているから使われ

ていないんじゃないかというふうな、最初の答弁

だったようですけれども、実際には例えば夜間対
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応型訪問介護は、まだ事業者の参入がないわけで

すね。さっき言いましたように、この実態調査の

中でどんなふうに聞かれているかといいますと、

11ページのところで、「以下のサービスを利用し

ていますか。」と、在宅サービスを利用していま

すかという中に、いろいろサービスのメニューが

書かれていて、夜間対応型訪問介護というのもこ

こに項目はあるんですよ。ですが、夜間対応型訪

問介護というサービスは現在実施されていません

から、ここに丸をつける人はいないわけですね。

丸をつけなければ、使っている人がいないので、

利用はないと、利用がないからニーズはないだろ

うという話になっていってしまうんではないかと。

事業所の参入がないから、夜間に使いたくても、

ここ、答える場所がないから、それを、意思を伝

える場所がないわけですね。ですから、本当はそ

れを使いたくても使えない人たちの声ということ

を考えたときに、利用したい人がいるんではない

でしょうか。その点、どう考えておられますか。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 先ほどちょっとお答えした部分もありますが、

夜間における訪問介護につきましては、佐賀中部

広域連合管内の訪問介護事業者72事業者のうち、

61事業者が対応可能であるということから、夜間

に訪問介護の必要のある場合には、ケアマネジャ

ーがケアプランに適切に位置づけることで対応で

きているのではないかということで考えていると

ころです。 

○山下明子議員 

 実際ひとり暮らしの高齢者の場合に、夜間に本

当に大丈夫なのかという心配は、もうつきまとっ

ているわけですね。総括質問でちょっと紹介した、

73歳のひとり暮らしの方は、言いましたように、

要支援２なんですね。要支援２でヘルパーさんが

週３回、デイケアが週２回なんですが、この方は、

言いましたように、発作が起きやすいんですよ。

100メートルも離れていないような近所の喫茶店

に御飯を食べに行ったとしても、帰りがもう本当

にきつくて、タクシー使わないと帰れないという

こともしばしばあるということで、ある日などは

発作が夜中に起きて、もう気を失っていますから、

10時間後に緊急通報ボタンを自分で押して、もう

本当に台所まではっていって押したという話を先

日伺って、びっくりしたんですが、そういう自分

が要支援２なんだと。そうなると、本当にヘルパ

ーさんの回数もふやしてほしいし、特に夜中は怖

いということなんですね。 

 この方が自分で、何かこう夜中に対応できるよ

うなことをしている自治体はないだろうかと、自

分でいろいろ調べられたそうですね。その方に私

も伺いながら、はっと思って自分でも調べたんで

すが、東京の世田谷区の例ですが、平成18年度か

ら夜間対応型訪問とあわせて、昼間も含めて24時

間の随時訪問サービスをなさっているそうです。

この24時間対応の訪問介護を始めたら、平成18年

度では事業量で利用者912人だったのが、制度の

周知と普及によって、21年10月には、912人が事

業量で3,527人になって、3.8倍になっているわけ

ですね。実利用人員も当初55人ぐらいだったのが、

今は330人と６倍になっているわけです。 

 世田谷区のアンケートを見ていますと、介護保

険サービスの利用者に対して「在宅で暮らしてい

く条件は」と聞いているんです。その第１は、も

う断トツで「24時間いつでもヘルパーが来てくれ

る」という答えが７割を占めているんですね。そ

うしてほしいと。これを利用している人もしてい

ない人も含めて、それを望まれている。これは恐

らく中部広域連合で、もしこういうアンケートを

とれば、同じような回答が返ってくるのではない

かなというふうに思うんですね。ですから、本当

は潜在的ニーズを掘り起こすというならば、こう

いう設問をすべきではないかと思います。本当に

何が求められているのかと。 

 夜間の訪問介護を実施できる事業所が61事業所

あると言いながら、実際に実施しているのは13事

業所ということでございましたが、私も資料をい

ただきまして、延べの人数で先ほどは110名と言

われましたが、月ごとで見ますと、多い月で11人、

少ない月で６人。これでは事業所は確かに採算は

とれませんよ。さっきの73歳の男性も、ヘルパー

さんの単価が安いから、とてもじゃないけど、夜

間にそれにつこうという人はいないと。都会では
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ニーズも高いからするんでしょうかねとおっしゃ

っていましたが、世田谷が偉いのは、それが成り

立つように区が補助しているからだということで、

私も本当にそのとおりだなと思いながら聞いたん

です。 

 在宅でやんなさいと言いながら、一番保障でき

る、一番心配なところに手が届くシステムとして、

私は広域連合として事業所に委託をするという形

であっても、このことに踏み出すべきではないか

と思いますが、この点についていかがでしょうか。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 佐賀中部広域連合で単独ででも独自メニューで

したらというような御質問だったと思います。夜

間における訪問介護が必要な方、要介護者の方に

ついてはケアマネジャーが必ずついておりますの

で、ケアプランに位置づけることによって、通常

の訪問介護事業所の夜間帯におけるサービスを利

用して、適切に対応されているものと思っており

ます。 

 また、認定を受けられていない方ですね、要介

護認定を受けておられない方は一般高齢者に該当

するということで、そこへのニーズの対応につい

ては、なかなか介護保険そのもので対応──サー

ビス自体が対象外になるため、できない部分があ

り、この部分は市町における高齢者施策の中にな

ってきて、そちらで検討をすべきではないかとい

う部分もあります。 

 現在、国のほうで第５期の介護保険事業計画に

向けて、可能な限り住みなれた地域において継続

して生活できるよう、介護、それに医療、生活支

援サービス、それに住まいですね、その４つを一

体化していく地域包括ケアというのを推進してお

ります。 

 また、新たなサービス形態として、短時間の定

期巡回型訪問と通報システムによる随時の対応を、

適宜組み合わせて提供する、24時間対応の定期巡

回・随時対応サービスといったサービスの創設等

も情報として流れてきているということで、検討

されているようです。 

 今後、佐賀中部広域管内の高齢者の方々が、住

みなれた地域で安心して暮らせるという、先ほど

議員おっしゃったようにですね、そういうことを

当然私たちも考えていきながら、第５期の介護保

険事業計画に向けて、国が推進する制度を注視し

ながら、適切に対応していきたいと考えていると

ころです。 

○山下明子議員 

 もう本当これ、やりとりの中でどんどん話が広

がっていくので、申しわけないような気がします

が、今の話を聞いていまして、要するに国が今後

考えていこうとしているようだということですか

ら、それはそうなっていけばいいわけですが、ど

なたが当てはまるかわからないということもあり

ますね。そして、現実に今不安を抱えている方が

いらっしゃるということを私はさっきから述べて

いるわけなんですが、きのうからも話題になって

おります要望等実態調査が、本当にくみ上げる中

身になっているのかというと、設問自体にも私は

不十分性をやっぱり感じるわけですね。ですから、

少なくとも今介護サービスを利用している方は、

今課長おっしゃったように、常々ケアマネジャー

との接触があるわけですから、私は改めて連合と

して「在宅で暮らしていくにはどんな条件が必要

だと思いますか」という設問は、今からでもつけ

るべきだと思います。それは聞き取りで構わない

じゃないですか。ぜひそれはやって、何が本当に

求められているのかということをきちっとつかん

だ上で、第５期に生かしていくべきだと。国が第

５期に入れるだろうという話ではなく、連合がど

うするかということについて、ぜひニーズを酌み

取るということを考えていただきたいと思います

が、ちょっとこの点いかがですか。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 ニーズ調査の中でということでしょうか。 

 （「改めてということ、聞き取りしながら」と

呼ぶ者あり） 

 まず、ニーズ調査自体はもう配布されています

ので、今からは間に合わないかもわかりませんが、

当然私たちも地域包括支援センターとかいうのを

県内につくっているということで、今回、特に特

定高齢者を把握する事業とかが全件調査をすると

いうような話に、新年度からは生活機能評価がな
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くなりますので、地域包括支援センターのほうが

小まめに高齢者の方々等を、そういう連絡をした

り、訪問、調査票を出していなかったら、とりに

行ったり、聞き取りをしたりということが可能に

なってきますので、そういう中から地域包括支援

センターの皆さんたちが一番高齢者の方々に近い

部分にいらっしゃいますので、そういった中から

そういったニーズ等も声は聞いて、当然、連合と

して集約できるように、なるべくそういったニー

ズまで、個々に話していかれる中で聞いてもらえ

ればと思っていますので、そういうことで今後進

めていきたいと思います。 

○山下明子議員 

 機会があるということでございますから、ぜひ

そのときに聞きやすいように、ペーパー１枚つく

るのは簡単だと思いますから、ぜひ本当にきのう

からの議論も含めて何ができるか、ぜひこの調査

票をフォローする形で検討をしていただきたいと

思います。 

 次に、配食サービスについて伺います。 

 配食サービスについても、きのうの議案質疑で

触れましたけれども、利用実態についてモニタリ

ングをかけて、減額補正がかけられたという御説

明でありました。資料では、構成自治体ごとの金

額が示されているだけでしたので、改めて配食サ

ービスの利用者数と食数を、自治体ごとに示して

いただきたいと思います。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 それでは、配食サービスの利用状況ということ

での御質問でしたので、お答えいたします。 

 本連合では地域支援事業における地域資源を活

用したネットワーク形成に資する事業として、地

域の社会福祉法人等が実施している配食の支援を

活用して、高齢者の状況を定期的に把握するとと

もに、必要に応じ地域包括支援センター等に報告

をする事業を構成市町に委託して実施しています。 

 これは地域資源としての配食サービスを活用し

て、対象者の居宅を定期的に訪問して、高齢者の

状況を定期的に把握することを目的とする事業で、

安否確認に係る費用の一部を助成しております。 

 この配食サービス等活用ネットワーク事業にお

ける各構成市町の21年度の利用状況を申し上げた

いと思います。 

 佐賀市の利用者数は270人、延べの食数は３万

3,137食です。 

 多久市の利用者数は151人、延べ食数は３万

3,434食です。 

 小城市の利用者数は1,501人で、延べ食数は３

万2,725食です。 

 神埼市の利用者数は78人で、延べ食数は１万

1,327食です。 

 吉野ヶ里町の利用者数は84人で、延べ食数は

6,426食です。 

 以上が当該事業の21年度の実績であります。 

○山下明子議員 

 今、課長に述べていただきましたものは、いわ

ゆる連合としての地域資源を活用した配食サービ

スということで、安否確認に係る部分について出

していますよということだったんですが、そうし

ますと、これも受けながら、全体としての配食サ

ービスがなされているとしたら、これ、構成自治

体ごとにわかれば、お示しいただきたいと思いま

すが。要するに自治体ごとに、私の解釈では、こ

れも受けながら、それぞれ佐賀市なら佐賀市で配

食サービスをやっていますと、一部をここに充て

ていますというふうにちょっと思っているんです

が、実態はどうなっているかお願いします。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 私どもで行っているのは、先ほど申し上げたと

おりに配食サービスを活用した安否確認と申し上

げたんですが、福祉事業等でほかに配食サービス

を行っている事業は、このネットワーク事業を活

用した以外には、いわゆる介護保険サービス以外

の独自の配食サービスを提供している構成市町は

ありませんでした。 

○山下明子議員 

 私もちょっともうびっくりしましたね。もう少

しいたはずですよねと思ったんですが、結局、議

案質疑でも出てきたように、安否確認がほかのや

り方でもできるからということで、配食サービス

が減ったわけですね。もともと考えたら、それで

いいのかなという感じがしているんですが、構成
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市町の高齢者数と照らしたときにも、今さっきの

数字がそのままだとすれば、相当ばらつきがある

と思います。 

 例えば、高齢者人口５万4,270人の佐賀市に対

して利用者が270人。一方で、１万276人という小

城市さんが利用者で1,501人ということですね。

非常に大きな差があるわけですが、配食サービス

ということに関して光を当てたときに、連合とし

て、このばらつきをどう思っておられますか。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 先ほど申し上げたとおりに、うちの連合のほう

で実施している、地域の社会福祉法人等が実施し

ている配食サービスを活用した安否確認事業であ

りますので、配食サービスそのものは広域連合が

実施している地域支援事業以外のサービスである

というふうに認識しております。よって、配食サ

ービスそのものの利用状況ではなくて、広域連合

が実施する事業実績としてお答えいたしますと、

構成市町の社会的立地条件も違いますし、構成市

町によっては民間が行う配食サービスに切りかえ

るケースも多いと聞いています。 

 このことは本広域連合で行っております配食サ

ービスを活用した事業を実施する場合、地域支援

事業の実施要綱上、食材料費ですね、それに調理

費に相当する部分は、基本的にサービスを利用さ

れる方に負担をしていただいております。そうい

うふうになっております。構成市町によって若干

費用単価が違いますので、１食当たり300円から

400円の負担をお願いしているということになり

ますが、利用者の負担額が民間の配食サービスと

の選択が可能な範囲であることも一つの要因では

ないかと思われています。 

 また、制度の周知を行った結果、時期的に短期

間でのサービス利用者が多くなったことで、利用

者数がふえた構成市町もございます。 

 以上のような理由から、構成市町間に利用者数

のばらつきがあるのではないかと考えているとこ

ろです。 

○山下明子議員 

 それぞれの構成自治体の利用基準というのも示

していただいたんですが、大体全部一緒なんです

ね。おおむね65歳以上の単身世帯、高齢者のみの

世帯、またはこれに準ずる世帯に属する高齢者並

びに身体障害者であって、調理困難な者で自立支

援の観点からサービスを利用することが適切であ

ると市長が認めた者とすると、これは佐賀市です。 

 小城市はおおむね65歳以上の単身世帯、高齢者

のみの世帯及びこれに準ずる世帯並びに身体障害

者であって、老衰、心身の障害または疾病等の理

由により調理が困難な者。 

 ちなみに、神埼市。神埼市に住所を有するおお

むね65歳以上の単身世帯、高齢者のみの世帯、ま

たはこれに準ずる世帯に属する高齢者であって、

調理困難な者で、自立支援の観点からサービスを

利用することが適切であると市長が認めた者とす

るということで、市長が認めた者とするというの

が入るか入らないかということ以外は、ほぼ基準

は一緒なんですね。一緒でありながら、それぞれ

のそれこそ財政状況などで回数が違ったり、単価

が違ったりしているということはあるのだなと思

うのですが、本当に必要としている人たちに対し

てこの配食サービスを、特に高齢者の栄養改善と

いうことを目的にしながら、なおかつ安否確認も

できますよということで、もう本当に合併前から

長いこと福祉の制度としてなされてきたのが、こ

の配食サービスだったんだと思います。介護保険

としてはそこに着目して、安否確認をこの配食サ

ービスというシステムを使ってやりますよと、後

から乗せてきたものですよね。ですから、ほかに

できるからといってこれを削るというのでは、こ

れはちょっと本末転倒ではないかというふうに思

うわけですが、むしろ調理困難の高齢者の方はも

っといるんではないかというふうに、それこそ私

思うんですね。 

 そうすると、先ほどの夜間訪問のこととも関係

しますが、利用者のニーズというのは、このこと

に関してはどう把握されているでしょうか。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 先ほど申し上げましたけど、本広域連合が実施

しているのは、地域の社会福祉法人等が実施して

いる配食サービスを活用した安否確認ということ

ですので、配食サービスそのものは本広域連合が
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実施する事業メニュー、いわゆる地域支援事業に

は該当しないものです。よって、いわゆる配食サ

ービスそのものの、いわゆるこの要綱に該当しな

い、そのもののニーズは、本広域連合のほうでは

ニーズを把握しておりません。 

 ただ、安否確認の場合のニーズということに限

れば、本広域連合が実施する配食サービス等活用

ネットワーク事業につきましては、安否確認を目

的とする事業でありますので、対象者の把握とか

申請経路については、地域包括支援センターの対

象者の掘り起こしとか、民生委員さんの活動を通

じたものが多くありますので、地域包括支援セン

ターでは包括的・継続的ケアマネジメント業務の

中で、栄養改善とか安否確認が必要と思われる高

齢者に対して説明を行って、場合によっては代行

申請を行うこともあります。 

 また、民生委員さんたちに制度を周知して、民

生委員の活動の中で、栄養改善とか安否確認が必

要な高齢者を把握した場合は、制度の紹介を行っ

てもらっております。 

 このように、地域包括支援センターや地区の民

生委員さんの活動を通じて、本事業のニーズが把

握されているというふうに考えているところです。 

○山下明子議員 

 ずっと聞いていますと、安否確認という文字だ

けで話が進んできているんですけれども、私はこ

れは各構成自治体に判断をゆだねたりするだけで

なくて、本当にバランスのとれた食事を提供する

ことによって栄養不足にならないようにするとい

うことは、介護予防の点から見ても大事なことだ

と思うんですね。 

 そうしますと、先ほどの何度も出てきています

73歳のひとり暮らしの男性は、お弁当はヘルパー

さんが来ない日をとっていらっしゃるんですね。

ヘルパーさんが見えるときは、そこで調理をして

いただくということもあって、それで解消できる

ということでですね。だから、毎日２食、必ずす

べての人にとか、そういうことを言っているわけ

ではなくて、もちろんサービスの組み合わせの中

で変わっていくというふうには思いますが、少な

くともこの配食サービスを安否確認ということの

ツールとだけ考えるんではなくて、介護予防全体

として連合としてもうちょっと関心を払って、か

かわり方を深めるべきではないかと思いますが、

その点、この問題について最後に伺います。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 先ほど説明いたしましたが、介護保険制度は高

齢者の福祉の増進に寄与するものですけど、本制

度のみで高齢者の福祉に関するすべてのニーズに

おこたえできるものではない部分がございます。 

 しかし、地域の高齢者が住みなれた地域で安心

してその人らしい生活を継続していくことができ

るようにするためには、制度の中で実施できる範

囲において食生活の安定を図り、利用者の在宅生

活を支援することも必要だと考えているところで

す。 

 地域支援事業では、現在、私ども連合のほうが

実施しています任意事業の配食サービスを活用し

た安否確認のほかに、さっき議員おっしゃったよ

うに、介護予防事業として栄養改善プログラムと

いうのがございますが、そういった配食サービス

も同じ地域支援事業の中で枠内というのはあるん

ですけど、そういうメニューもございます。そう

いう事業の対象者の要件は、その要綱としてまた

別にありますけど、それでも栄養改善の必要な方

というのを対象にした事業に取り組めば、高齢者

の食生活の安定を図ることもできるメニューがあ

りますので、本広域連合といたしても、介護予防

事業における配食サービスの実施を検討していき

たいと、メニューをもう１つふやしたいというふ

うに考えております。 

 ただ、地域支援事業の事業規模は、昨日もお話

があったように給付費の３％以内ですし、介護予

防事業もまたそのうちのといいますか、給付見込

みの２％以内とか、縛りがありますけど、その枠

内という基準がありますけど、そういう地域支援

事業の中で予算配分等も考えながら検討する必要

はありますけど、介護予防事業における配食サー

ビスにつきましては、５期という話にもなります

けど、第５期事業計画の策定の中で構成市町とも

話さないと、ほかの枠が減るという部分もありま

すので、そういった協議をしながら、取り組みに
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ついて検討していきたいと考えているところです。 

○山下明子議員 

 どっちかに全部シフトするとかいうことでなく、

さっき言われたように、ちょっとメニューをふや

しながら検討するということも含めてということ

でしたし、少なくともやっぱりニーズをきちっと

つかむということから出発すると思うんですね。

そうでないと、給付費の２％の中に押し込めて、

それしかだめですよというだけにしてしまうと、

どうかということもありますので、いずれにして

もニーズをつかみ、構成市町とよく話し合ってい

ただきながら、ぜひ前に進めていただきたいなと

思います。 

 では、最後に、在宅のもう１つの要件である住

宅改修支援について伺います。 

 これは住宅改修支援に関する予算をいつも見て

おりますと、なかなか伸び悩んでいるといいます

か、使い残しが多いというふうな感触を持つわけ

ですが、この間の住宅改修費の支給実績の推移が

どうなっているかお示しください。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 住宅改修費の推移ということでお尋ねがありま

したけど、住宅改修費というのは給付のほうで見

る住宅改修と、あと連合で単独でやっている住宅

改修費のほうがございますので、それぞれ申し上

げたいと思います。 

 平成17年度が保険給付のほうが1,001件で、8,728

万128円です。18年度は882件で7,483万5,249円で

すね。平成19年度、913件で7,808万1,120円です

ね。平成20年度が880件で6,623万3,045円ですね。

21年度が962件で、9,680万286円（73ページで訂

正）です。 

 次に、連合単独事業であります要介護者等住環

境整備の実績です。平成17年度は221件で1,017万

6,409円。平成18年度が168件で597万3,331円。平

成19年度が121件で400万4,917円です。平成20年

度が72件で196万1,227円。平成21年度が75件で

276万1,025円、今年度は１月までの実績で、住宅

改修費保険給付のほうですが、887件で6,169万

6,370円。あと住環境整備、単独のほうですが、

58件で312万6,321円となっております。 

 以上です 

○山下明子議員 

 住宅改修に関しては、初年度といいますか、平

成17年が1,000件で、あとは800、900件台だった

ようですけれども、住環境整備費の助成金が、最

初平成17年度が221件だったのが、直近で58件と、

非常に少なくなってきています。この住環境整備

費は連合がいわゆる上乗せして、プラスしてつけ

ている予算で、もう本当に喜ばしいことなのに、

なかなか使われずに、毎回決算でがんがん落とし

ているという、本当にもったいない状態なんです

けれども、この支給の実績が年々少なくなってき

ている要因は一体何なのかと。使い勝手が悪いん

じゃないかということを心配するわけですが、こ

れはどうでしょうか。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 議員おっしゃったとおりに、住環境整備費の助

成額は平成17年度から件数、助成額とも減少して

います。その要因は、ある程度住宅改修が行き渡

ったということもございますし、平成17年度ごろ

までは特に佐賀市内の広範囲で下水道事業が実施

されていたという特殊な要因もございます。それ

に合わせて、規模の大きなトイレ改修等が行われ

て、工事費が高くなっていたことが考えられます。

住環境整備費は介護給付である住宅改修費の支給

限度基準額である20万円を超えられた方に助成、

いわゆる議員おっしゃった上乗せという形で行っ

ています。現在は手すりの取りつけなどの、工事

の規模が小さくなっている──大部分が手すりと

いうのが多いということで、規模が小さくなって

おりますので、20万円を超えるケースが非常に少

なくなっているということです。 

 この住環境整備事業については、所得に応じた

助成区分を以前は設けておりましたけど、８月の

議会でも申し上げたとおりに、22年度──今年度

からすべてを９割補助ということで、給付と同じ

ように行って、利用者にとって、制度としてはわ

かりやすくしたところです。 

○山下明子議員 

 そうですね、住環境については本当にいろいろ

取り組んでおられて、制度そのものはいいと思っ
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ているんですが、なぜ使えないんだろうかという

ところがやっぱり問題だと思います。今、手すり

など小規模のところが多いと。確かに手すり、ス

ロープといったことがいつも説明で出てきますが、

実際には在宅で介護する、自分一人で暮らすとか

いうことを考えたら、手すりとスロープだけがす

べてではないと思うんですね。下水道との関係で

トイレと言われましたが、おふろだとか、いろい

ろ自分で動こうとしたときに、本当もう少し必要

だということは出てくると思うんですが、この住

宅改修支援にかかわっておられるケアマネジャー

さんとか、それからあるいは施工業者などの関係

者の方ともやりとりする機会はあると思いますが、

そこから出てくる意見などはどんなものがあるか、

お示しいただけないでしょうか。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 住宅改修の工事内容に関する要望としましては、

申請に来られる窓口等の中で担当している建築士

等の話の中で、ケアマネジャーの方とか、施工業

者の方とか、利用者本人とか家族ですね、電話口

でとか窓口とかで上げられてきております。具体

的にそういった声をお聞きするのは、車いすを利

用することになったので、入り口の間口を広げた

いとか、おふろで、浴槽じゃなくて、シャワーし

か浴びられないからということで、シャワーを取

りつけたいけどとか、握力が低下しているので、

水道の回すやつじゃなくて、レバー式の押すやつ

ですね、握力が弱っている方とか、そういった方

のいわゆる台所とかおふろとかの給水栓をレバー

式にかえたいといったような要望がございますけ

ど、そういった部分が保険給付のほうでは対応で

きていないという部分がありますので、今は対象

外となっているんですが、そういった利用者の声

に私たちの今の制度ではこたえ切れていない部分

があると思っております。 

○山下明子議員 

 まさに今言われたことは、もう一つ一つ大切だ

と思いますね。シャワーしか使えない人がシャワ

ーを使えるようにとか、給水のレバーにかえるな

んていうのは、当然できるんだと思っていたら、

できないというのは、本当ちょっとびっくりだと

思うんですね。 

 住環境整備の費用は上乗せという形になってい

ますが、私はこれは横出しも含めて対象工事を、

これは連合が単独でつけた予算ですから、考え方

はもう少し柔軟に──当初松永局長が柔軟にとお

っしゃいましたが、そういう立場で対象工事をふ

やすということができないか、現実に毎回かなり

の額を使い残しているわけですから、当然ニーズ

との関係では対応できるんではないかと思います

が、いかがでしょうか。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 今議員お尋ねになりましたように、住宅改修の

対象工事をふやして、利用しやすい制度にという

ことでしたけど、本当に局長も申し上げましたし、

当然ですけど、高齢者の方ができる限り長く住み

なれた自宅で暮らしたいと願っておられるという

のは当然私たちも認識しておりますし、それを支

援していくのが私たちの仕事だと思っております。

どの程度対象工事を拡大するのか、当然予算の範

囲内という、予算の限りもございますけど、どう

いった対象事業まで広げられるとか、そういった

対象事業にすると、どれぐらい予算が要るのかと

いうのも当然あると思いますけど、先ほど申し上

げたとおりに、高齢者がとにかく自宅で過ごしや

すくなると。先ほど例を挙げたのは、多分一番身

近な問題だと思うんですけど、そういった部分に

対応していけるように検討をしていって、利用者

の方々が自宅でとにかく快適といいますか、暮ら

していけるような環境をつくるために、先ほど申

し上げたとおりに、私どもとしてはできる範囲の

ことで手助けをできるよう前向きに検討していき

たいと考えているところです。 

○山下明子議員 

 大変前向きな答えだったと思いますが、ぜひ具

体的に、新年度からでもこれが対応が進むように。

この住環境整備は何回使ってもいいということで

すから、プラスで工事が広がれば、ああこれだっ

たらもう１つできるという方たちもきっとふえる

と思いますので、ぜひ本当にふやしていただきた

いと思います。 

 私はきょうは３つの個別の施策で伺いましたが、
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どれも在宅で介護する、あるいは在宅で１人で住

んでいくという点では、もう本当に外せない最低

限の問題だと思うんです。そこに対してどのよう

に向かっていくかという点については、本来、命

や健康を守るというのは国の責任だと思うわけで

すが、国がなかなかついてこないとなったら、身

近な自治体であったり、あるいはこの介護に関し

ては広域連合がしっかり責任を持っていくという

立場で大いに進んでいただきたいというふうに思

います。どうぞよろしくお願いいたします。 

 以上で質問を終わります。 

○野副芳昭議員 

 神埼市の野副です。通告しておりました介護保

険サービスの中の住宅改修についてお尋ねいたし

ます。 

 全国的な高齢化に伴い、佐賀中部広域連合でも

各サービスの利用状況は認定者の増加により、住

宅、施設介護における予算は莫大なものになって

おります。 

 今、認定者の中には施設に入りたくても入れな

い待機者の方や、在宅で生活をしておられる方も

おられれば、地域で過ごしたいと独居で頑張って

おられる方、高齢者御夫婦で仲よく一生懸命に協

力し合って生活をされておられる方、また、御夫

婦で片方の介護をしながら頑張っておられる方、

家族みんなで楽しく過ごしておられる方など、さ

まざまな方が多数おられます。その中には認知症

を含め、体に障がいのある方や、筋力が低下し、

日常生活に支障を来しておられる方が生活してお

られます。しかし、一変すると、在宅において屋

内外の移動中、障害物や歩行障がいのため転倒、

転落し、骨折、入院という悲劇の危険が伴ってま

いります。そのような問題を防ぐために、介護保

険サービスの事業の中で住宅改修が可能でありま

す。 

 そこで、住宅改修についてお尋ねいたします。 

 １番目に申請の方法について、２番目、支給限

度額について、３番目、介護給付以外の補助につ

いて、４番目、申請から完了までの期間について、

以上の点を総括質問といたします。あとは一問一

答で質問させていただきます。よろしくお願いい

たします。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 それでは、議員お尋ねの住宅改修の制度につい

て御回答いたします。 

 議員も御存じのとおり、介護保険の給付の一つ

に住宅改修費の支給があります。住宅改修費は在

宅の要介護認定を受けている方が手すりの取りつ

け、段差の解消など一定の住宅改修を、実際に居

住する住宅について行われたとき、支給されます。

介護度での区分はございません。 

 支給額は実際の工事費の９割相当額で、支給限

度基準である20万円の９割が上限とされています。

ただし、転居をした場合は改めて住宅改修費の支

給を受けられます。また、最初に住宅改修費の支

給を受けた住宅改修の着工時点と比較して、介護

の必要度が著しく高くなった状態で行った住宅改

修は、例外的に改めて支給限度基準額までの住宅

改修費の支給が受けられます。 

 利用者の自己負担ですが、支給の対象となる工

事費の１割相当額と、支給対象外は負担していた

だくことになりますが──対象事業の１割と支給

対象外の工事費が利用者の自己負担ということで

す。 

 そして、住宅改修に関する介護給付以外の制度

については、先ほどの議員の質問にも答えており

ましたが、佐賀中部広域連合では単独の助成事業

として、要介護者等住環境整備事業を実施してお

ります。この事業では、介護保険の給付と同じよ

うに、在宅の要介護認定を受けている方が住宅改

修の対象となる工事をされた場合、20万円を支給

限度基準額で、その９割を助成しているというこ

とで、保険給付の上乗せ事業となっているところ

です。 

 そのほかに佐賀市では住宅改良補助事業という

のを実施されています。この事業は佐賀市にお住

まいの要介護認定を受けた在宅の方で、生計の中

心者が所得税非課税の世帯が利用できるというこ

とで、対象となる工事費のうちの10万円を上限と

して、その８割を補助されています。また、利用

者が工事中に入院された場合は、その時点で工事

を中止していただいて、退院された後に残りの工
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事を着工してもらうということになります。 

 あと期間のこと、申請から完了までということ

だったんですが、事前申請から工事の完了までは

約２週間から３週間程度の時間がかかっているの

ではないかと思っています。申請までの期間につ

いては、利用者の状況とか要望を直接聞かれてい

るケアマネジャーや施工事業者の方が、場合によ

ってはもどかしく感じられていることもあるので

はないかと考えているところです。 

○野副芳昭議員 

 ありがとうございました。それでは、一問一答

に入らせていただきますが、まず１番目の申請の

方法についてなんですけれども、先ほど認定を受

けてある方で区別はないというふうなことですけ

れども、この方は要支援１、２、要介護１から５

までと思っていいですか。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 今お尋ねになりましたように、要支援１から要

介護５の認定を受けておられる方すべてというこ

とです。 

○野副芳昭議員 

 ありがとうございました。それでは、先ほども

言いましたように、数多くの方が今認定を受けて

おられますが、住宅改修に来られる、１日に窓口

にどれぐらいの申請者の方がケアマネジャーを通

して来ておられるでしょうか。それを教えてくだ

さい。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 １日の申請受け付け件数は、事前申請、それと

工事が終わった後来られる事後申請、合わせて10

件程度になっております。 

○野副芳昭議員 

 それでは、次に、申請に１日10件来られますけ

れども、何名の方で対応をしておられますか、お

答えをいただけたら。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 住宅改修の申請受け付けは、基本的には２名の

建築士で対応しておりまして、専門的な観点から、

特に手すり等とか住宅改修になりますと、安全性

というのが一番基本になると思いますので、そう

いった安全に改修できるように、指導とか申請に

ついて審査を行っているところです。 

 それに、必要に応じて、事務職でありますけど、

積算をしたりする事務職が住宅改修担当におりま

すので、そちらのほうも状況によっては窓口で対

応しているということです。 

○野副芳昭議員 

 それでは、一応２名の建築士の方と事務職員と

いうことで、大体３名というふうなことですけれ

ども、そこに来られるまでの申請の前に事前申請

があるというふうなことなんですけれども、その

事前申請を受けるためにケアマネジャーさんが、

まずは利用者さんのところにまず月１回訪問され

ていますけれども、その中で利用者さんが、もし

くは家族の方が、ここは危険ですから手すりをつ

けたいとか、段差を解消したいとか、いろんな御

希望があられて、ケアマネジャーさんが申請をさ

れるというふうに思いますけれども、その事前申

請をするまでの予約ですね、それを２人もしくは

３名でされていますけれども、事前申請までの受

け付けはどれぐらいかかりますか。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 連合では、先ほど申し上げたとおりに、基本的

に内容審査等は建築士の専門的立場からやってい

ると先ほど申し上げたんですが、大体事前審査は

内容の設計書等も、手すりだけだと設計書を審査

するというような複雑なところはないんですが、

おふろとかトイレとかの一部改修についてする場

合は、段差解消とか扉の改修とかする場合は積算

等も必要になってきます。そういう部分もありま

すので、30分から１時間程度は１件について審査

時間がかかっているようです。そういうことで、

連合窓口に来ていただく、そういったケアマネジ

ャーの方だとか事業者の方だとか、そういった

方々を予約制にしないと、非常に込んだときは待

たせることになったりして、非常に利用者の方と

いうか、窓口に来ていただく方にも御迷惑をかけ

ますので、そういったこともあって電話予約制に

しております。そういうことで、電話予約制にし

て、あいているところというか、ずっと予約を入

れるということになりますので、現時点では約１

週間から10日間ぐらい、ずっと予約をされた時間
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が詰まっているという状況で、大体現時点で約１

週間から10日後ぐらいに予約の時間がとれるとい

うことになっています。 

○野副芳昭議員 

 じゃ事前申請までに１週間から10日ぐらいかか

るということですね。一応ケアマネジャーさんの

あいている時間もあるでしょうし、もちろん工事

の方のあいている時間もあるでしょうから、そこ

ら辺も含めて約１週間から10日待っておかないと、

事前申請は受けられないというふうな理解をして

おっていいですか。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 そういった緊急の場合と申しますか、急いでお

られる場合とか、退院が急ぐ場合とかありますけ

ど、通常の場合は先ほど申し上げたとおりに予約

制というか、待たせないために予約制にしている

部分ですね、窓口のほうで待たせないためにとい

うことがあるんですが、緊急等の場合には随時対

応と申しますか、夕方とか遅くなっても対応する

ということで現在もしているところです。 

○野副芳昭議員 

 そしたら、きょう言ってあしたというふうなこ

とにはいかないというふうなことになるというふ

うに思いますけれども、それでは、事前申請まで

に１週間から10日ぐらいかかると。職員が２人も

しくは３人で対応しておられますけれども、その

職員が結局１週間、月曜日から金曜日までびっし

り８時間仕事をされますけれども、事前申請にさ

えも１週間乃至10日待たなくちゃいかんというこ

とに対して、職員の３人での対応、もしくは２人

での対応に職員自体が負担を感じるというふうな

ことはお考えになられたことはありませんでしょ

うか。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 先ほど申し上げたとおりに、申請に来られた

方々を待たせないために予約をしているというこ

とで、予約の時間にずっと入ってこられるという

ことで、その予約を入れられない時間というか、

夕方の時間とかにその分を今度は積算して、翌日

仮算定といいますか、ここまで大丈夫ですよとい

うのは翌日お答えを電話でしているわけですけど、

その算定をやるということで、予約を入れた時間

に事前審査受け付けをして、４時からだとか午前

中の予約が入っていない時間等で仮算定を、すべ

て申請された分を行って、翌日に必ずケアマネジ

ャーの方に対象工事費幾らになりましたという連

絡をするということでしておりますので、現時点

では職員に負担はないというふうに考えています。 

○野副芳昭議員 

 すると、ただ、事前申請までに１週間乃至10日

かかるということは、それだけ手が回っていない

というふうなことも反面考えられると思うんです

よ。利用者さんの住宅をしたいという方をやっぱ

り待たせているわけですね、１週間乃至10日。窓

口が追っつかないからやっぱり待ってもらって、

スムーズにいくようにされてあるわけですよね。

だから、窓口に来られてからの時間は短いかもわ

かりませんけれども、それまでの事前申請までの

時間がかかるということであれば、それだけ仕事

の内容が多くて、その対応ができないから、やっ

ぱり待ってもらわにゃいかんというふうなことに

つながりませんでしょうか。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 先ほど申し上げたとおりに、結果として、利用

者というか、窓口に来ていただく方々を待たせな

いというために電話予約をしていたということで、

逆に言うと、さっき議員おっしゃったように、ま

だまだ利用者の方は、ケアマネジャーさんに相談

してからが、極端に言うと、この住宅改修をする

場合の手続だと思います。そこからすると、既に

そこにも利用者の方はケアマネジャーさんに相談

して時間がかかっているわけですね。そして、ま

た連合に予約されてもまた時間がかかっていると

いう部分もあると思いますので、私どもも電話予

約をされる期間を、電話予約して入れる期間を極

力短くしたいということには考えております。 

○野副芳昭議員 

 今の答弁はちょっと私も理解できなかったんで

すが、電話予約をされてからの時間を短くですか、

もう一回、さっきの。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 私が申し上げたのは、まず、利用者の方はケア



佐賀中部広域連合 平成23年２月定例会 ２月８日（火） 

 

 

- 69 - 

マネジャーさんに相談された時点から、もうつけ

たいという要望の期間が始まっているわけですの

で、ケアマネジャーさんが連合にかけてから、ま

たさらに待たせるということになるので、連合で

できる部分は少しでも短くしたいと思いますので、

さっき言った予約制としておりますと、仮算定を

翌日に言うために、算定時間は別にとっていたわ

けですね、申請をしない時間ということで。そう

いうことで、利用者の方を待たせないためには、

どうやったらできるかというと、結局窓口に来て

いただく時間をいっぱいいっぱいまで、やっぱり

申請件数が多いときには入れて、算定期間は夜に、

極端に言うと、夕方になってもやっていくという

方法をとらないと、連合が申請されてからという

か、予約を入れてから、受け付け時間を短縮する

には、連合が縮めるというのは、結局連合の作業

を縮めるということになるので、少しでもその部

分は、利用者さんがケアマネジャーさんに相談さ

れて、ケアマネジャーさんが連合に相談されるま

での期間はちょっと連合で短くできない部分もあ

りますので、とにかく電話予約をされてから一日

でも早く受け付けができるようにやっていきたい

というふうに考えているというふうに先ほど申し

上げたわけです。 

○野副芳昭議員 

 それはわかるんですけれども、私が思うのは、

事前予約までの時間がちょっと余計かかり過ぎて

いるんじゃないかなというふうなことを、ちょっ

とお伝えしたかったわけですね。そのために手が

回らずに、職員の負担が、あしたもせんばいかん、

今からせんばいかん、またせんばいかんというふ

うなことで精神的な負担とか肉体的な負担とか、

そういうふうな職員にかかる負担が、今現在こう

いうふうに待たせるということは、さばけていな

い、もういろんなことをしなくちゃいかん、１日

に10人も見らにゃいかんと、もうやっとと、また

あしたも10人、あさっても10人というふうなこと

で、ずっとやっぱり10人、10人が続いているよう

なことが一日二日じゃなくて、仕事をずっとされ

てある間続くようであれば、そういうふうな負担

が来ているんじゃないかなというふうなことを、

ちょっとお尋ねしたかったわけですね。 

 では、ちょっと次に行きます。 

 先ほど山下議員さんのほうから、ケアマネジャ

ーさんとか業者の反応はどうでしたかということ

でお尋ねがありまして、お答えをいただきました

けれども、私が先ほど言った時間のこと、業者さ

んとかケアマネジャーさんが事前申請、申請を受

けるまでの期間がちょっと長過ぎるんじゃないか

なと私が思ったことに対して、ケアマネジャーさ

んとか業者さんからの反応、もしくは何か意見と

かは今までにあっていませんか。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 先ほどもちょっとだけ触れたと思いますけど、

先ほど申し上げたとおりに、やはり申請者の方は

こういう住宅改修で、いわば申請をするまでには、

ケアマネジャーさんと話して、もうそこでつけた

いとおっしゃったときから、もう既にある意味つ

けてほしいという気持ちが始まっているので、私

どものところで１週間から10日かかっているとい

うことで、またさらにその部分を待たせるという

ことになるということから考えると、利用者の方

はやっぱり待ち遠しい、一日でも早くと、例えば

在宅でおられる方とかはなると思うんですね。例

えば入院されている方とかは、入院日まではつい

ていなくてもいいかもわかりませんけど、やはり

家で待っておられる方は、極端に言えば、もうケ

アマネジャーさんに言ったときにつければいいぐ

らい、早くつけてほしいというふうに待っておら

れると思います。でも、現在の仕組みで、私ども

がさっき申し上げた電話予約制をとったりしてい

るために、うちでもまた待たせている部分がござ

いますので、やはり時間がかかっているとか、待

ち遠しいけど、もう少し何とか早くできないかと

いう部分の声は、やはり窓口とか電話とかでも聞

くことがございますので、特に昨年の暮れごろで

すね、一時期非常に、もっと多くなって、２週間

以上待たせたことがあったんですね。やっぱりそ

ういったときに、そういう苦情がありましたので、

先ほど私申し上げたとおりに、やっぱり連合で電

話予約をして、利便のために予約制にするのは仕

方がないというか、連合の窓口に来られて、余り
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待たせないというのは大事な部分かもわかりませ

んけど、でも、その期間は一日でも短くやっぱり

対応すべきだということで考えて対応していると

ころです。 

○野副芳昭議員 

 職員と連合の方たちが一生懸命しておられる気

持ちや姿はわかります。ただ、ケアマネジャーさ

んが自宅に行って、訪問して、つけてもらいたい

という要望があられた方に、ちょっと待ってくた

ざい、まだちょっと事前打ち合わせもやっていま

せんもんねとか、ちょっとまだ申請が行っていな

いんですよとか、いろんなことを言いながら利用

者さんを説得して、納得させながら、ケアマネジ

ャーさんはしておられるというふうな思いがある

というふうなことも、一つのケアマネジャーさん

の努力というふうなことはやっぱりわかっておら

れるというふうに思いますが、そこら辺を含めて

今後も対応を早くお願いしたいというふうに思っ

ております。 

 あと、先ほど限度額のほうでお聞きしましたけ

れども、給付のほうで１割負担ということで、補

助は大体幾らですかね。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 先ほど申し上げましたように、連合というか、

介護保険の給付の中で20万円を限度として、その

９割が給付されていますけど、上乗せという形で

全く同じ額になりますね。限度額は20万円で９割

ですので、18万円が限度額としてお支払いという

か、支給しているところです。それに、先ほど申

し上げた、佐賀市だけは10万円、これは所得制限

がありますので、全員じゃないですけど、佐賀市

の場合は10万円あって、その８割を補助されてい

るという制度になっております。 

○野副芳昭議員 

 そしたら、介護保険から20万円、あとは連合単

独でまた20万円ということと、佐賀市においては

10万円というふうなことで、佐賀市の方は50万円、

それ以外の方は40万円というふうなことで理解し

ていいですか。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 それで間違いありませんが、佐賀市の方は佐賀

市の単独で10万円出されている分は非課税世帯と

いうふうになっておりますので、全員が対象では

ございません。 

○野副芳昭議員 

 ありがとうございました。次ですけれども、申

請してから完成までに約２週間というふうなこと

をお聞きしました。すると、まず、利用者の方、

もしくは家族の方が手すりをつけたいと、段差解

消をしたいというふうに思われて、ケアマネジャ

ーさんのほうに頼まれたと。そして、一応ケアマ

ネジャーさんのほうが要望を聞かれて確認をして、

そして、まず、事前申請のために電話をかけると。

そこで１週間乃至10日待つというふうなことにな

りますね。そして、それが通ったというふうなこ

とで、また先ほどお話しされたように、２週間か

かるというふうなことであれば、約３週間ぐらい

かかるわけですね。20日以上かかるというふうな

ことになります。利用者さんが、もしくは家族の

方が危ないから手すりをつけたい、危ないから、

危険だから、倒れそうだから、いろんな工事をし

てもらいたいというふうなことでお願いされて、

そこにやはり危機感、もしくは不安感があられる

わけですね。それがやっぱり３週間以上かかると

いうふうなことで、その中でやっぱり危険性がど

うしても伴うと思うんですね。そこら辺の申請か

ら完了までの時間がかかるというふうなことの原

因はどこにあられると一番感じておられますか。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 先ほど申し上げましたとおりというか、まず、

ケアマネジャーさんに相談されてからということ

は、多分ケアマネジャーさん等に場所、家を見て

もらったり、それに業者さんに来てもらって自宅

を見てもらったりということ、その部分があると

思います。ただ、申請しようということになって、

その時点でケアマネジャーさんがもう書類を全部

完備されてから電話をかけられているか、もしく

は今の時点で１週間から10日とかかかっているの

で、その時点では予約だけをケアマネジャーさん

がされてから電話されているのかは、ちょっとそ

こまでは把握できない部分があるんですけど、そ

ういう相談があって、すぐ一、二週間後に窓口に
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行かれるはずやけんといって、相談があった時点

で予約をされているケアマネジャーさんもいらっ

しゃるかもわかりませんし、全部書類をそろえて

から電話されているかもわかりませんが、いずれ

にしろ、そこから利用者の方はもう待っておられ

るという状態になっております。 

 先ほど申し上げたとおりに、事前審査までに予

約してからが１週間から10日かかっておりますの

で、それを受けて、先ほど申し上げたとおりに、

窓口に来てもらった翌日にはもう仮算定をした額

を、対象工事費は幾らですよというのを、どれと

どれが対象で、対象じゃないというのも申し上げ

ますので、それから工事が１日で終わる工事とか

１週間かかる工事とかあると思いますけど、工事

が何日かかるかの努力は、ちょっと連合でできな

い部分はありますけど、先ほど申し上げた電話予

約制にして利便を図っているということで、申請

件数に応じても、そのままずっと予約を入れてい

たために、やっぱり申請件数が多くなるときとか

はどうしても日にちが後ろまで行ってしまって時

間がかかっていたということが要因だと思ってお

ります。 

○野副芳昭議員 

 電話予約をしてから２週間、事前までに１週間

というふうなことで、私が思うのは、やっぱり工

事をするまでの３週間、それはちょっとやはり期

間的に着工するまでに時間がかかり過ぎていない

かなというふうなことですね。だから、窓口での

事前申請を、１週間がもうちょっと短くなれば、

どうにか、工事まで２週間──もちろん工事の内

容によって、手すりをつけるのであれば二、三日

で済むかもわかりません。その数にもよりますで

しょうし、長さにもよるでしょうから、それはい

つというふうなことは工事によって違ってくると

いうふうに思いますけれども、工事をされる方は

やはり一日でも早く完了したいというふうな気持

ちで、ケアマネジャーさんと利用者さんの話を聞

きながら、工事を一日でも早くというふうなこと

で取りかかられているというふうに思いますので、

それはもう事前申請までの期間をどうにか短くで

きればいいのかなと、少しでも短くなるのかなと

いうふうな感じがします。それと、やっぱり書類

関係はこれは仕方がない、ちゃんとした手続をし

なくちゃいかんというふうなこともあるでしょう

けれども、そこを簡素化するとか。 

 以前は、手すりだけは一応どんな手すりをされ

ますかということで事後報告というふうなことで、

一応利用者さんにこれが通らなかったらば、全額

負担ですよということでお話をして、利用者さん

が了解されれば、後で公費負担になるか自払いに

なるかというふうなこともあっていた時期があり

ました。それで手すりは早く取りつけられるとい

うふうなこともあっていましたね。ただ、今でも

これだけの時間がかかるようであれば、もう自分、

自費でしたほうがよかというふうなお考えの方も

多分あられたというふうに思います。先ほどのシ

ャワーとかレバーは保険が使えないのと同様に、

自分でもうしたほうがいいよというふうに、もう

早いから頼んでしようというふうな方もおられる

というふうなことでされてある方もおられるんじ

ゃないかなというふうに思います。 

 今後の解決策としては、時間を短くしていただ

ければというふうに思いますが、そこら辺どう考

えられますかね。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 先ほど議員おっしゃったとおりだと思っており

ます。書類の簡素化というのは、保険給付を使っ

ている以上、必要最低限の書類は出していかなく

てはならないという部分もありますし、最初のほ

うで申し上げた部分もありますが、手すりについ

ても事後申請の時期もあったということですけど、

やはり建築士が専門的に見ているというのは、や

っぱり事業所とか業者さんによっては、見かけの

手すりはつけていても、例えば強度というんです

かね、しばらく使っている間にぐらぐら外れたり

というですか緩んだりという、そこにちゃんと強

度が保てるようにしているかというのを専門的な

目で、自負というのはおかしいですけど、建築士

はそこをですね、自負を持ちながらやっておりま

す。ちゃんと利用者の人が安全に使えるかという

部分もあるので、どうしても今は事前に審査をし

ているという部分もありますけど、その時間の短
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縮についてですけど、先ほどから申し上げたとお

りに、住宅改修を申請されるということは、当然

のことながら自宅で生活をする上で困っておられ

るので、早くと思っておられるところがあります

ので、一日も早く工事が完成して、自宅で快適な

生活を送りたいということを思われておりますの

で、私たち連合の事務方の努力で、それは期間が

短縮できることだと思いますので、当然対応して

いくべきだと考えています。 

 利便性を図るために電話予約制にしたことによ

って、逆に期間がずっと２週間後ごろまで詰まっ

てしまうということもあったために待たせてしま

ったという部分がありましたけど、申請者の方を

待たせるということがないようというための電話

予約制度は維持しますけど、逆に、もっと事務職

員の対応だとか、少し夜間とかいう時間に入って

も、いわゆる待たせる時間を非常に短くして、逆

に原則１週間以内には工事着工されるように、私

ども連合で短縮される部分は短縮したいというふ

うに考えているところです。 

○野副芳昭議員 

 よろしくお願いしておきたいと思います。 

 あと１点ちょっと聞き忘れておりましたけれど

も、例えば申請して工事中、手すりをつけよった

と、もしくは段差解消のためのスロープをしよっ

たというふうなときに、工事をしよる途中に、使

えませんので、手すりを１本つけておったという

ふうなことで、あと２本か３本つけなくちゃいか

んやったと。しかし、その時点で倒れたと、倒れ

て骨折しましたということで、まだ途中ですけど

も、その途中になったときには、そこで中止とい

うふうなことをさっき言われましたけれども、そ

の中止をされた場合、今つけてある手すりはその

ままの状態で、つけていないところはやらない、

中止ですから。で、入院されている状態。もし、

例えば退院できなかったと、長くかかって、ずっ

と退院の見込みができなかったというふうなとき

に、中止のままで業者さんは手すりは半分しかつ

けとらんばってん、その材料費とかそこら辺どが

んすっかいというふうなことになった場合の対応

は、どういうふうに考えておられますでしょうか。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 今おっしゃった工事をしている途中にとか、い

わゆる入院をされた、入院をされて長引いたらど

がんなるかというような御質問だったと思います

けど、入院が長引いたり、利用者の状態が変化し

ているときは、また再度やり直し、再申請ですね、

状態が変わったら、また手すりとかいろいろ住宅

改修をしてもらう部分が変わりますので、もし着

工しておられなければ、その部分で再申請という

ことになりますけど、工事中に入院されて、短期

間であれば、退院された後、続きを工事を行って

もらうということになるわけですけど、もし長期

になったという場合は、済んでいるところまでの

お金は給付で払うというふうになっております。 

○野副芳昭議員 

 ありがとうございました。時間がかかればかか

るほど、先ほども言いましたように、危険が伴う

というふうなことで、利用者さん、もしくは家族

においてはそこら辺を一日でも早くというふうな

ことの願いがあると。あと１つ私が思うのは、や

はり職員の方の、さっきも言いましたように、身

体的、肉体的な疲労、もしくは苦痛、それを伴っ

ていないかなというふうなこと、そこら辺も気に

なるところなんですね。やはり介護保険を２人、

もしくは３人で対応していること自体が、時間が

かかる要因になっているというふうに思いますけ

れども、そこら辺、職員のお気持ちを酌まれて、

今後、職員をふやすとか、対応を何か検討すると

かいうふうなことは考えられないものでしょうか。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 私が職員をふやすとかはちょっと言えない部分

もあるかもわかりませんが、いずれにしても、こ

ういった話があっているように、高齢者の方々が

地域で暮らしやすいということで、中部広域連合

管内で広域連合をつくって、我々取り組んでいる

ところですので、どこの職場も一緒かもわかりま

せん。特にスケールメリットということで中部広

域連合をしておりますので、逆に言うと、住宅改

修の専門の担当も置けるようなスケールメリット

になっているわけですね。認定調査をする人は認

定調査をする人ということで、小さな市町村で単
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独でやっているようなところは、１人の職員で住

宅改修もしているし、認定調査も行っているしと、

極端に言うと、うちの連合でやっているようなこ

とを数人でやっているというようなところもやっ

ぱりあるかと思うんですけれども、その分、広域

連合をつくって、スケールメリットで行っている

分、専門的にやっているところもあります。 

 人間をふやせばというのも一つあるかもわかり

ませんが、逆にその前に、こういった厳しい時世

でもあります。私たちも工夫をして、少しでも私

たちの工夫の中で、ただ負担を感じて夜するとい

うだけじゃなくて、そういった中で取り組んでい

って、少しでも地域の高齢者の方々のお役に立て

るような介護保険制度になるよう、努めていきた

いということで、人間をふやすというようなこと

はできないと思いますけど、そういった工夫をし

ながら、私たちも努力していきたいというふうに

考えているところです。 

○野副芳昭議員 

 利用者さんのニーズにこたえられるように、や

はり一日でも早い工事完了というふうなことを頭

に入れてもらいながら、職員の負担を減らしてい

けるような住宅改修の方向性を持っていただけれ

ばというふうに思います。 

 以上で質問を終わらせていただきます。ありが

とうございました。 

◎ 発言の訂正 

○西岡義広議長 

 先ほどの山下議員の質問に対する答弁について、

諸江課長から発言訂正の申し出がありましたので、

発言を許可いたします。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 済みません、先ほど山下議員の質問に対する答

弁の中で、住宅改修に係る平成21年度の実績につ

いて「9,680万286円」と申し上げましたが、正し

くは「6,980万286円」でございました。おわびし

て訂正をいたします。 

○西岡義広議長 

 以上で通告による質問は終わりました。 

 これをもって広域連合一般に対する質問は終結

いたします。 

◎ 議案の委員会付託 

○西岡義広議長 

 これより議案の委員会付託を行います。 

 第１号から第９号議案、以上の諸議案は、お手

元に配付いたしております委員会付託区分表のと

おり、それぞれ所管の常任委員会へ付託いたしま

す。 

 

委員会付託区分表 

○介護・広域委員会 

 第１号議案 平成23年度佐賀中部広域連合一般

会計予算 

 第２号議案 平成23年度佐賀中部広域連合介護

保険特別会計予算 

 第４号議案 平成22年度佐賀中部広域連合一般

会計補正予算（第２号） 

 第５号議案 平成22年度佐賀中部広域連合介護

保険特別会計補正予算（第２号） 

◯消防委員会 

 第３号議案 平成23年度佐賀中部広域連合消防

特別会計予算 

 第６号議案 平成22年度佐賀中部広域連合消防

特別会計補正予算（第２号） 

 第７号議案 佐賀中部広域連合手数料条例の一

部を改正する条例 

 第８号議案 佐賀中部広域連合火災予防条例の

一部を改正する条例 

 第９号議案 財産の取得について 

 

◎ 散  会 

○西岡義広議長 

 本日の会議はこれで終了いたします。 

 本会議は２月14日午前10時に再開いたします。 

 本日はこれをもって散会いたします。 

午前11時42分 散 会   
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平成23年２月14日（月）   午前10時00分 開議 

 

出  席  議  員 

 

１．吉 浦  啓一郎 

４．野 副  芳 昭 

７．白 倉  和 子 

10．久 米  勝 博 

13．山 本  義 昭 

16．山 下  明 子 

２．諸 泉  定 次 

５．佐 藤  知 美 

８．野 口  保 信 

11．川 崎  直 幸 

14．池 田  正 弘 

17．平 原  嘉 德 

３．松 尾  義 幸 

６．大 隈  正 道 

９．重 松    徹 

12．川原田  裕 明 

15．西 村  嘉 宣 

18．西 岡  義 広 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方自治法第121条による出席者 

 

広 域 連 合 長  秀 島  敏 行 

副 広 域 連 合 長  江里口  秀 次 

副 広 域 連 合 長  古 賀  盛 夫 

事 務 局 長  松 永  政 文 

消防副局長兼総務課長  手 塚  義 満 

認定審査課長兼給付課長  諸 江  啓 二 

予 防 課 長  山 領  政 信 

佐 賀 消 防 署 長  陣 内  能 輝 

副 広 域 連 合 長  横 尾  俊 彦 

副 広 域 連 合 長  江 頭  正 則 

監 査 委 員  松 尾  隼 雄 

会 計 管 理 者  陣 内  康 之 

消 防 局 長  山 田  孝 雄 

総務課長兼業務課長   広 重  和 也 

消 防 課 長  大 島  豊 樹 

通 信 指 令 課 長  野 田  公 明 
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○西岡義広議長 

 おはようございます。これより本日の会議を開

きます。 

◎ 委員長報告・質疑 

○西岡義広議長 

 日程により、委員長報告の件を議題といたしま

す。 

 

介護・広域委員会審査報告書 

 平成23年２月８日佐賀中部広域連合議会におい

て付託された第１号、第２号、第４号及び第５号

議案審査の結果、 

 原案を可決すべきものと決定しました。 

 以上報告します。 

  平成23年２月14日 

介護・広域委員会委員長  吉 浦 啓一郎  

佐賀中部広域連合議会 

 議長  西 岡 義 広 様 

 

消防委員会審査報告書 

 平成23年２月８日佐賀中部広域連合議会におい

て付託された第３号、第６号及び第７号から第９

号議案審査の結果、 

 原案を可決すべきものと決定しました。 

 以上報告します。 

  平成23年２月14日 

消防委員会委員長  西 村 嘉 宣 

佐賀中部広域連合議会 

 議長  西 岡 義 広 様 

 

○西岡義広議長 

 付託議案について、お手元に配付いたしており

ますとおり、審査報告書が提出されましたので、

委員長の報告を求めます。 

○吉浦啓一郎介護・広域委員長 

 皆さんおはようございます。介護・広域委員会

委員長報告。 

 介護・広域委員会に付託された議案につきまし

ては、第２号及び第４号議案は賛成多数で、その

他の議案は全会一致で、それぞれ原案を可決すべ

きものと決定いたしました。 

 以下、当委員会で審査されました主な内容につ

いて、補足して御報告申し上げます。 

 まず、第４号議案 平成22年度一般会計補正予

算（第２号）中、高齢者要望等実態調査について、

今回、調査の対象から、要介護３、４、５の方と

第２号被保険者が外されている。給付費からニー

ズを把握するとのことだが、調査を行って生の声

を聞くなど、もっと実態を事業計画に反映させる

工夫をしてほしい。また、議会へ調査内容の説明

などもなく、手続が十分なされないまま調査が実

施されている点も問題であるとの意見がありまし

た。 

 次に、同議案中、派遣職員負担金の減額につい

て、職員１人当たり約９万円の減額になっている

が、公務員の給料は民間の賃金にも影響を与え、

地域経済を冷え込ませる。消費購買力の拡大とい

う点から、削減を行うべきでないとの意見があり

ました。 

 次に、第２号議案 平成23年度介護保険特別会

計予算のうち、夜間対応型訪問介護に係る給付費

が措置されなかったことについて、高齢者が在宅

で暮らすためには夜間の安心が必要である。この

事業に事業者が参入しやすいような工夫をしてほ

しいとの意見がありました。 

 また、委員より、介護保険料が払えない方は、

２年未納が続くと自己負担が３割となり、さらに

介護サービスを受けることが難しくなる。既存の

制度から、独自に減免の枠を広げることで未納を

減らす必要があるのではないかとの意見がありま

したが、執行部より、国は一律の減免は認めない

方針で、一保険者での減免は困難であるとの答弁

がありました。これに対して委員より、国に国庫

負担をふやすよう強く働きかけてほしいとの意見

がありました。 

 以上、介護・広域委員会の報告を終わります。 

○西村嘉宣消防委員長 

 消防委員会に付託されました議案の主な審査内

容について、補足して御報告申し上げます。 

 まず、第３号議案 平成23年度消防特別会計予

算のうち、消防職員の前倒し採用について、委員

より、消防は、住民の生命と財産を守るという重
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大な任務を背負っており、職員の大量退職により、

消防力の低下にならないよう、尽力していただき

たいとの意見がありました。 

 次に、同議案中、北部消防署の建設について、

委員より、雨水の排水等について、どのような対

策を考えているのかとの質問があり、執行部より、

雨水の排水等については、地元自治会との協議を

行いながら、その対策を講じているとの答弁があ

りました。これに対し、委員より、関係機関との

協議を含め、万全の対策をとってもらいたいとの

意見がありました。 

 以上の審査を経て、採決の結果、当委員会に付

託されたすべての議案について、全会一致で原案

を可決すべきものと決定いたしました。 

 以上で消防委員会の報告を終わります。 

○西岡義広議長 

 これより委員長報告に対する質疑に入ります。

御質疑はございませんか。 

    （「なし」と呼ぶ者あり） 

 質疑なしと認めます。 

 これをもって質疑は終結いたします。 

◎ 討  論 

○西岡義広議長 

 これより討論に入ります。 

 討論は第２号議案 平成23年度佐賀中部広域連

合介護保険特別会計予算、第４号議案 平成22年

度佐賀中部広域連合一般会計補正予算（第２号）、

第６号議案 平成22年度佐賀中部広域連合消防特

別会計補正予算（第２号）、以上３件について行

います。 

 なお、討論についての議員の発言時間は10分以

内といたします。 

 まず、第２号議案について討論を行います。討

論の通告がありますので、発言を許可いたします。 

○佐藤知美議員 

 おはようございます。私は第２号議案 平成23

年度佐賀中部広域連合介護保険特別会計予算に対

する反対討論を行います。 

 介護保険制度の現状と見直しに向けて、日本共

産党国会議員団は、昨年４月15日から５月20日の

期間で、国民が安心できる介護保険制度見直しの

方向を明らかにする目的で、全国の特別養護老人

ホーム、老人保健施設、居宅介護支援などを中心

に、無作為で抽出をした介護事業所3,000事業所

にアンケート用紙を郵送、回答は652事業所、回

収率21.7％、地方自治体には各都道府県及び政令

都市、中核市、県庁所在都市、東京23特別区の合

計140自治体にアンケートを郵送し、回答は45都

道府県、83市区の合計128自治体、回収率91.4％

のアンケートの結果を公表していますが、「介護

保険制度の財源問題で充実すべき対策」の問いに

対し、「国民の介護保険料、利用料の負担は限界、

国庫負担をふやす」70.6％、「利用料の定率１割

負担を２割、３割に引き上げる」6.0％、「介護

保険料は支払い年齢を20歳程度に引き下げる」 

11.2％などの回答が寄せられています。 

 地方自治体へのアンケートでは、「利用料の独

自減免策の有無について」は、区や市で独自の軽

減策があるところは43.4％、ない自治体は56.6％

です。サービス利用の問題では、訪問介護、通所

介護、居宅支援の３事業所について見ると、重い

負担を理由に「サービスの回数や時間を減らして

いる人がいる」76.2％、「サービスを抑制してい

る人はいない」19.4％、「わからない」4.4％回

答されています。「保険料の独自減免策の有無に

ついて」は、区や市が軽減策を持っているところ

は86.7％となっています。 

 このような全国の地方自治体や介護事業所のア

ンケートの結果から佐賀中部広域連合を見たとき

に、私たちが常に主張しています保険料、利用料

の負担が重くのしかかっている。その現状は保険

料の未納状況にあらわれています。平成19年度

967人、平成20年度1,513人、平成21年度1,646人、

この状況で第５期計画において軽減策が講じられ

なければ、保険料を払いたくても払えないという

人をさらに増大させ、サービスも受けることがで

きないという状況を生むことになり、これで本当

に安心して利用できる介護保険と言うことができ

るでしょうか。 

 さらには、これまで少なくとも予算化されてい

た夜間対応型訪問介護も業者の参入がないことを

理由に予算が計上されていません。介護認定者の
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独居世帯も増加している中で、夜間ほど不安にな

る。在宅復帰支援で現在１人の方が自宅での生活

復帰をされています。これは本当に喜ばしいこと

です。しかし、この方も一人の生活で夜間に何か

あったらと不安を持って今自宅で生活をされてい

ます。 

 また、一般質問でも紹介された、いつ発作が起

こるか不安を持って生活されている方々にとって、

そして家族にとっても安心できる夜間対応型訪問

介護については、事業者任せにすることなく、広

域連合としても積極的に取り組み、事業者にも働

きかけることを強く求めます。 

 以上、現状において佐賀中部広域連合の対応が

被保険者にとって不十分であることを指摘し、平

成23年度介護保険特別会計予算に対する反対討論

とします。 

○西岡義広議長 

 次に、第４号及び第６号議案について、一括し

て討論を行います。討論の通告がありますので、

発言を許可いたします。 

○松尾義幸議員 

 小城市の松尾義幸です。第４号議案 平成22年

度佐賀中部広域連合一般会計補正予算（第２号）

と第６号議案 平成22年度佐賀中部広域連合消防

特別会計補正予算（第２号）について、反対の討

論を行います。 

 反対理由は２つです。 

 その１つは、第４号、第６号議案とも人事院勧

告に基づく給与などの減額措置が行われているこ

とです。 

 第４号議案では、構成団体からの派遣職員の給

与と期末手当が歳出で負担金、補助及び交付金で

300万円減額をされています。しかし、介護・広

域常任委員会の質疑で明らかになったのは、給与、

期末手当などで総額で402万円減額されていまし

た。派遣職員１人当たり９万円の減額です。 

 第６号議案では、歳出で給料と期末手当──消

防職員の給与と期末手当であるわけですけれども、

合わせて2,857万1,000円、１人当たり８万3,000

円が減額されています。 

 いずれも公務員の給与の減額であるわけですけ

れども、公務員の給与は民間の賃金にも影響を与

え、地域経済を冷え込ませます。今こそ家計を温

め、消費購買力の拡大に力を注ぐことが必要では

ないでしょうか。今回の補正予算で提案されてい

る人事院勧告に基づく職員の給与や職員手当など

の引き下げはやるべきではありません。 

 反対理由の２つ目は、第４号議案の一般会計補

正予算（第２号）の歳出で、事業計画費1,168万 

7,000円の減額です。 

 高齢者要望等実態調査は、第５期介護保険事業

計画策定に向けて、高齢者の状況、要望などにつ

いて調査するものです。今回は、先ほど介護・広

域常任委員長から報告がありましたように、調査

の対象から介護３から５の人が除外されているこ

と、さらに、第４期のときには行われた第２号被

保険者も除外をされています。当初の予算におけ

る調査は、構成市町の民生委員などの協力で調査

を進めようとされていたわけですけれども、これ

が郵送による調査になるなど、高齢者の実態の把

握や回収率の後退する調査が既に行われているこ

とです。議員にも議会にも十分説明されないまま、

１月の末から調査が実施に移されています。 

 以上、第４号、第６号議案について、反対討論

といたします。 

○西岡義広議長 

 以上で討論は終結いたします。 

◎ 採  決 

○西岡義広議長 

 これより議案の採決を行います。 

 まず、第２号議案を採決いたします。 

 お諮りいたします。本案は、介護・広域委員長

報告どおり原案を可決することに賛成の方は起立

願います。 

    〔賛成者起立〕 

 賛成者多数と認めます。よって、第２号議案は、

介護・広域委員長報告どおり原案は可決されまし

た。 

 次に、第４号議案を採決いたします。 

 お諮りいたします。本案は、介護・広域委員長

報告どおり原案を可決することに賛成の方は起立

願います。 
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    〔賛成者起立〕 

 賛成者多数と認めます。よって、第４号議案は、

介護・広域委員長報告どおり原案は可決されまし

た。 

 次に、第６号議案を採決いたします。 

 お諮りいたします。本案は、消防委員長報告ど

おり原案を可決することに賛成の方は起立願いま

す。 

    〔賛成者起立〕 

 賛成者多数と認めます。よって、第６号議案は、

消防委員長報告どおり原案は可決されました。 

 次に、第１号、第３号、第５号及び第７号議案

から第９号議案を一括して採決いたします。 

 お諮りいたします。本案は、委員長報告どおり

原案を可決することに御異議ございませんか。 

    （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

 異議なしと認めます。よって、第１号、第３号、

第５号及び第７号から第９号議案は、委員長報告

どおり原案は可決されました。 

◎ 議決事件の字句及び数字等の整理 

○西岡義広議長 

 次に、議決事件の字句及び数字等の整理につい

てお諮りいたします。 

 本定例会におきまして、議案等が議決されまし

たが、その条項、字句、数字、その他の整理を必

要とするときは、会議規則第43条の規定により、

その整理を議長に委任されたいと思いますが、こ

れに御異議ございませんか。 

    （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

 異議なしと認めます。よって、条項、字句、数

字、その他の整理は、議長に委任することに決定

いたしました。 

◎ 会議録署名議員の指名 

○西岡義広議長 

 次に、会議録署名議員の指名を行います。 

 会議録署名議員は、会議規則第81条の規定によ

り、議長において大隈議員及び重松議員を指名い

たします。 

◎ 閉  会 

○西岡義広議長 

 これをもって議事の全部を終了いたしましたの

で、会議を閉じます。 

 佐賀中部広域連合議会定例会を閉会いたします。 

午前10時20分 閉 会   
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      会議に出席した事務局職員 

 

 議 会 事 務 局 長  碇   雅 行 

 

 議 会 事 務 局 副 局 長  古 賀 臣 介 

 

 議 会 事 務 局 書 記  百 武 義 之 

 

 議 会 事 務 局 書 記  山 崎 浩 二 

 

 議 会 事 務 局 書 記  熊 添 真一郎 

 

 議 会 事 務 局 書 記  田 中 博 徳 

 

 議 会 事 務 局 書 記  久 間 尊 仁 

 

 議 会 事 務 局 書 記  松 枝 瑞 穂 

 

 議 会 事 務 局 書 記  土 井   貴 
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  地方自治法第123条第２項の規定により、ここに署名する。 

 

 

      平成  年  月  日 

 

 

  佐 賀 中 部 広 域 連 合 議 会 議 長    西 岡  義 広 

 

 

  佐 賀 中 部 広 域 連 合 議 会 議 員    大 隈  正 道 

 

 

  佐 賀 中 部 広 域 連 合 議 会 議 員    重 松    徹 

 

 

  会 議 録 作 成 者 
                    碇    雅 行 
  佐賀中部広域連合議会事務局長 
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（資料）議案質疑項目表 

  ○ 議 案 質 疑 

佐賀中部広域連合議会  

平成 23年２月定例会   

質疑順 氏   名 質   疑   事   項 

１ 白 倉 和 子 第４号議案 

平成22年度佐賀中部広域連合一般会計補正予算（第２号） 

歳出  ３款 民生費 

    １項 介護保険費 

 10目 事業計画費 

    △11,687千円 

２ 松 尾 義 幸 第４号議案 

平成22年度佐賀中部広域連合一般会計補正予算（第２号） 

歳出  ３款 民生費 

    １項 介護保険費 

    １目 一般管理費 

    19節 負担金、補助及び交付金 

       派遣職員負担金 

△3,000千円 

 

第６号議案 

平成22年度佐賀中部広域連合消防特別会計補正予算（第２号） 

歳出  １款 消防費 

    １項 常備消防費 

    １目 消防局費 

    ２節 給料 

△915千円 

歳出  １款 消防費 

    １項 常備消防費 

    １目 消防局費 

    ３節 職員手当等 

△27,656千円 

３ 佐 藤 知 美 第４号議案 

平成22年度佐賀中部広域連合一般会計補正予算（第２号） 

歳出  ３款 民生費 

    １項 介護保険費 

    10目 事業計画費 

       △11,687千円 
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質疑順 氏   名 質   疑   事   項 

４ 山 下 明 子 第５号議案 

平成22年度佐賀中部広域連合介護保険特別会計補正予算（第２号） 

歳出  １款 保険給付費 

    １項 保険給付費 

    １目 介護サービス等諸費 

  夜間対応型訪問介護について 

 

第２号議案 

平成23年度佐賀中部広域連合介護保険特別会計予算 

歳出  １款 保険給付費 

    １項 保険給付費 

    １目 介護サービス等諸費 

  夜間対応型訪問介護について予算を計上していない理由 

 

    ６目 特定入所者介護サービス等費 

  3,732千円の前年比減の理由 

 

歳出  ２款 地域支援事業費 

    １項 介護予防事業費 

    １目 介護予防特定高齢者施策事業費 

  訪問型介護予防事業の減額理由 

 

歳出  ２款 地域支援事業費 

    ２項 包括的支援事業・任意事業費 

    ２目 任意事業費 

 (1) 家族介護支援事業の減額理由 

 (2) 配食サービス等活用ネットワーク事業の減額理由 
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（資料）一般質問項目表 

 

  ○ 一 般 質 問 

佐賀中部広域連合議会  

平成 23年２月定例会   

質問日 質問順 氏   名 質問方式 質   問   事   項 

７日 

(月) 

１ 白 倉 和 子 一問一答 １ 介護行政について 

 (1) 「第５期佐賀中部広域連合介護保険事業計画」

  策定にあたり、現状と課題を問う 

 (2) 認知症の方及び家族への対応 

 (3) 介護予防事業と社会福祉協議会との連携は 

 (4) 在宅介護のネットワーク構築を 

２ 佐賀中部広域連合の庁舎について 

  現庁舎の移転計画を問う 

３ 消防行政について 

 (1) 防火用水の確保 

 (2) 消火栓の管理について 

２ 諸 泉 定 次 一問一答 １ 消防行政について 

  救急救命士の採用状況と今後の課題 

２ 介護行政について 

 (1) 違反事業者への指導・監督の現状は 

 (2) ケアマネージャーによる利用者のとりこみ防止

  策は 

 (3) 増加する介護認定者への対策は 

３ 松 尾 義 幸 一問一答 １ 2012年度介護保険制度改定にむけて 

 (1) 軽度者の切り捨て 

 (2) 施設居住費（多床室）の居住費徴収 

 (3) 年間所得200万円以上の高齢者の利用負担の引き

  上げ 

 (4) 保険料アップか利用料アップか給付削減かの選

  択肢でなく、公費負担を増やすことが解決の道で

  はないか 
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質問日 質問順 氏   名 質問方式 質   問   事   項 

７日 

（月） 

４ 佐 藤 知 美 一問一答 １ 第５期佐賀中部広域連合介護保険事業計画策定につ

 いて 

 (1) 第４期計画の現時点における問題点や大きな見

  込み違い等の反省点 

 (2) 保険料、サービス負担割合などは第４期と大き

  く変化する事があるか 

 (3) 高齢者要望等実態調査の結果は、どのように計

  画に生かされるか 

    家族介護をされている方々の声をどのように把

  握され、計画に反映させられるのか 

８日 

(火) 

５ 山 下 明 子 一問一答 １ 在宅で安心して必要な介護が受けられるよう、制

 度・体制などの整備・拡充を 

 (1) 夜間の訪問介護の整備・拡充 

 (2) 配食サービス 

 (3) 住宅改修支援事業 

 (4) 独居者への支援、介護者への支援をどう考えて

  いるか 

６ 野 副 芳 昭 一問一答 １ 住宅改修について 

 (1) 申請の方法について 

 (2) 自己負担の限度額について 

 (3) 介護給付外の補助について 

 (4) 申請から完了までの期間について 

 

 


